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5001A 5001001 z07001
金融
庁、

公認会
計士法
第16条
の2

公認会計士法第16条の２に
より、外国の公認会計士の
資格を有し、かつ、会計に関
連する日本国の法令につい
て相当の知識を有する者
は、内閣総理大臣による承
認を受け、日本公認会計士
協会による外国公認会計士
名簿への登録を受けて、公
認会計士としての業務を行う
ことができることとされている
が、1976年以降、外国公認
会計士の承認のための試験
又は選考は行われていな

い。

ｃ Ⅱ

当該規定は我が国における公認会計
士制度創設時に、緊急に公認会計士
の数の増加を図る等の必要から、外
国の公認会計士を招聘する趣旨で導

入されたものである。
現行の公認会計士試験制度には受験
資格の制限はなく、現状において、外
国公認会計士を承認するための特別
の試験又は選考を行う必要性は低い

ものと考える。

－ - 個人 1 A
外国公認会計士登録の実

施

公認会計士法第１６条の２に基づ
き、日本公認会計士協会による
外国公認会計士名簿への登録の

実施

金融庁企業開示課公認会計士係に
問い合わせたところ、この条文は戦
後、公認会計士が不足していた時期
に外国の公認会計士にも資格を承認
していたが、現在では運用されてい
ないとの回答でした。また、日本公認
会計士協会に外国公認会計士名簿
への登録方法を尋ねてみました。答
えは、「昭和50年12月以降、資格の
承認のための試験・選考等は実施さ
れておりません。手続・試験等の詳
細については資格の承認を実施する
公認会計士・監査審査会まで、お問
い合わせ願います。」というものでし
た。つまり、外国公認会計士名簿とい
うのは、現在では存在しないというこ
とのようです。次に、公認会計士・監
査審査会に問い合わせたところ外国
公認会計士への試験・選考は実施さ
れておらず、日本人であれば、日本
の公認会計士の試験を受けてくださ

いと言われました。

私は、アメリカ、ワシントン州のライセンスを保有
する米国公認会計士ですが、税理士法、公認会
計士法の条文に基づき、日本の税理士資格を
取得することを考えております。しかしながら、公
認会計士法に規定されている外国公認会計士
名簿への登録が実施されておらず、困っており
ます。根拠条文は、公認会計士法第１６条の２、
税理士法第３条２項になります。これらの条文を
読み米国公認会計士も日本の税理士登録が可
能ではないかと思い各関係部署に問い合わせま

した。
ところが答えはNoでした。しかしよくよく考えてみ
ると法治国家である以上、法律に基づき正しく事
務を遂行するのが、役所及び関係団体の義務で
はないでしょうか。業界独自の解釈で判断する
のは業界のエゴであり、誤りではないかと思いま
す。小泉政権以来、官邸主導の政治を行ってい
ることもあり、内閣府規制改革・民間開放推進室
に陳情させていただくことにいたしました。

根拠条文は、公認会計士法第
１６条の２、税理士法第３条２項

になります。

5015A 5015001 z07002
金融
庁、

保険業
法第
275条
第１項
同法施
行規則
212条3
項1号、
212条
の2第3
項第1
号、212
条の4
第3項1
号、212
条の5
第3項1
号

銀行等が一定規模以下の小
規模事業者に対し、事業に
必要な資金の貸付けを行っ
ている場合における当該小
規模事業者が常時使用する
従業員及び当該法人の役員
（代表者を除く。）に対して手
数料その他の報酬を得て保
険募集を行うことが禁止され

ている。

ｃ －

本件規制は、小規模企業者の場合、
従業員が事業主等といわば運命共同
体のような密接な関係にあり、企業の
資金繰りを巡り銀行等の影響が当該
従業員に及ぶおそれが高いことから設
けられているものである。モニタリング
の結果必要な場合には、弊害防止措
置の見直しも検討することになる。

顧客利便、および、銀行等の事務負
担等の観点から、本規制の廃止また
は緩和の可否について検討できない
か、再度回答をお願いします。

ｃ －

保険の圧力募集が生じないために定
められた規制であり、対応は困難であ
る。なお、モニタリングの結果必要な場
合には、弊害防止措置の見直しも検討
することとなる。

（社）全国地
方銀行協会

1 A
銀行の保険窓販制度に関す

る規制改革
銀行の保険窓販に係る融資先販
売規制を廃止または緩和する。

（＊右欄より）
また、その際、勤務先が銀行から融資を受
けているという事実を伝えることは守秘義務
の観点から困難であり、謝絶理由について
顧客の理解を得ることができない事態が生

じている。
③本規制は、保険契約者だけでなく被保険
者が融資先であるケースも対象としている
が、契約当事者ではない被保険者が融資
先であるという理由だけで圧力販売が生じ
るとは考えにくく、過重な規制である。

　本規制により、銀行の保険窓販について
は、ワンストップ化による顧客利便向上とい
う商品拡大の目的が達成できていない。ま
た、顧客が申告する勤務先と銀行データ
ベースの照合が必要となり、手続きに時間
がかかるため、この点からも顧客利便の低
下を招いており、かつ銀行の事務負担も大

きくなっている。
　以上のことから、融資先販売規制を廃止
するか、もしくは、少なくとも、顧客とのトラブ
ル防止の観点から、従業員、被保険者につ
いては規制対象外とすべきである。

　銀行における保険窓販については、平成17年12月より
販売商品が拡大された際、銀行による圧力販売を防止
するとの観点から、新たな弊害防止措置として、事業資
金の融資先である法人、その代表者（小規模事業者の
場合は従業員も対象）および個人事業主への保険販売

を禁止する「融資先販売規制」が設けられた。
　しかし、銀行の保険窓販にかかる圧力販売については
独占禁止法による禁止規定で十分であり、保険業法に

特別な規制を設けることは不要である。
　また、本規制は、次のとおり圧力販売が起こり得ない
ケースまで規制する過剰なものであり、顧客の利便性を
著しく損ない、現実の販売窓口において顧客の理解も得

にくいものとなっている。
①顧客が自ら来店して保険加入意思を示した場合など
圧力販売が起こり得ないケースについても、本規制の要
件に該当すれば申込みを謝絶せざるを得なくなってい

る。
②特に、融資先の従業員については、自分の勤務先の
融資取引銀行を知らないことが通常であり、その場合に
は当然に圧力販売も起り得ないが、融資先の従業員で
あるという理由だけで申込みを謝絶せざるを得なくなって

いる。（*左欄に続く）

保険業法施行規則 第211条第
３項第１号、第211条の２第３項

第１号

5015A 5015002 z07003
金融
庁、

保険業
法第
275条
第１項
同法施
行規則
第212
条第3
項第3
号、第
212条
の2第3
項第3
号、第
212条
の4第3
項第3
号、第
212条
の5第3
項第3
号

銀行等は、事業性資金の貸
付けを担当する者が、保険
募集を行わないことを確保す
るための措置を講じなけれ
ばならない。
当該銀行等が特例地域金融
機関である場合にあっては、
当該措置に代わるものとして
金融庁長官が定める次のい
ずれかの措置を講じなけれ
ばならない。
①当該職員が直接の担当先
の関係者を対象とする保険
契約の締結の代理又は媒介
を行わないことを確保する措
置
②当該職員が直接の担当先
の関係者を対象とする保険
契約の締結の代理又は媒介
を行った場合に、それが法令
等に適合するものであったこ
とを個別に確認する業務を
行う者を本店等に配置する
措置

ｃ －

保険の圧力募集が生じないために定
められた規制であり、対応は困難であ
る。なお、モニタリングの結果必要な場
合には、弊害防止措置の見直しも検

討することとなる。

顧客利便、および、銀行等の事務負
担の観点等から、本規制の廃止また
は緩和の可否を検討すること等につ
いて、再度回答をお願いします。

ｃ －

保険の圧力募集が生じないために定
められた規制であり、対応は困難であ
る。なお、モニタリングの結果必要な場
合には、弊害防止措置の見直しも検討
することとなる。

（社）全国地
方銀行協会

2 A
銀行の保険窓販制度に関す

る規制改革
銀行の保険窓販に係る担当者分

離規制を廃止する。

（＊右欄より）
　地方銀行については、本規制の適
用を受けない特例地域金融機関とな
る選択肢が認められているものの、
保険金額の制限（１千万円）が課せら
れるため、顧客ニーズに十分に応え
られないうえ、銀行としても金額を管

理する負担が大きい。
　本規制により、銀行の保険窓販に
ついては、ワンストップ化による顧客
利便向上という商品拡大の目的が達
成できていない。以上のことから、独
占禁止法の遵守を前提として、担当
者分離規制を廃止すべきである。

　銀行における保険窓販については、平成17年
12月より販売商品が拡大された際、銀行による
圧力販売を防止するとの観点から、新たな弊害
防止措置として、事業資金の融資担当者と保険
募集担当者の分離を義務づける「担当者分離規

制」が設けられた。
　しかし、銀行の保険窓販にかかる圧力販売に
ついては独占禁止法による禁止規定で十分であ
り、保険業法に特別な規制を設けることは不要

である。
　地方銀行の場合、多くの行員が事業性融資の
担当を兼務しているため、保険販売要員の確保
が難しく、保険窓販を推進するうえでの障害に
なっている。顧客にとっても、保険ニーズがあっ
て来店した際に迅速な対応が受けられず、利便
性の低下を招いている。また、例えば、富裕層顧
客等について銀行員がファイナンシャルプラン
ナーとして資産調達・運用両面からの総合的な
アドバイスを行っている場合、保険の活用まで含
めた総合的な提案をすることができない。（＊左

欄に続く）

保険業法施行規則 第211条第
３項第３号、第211条の２第３項

第３号

5015A 5015003 z07004
金融
庁、

保険業
法第
300条
第1項
第9号
同法施
行規則
第234
条第1
項第2
号
平成10
年大蔵
省告示
第238
号
保険会
社向け
の総合
的な監
督指針
Ⅱ－3
－3－
2(7)①

企業が、生命保険会社と募
集代理店契約を締結して生
命保険商品の募集を行う場
合、従業員への圧力募集等
を防止する観点から、当該
企業及びその企業と密接な
関係を有する者（法人）の役
員・従業員に対する保険募
集が一部の保険商品を除き
禁止されている。

ｂ Ⅲ

生命保険契約の長期性、再加入困難
性等に鑑み設けられている規制であ
り、その趣旨を踏まえつつ、規制改革・
民間開放推進３ヵ年計画（再改定）に
示されたスケジュールに従い本年度に
検討を行う。

規制改革・民間開放推進３か年計画
（再改定）において「平成18年度検討」
となっていることも踏まえ、検討状況・
検討のスケジュール（結論時期）を含
め、再度回答をお願いします。

ｂ Ⅲ

本規制については、生命保険契約の
長期性、再加入困難性に鑑み設けら
れている趣旨を踏まえ、幅広い観点か
ら検討を行う必要があることから、結論
時期を示すことは困難である。

（社）全国地
方銀行協会

3 A
銀行の保険窓販制度に関す

る規制改革
生命保険の募集に係る構成員契

約規制を廃止する。

（右欄より）
　このような過度の規制を廃止するこ
とにより、顧客利便の向上、銀行等
の収益機会の拡大、勤務先確認に
係る事務負担の軽減等を図ることが

できると考えられる。

　生命保険募集人（銀行等）と「密接な関係」（一
定の資本関係や人事交流等）を有する法人の役
職員に対しては、当該役職員が自らの意思で保
険商品の購入を銀行等に申し出た場合であって
も、銀行等は当該商品の説明すらできないこと
になっている。本規制は顧客利便を著しく損な
い、銀行等における生命保険販売の障壁となっ

ている。
　加えて、本規制により、銀行等が顧客に対して
生命保険の募集を行う際には、商品内容やリス
ク等の説明を行う前に、まず顧客の勤務先を確
認しなければならないが、個人情報の取扱いに
関する関心が高まる中、このような不自然な確
認事務を行うことにより、顧客に無用な不信感を

惹起する結果となっている。
　本規制の目的は生命保険商品の圧力販売の
防止にあるとされているが、圧力販売は独占禁
止法で禁じられており、本規制は不要である。ま
た、銀行による保険販売については、圧力販売
の防止との名目で融資先販売規制、担当者分
離規制などの弊害防止措置が別途設けられて
おり、二重三重の過剰な規制が行われている。

（左欄に続く）

保険業法 第300条第１項第９
号

同施行規則 第234条第１項第
２号

平成10年大蔵省告示第238号

（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新 （新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新
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5015A 5015004 z07005
金融
庁、

金融機
関の信
託業務
の兼営
等に関
する法
律

都銀本体、信託銀行子会社
及び信託契約代理店が不動
産関連業務を行うことは禁止

されている。

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金
者等の保護を確保する観点から、財務
及び業務の健全性を維持するため、
極めて厳格な業務範囲制限や子会社
の業務規制が課されているところ。こ
のような観点から、平成14年におい
て、都銀本体等に信託業務を解禁した
際も、信託業務に密接に関連するもの
に限って解禁することとしたところであ
り、今日においても金融機関の財務及
び業務の健全性を確保する必要性が
高いことから、参入の可否については

慎重な検討を要する。

顧客利便性の観点も踏まえ、再検討
をお願いします。

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金
者等の保護を確保する観点から、財務
及び業務の健全性を維持するため、極
めて厳格な業務範囲制限や子会社の
業務規制が課されているところ。このよ
うな観点から、平成14年において、都
銀本体等に信託業務を解禁した際も、
信託業務に密接に関連するものに
限って解禁することとしたところであり、
今日においても金融機関の財務及び
業務の健全性を確保する必要性が高
いことから、参入の可否については慎
重な検討を行う必要があると考えてい
る｡

（社）全国地
方銀行協会

4 A
普通銀行本体及び信託代
理店における不動産関連業

務の取扱い解禁

普通銀行本体および信託代理店
における不動産関連業務（信託
併営業務）の取扱いを解禁する。

　不動産関連業務の取扱いが認めら
れれば、例えば遺産整理業務と併せ
て不動産の処分等を銀行で実施する
ことが可能となり、地域の個人顧客
に対してより利便性の高いサービス
を提供できるほか、法人取引におい
ても不動産を含めた財産の総合的な
コンサルティングサービス等を提供

することが可能となる。

　大都市圏を除く地方では、専業信託銀行の店
舗数が非常に少なく、専業信託銀行が主力業務
としている不動産関連サービスの提供に関して
地域間格差が生じている。このため、地方にお
ける顧客ニーズに的確に応える観点から標記業

務の解禁が必要である。
　不動産仲介や不動産管理は手数料ビジネスで
ありリスクはほとんどないと考えられ、また、メガ
バンクではグループ内の信託銀行を活用してグ
ループ一体となって不動産ビジネスを展開して
いる現状を考えると、銀行本体に不動産関連業
務を禁じている意味合いは薄いと考えられる。

金融機関の信託業務の兼営等
に関する法律 第１条第１項

同施行令 第３条
同施行規則 第３条第１項

5015A 5015005 G05 z07006
金融
庁、法
務省、

特定融
資枠契
約に関
する法
律第2
条

コミットメントライン契約（特定
融資枠契約）に係る手数料
が利息制限法及び出資法上
の「みなし利息」の適用除外
となるのは､借主が、①会社
法 （平成17年法律第86号）
第２条第６号に規定する大
会社、②資本金が３億円を
超える株式会社、③特定目
的会社（資産の流動化に関
する法律第２条第３項）等で
ある場合に限定される。

ｂ Ⅰ

　平成15年に実施した借り手側のニー
ズ調査によれば、平成13年改正で新
たに借主の範囲に加えられた中堅企
業の利用状況が低調であり、さらに、
地方公共団体に関してはコミットメント
ライン契約を利用したいとのニーズが
ほとんどないという結果であったため、
こうしたニーズがその後変化したか十
分に見極めていく必要があると思われ

る。
　以上を踏まえ法務省及び金融庁とし
ては、関係省庁とも連携をとりながら
今後も引き続き検討を行う。

規制改革・民間開放推進３か年計画
（再改定）において「平成18年度検討」
となっていることも踏まえ、改めて借り
手側のニーズを把握して頂くとともに、
再度検討の状況を含め回答をお願い
します。

ｂ Ⅰ

コミットメントライン契約を利用したいと
の借り手側のニーズについては十分
に見極めていく必要があると思われる
ので、借り手側から寄せられるコミット
メントライン契約を利用したいといった
要望も踏まえつつ、関係省庁とも連携
をとりながら、把握に努めていきたい。
検討については、金融機関はコミットメ
ントライン契約によって実質的に高金
利が得られることから、借り手側の法
的知識が不十分であることに乗じて優
越的な地位を濫用し借り手にコミットメ
ントライン契約を押し付けることによる
弊害が発生するおそれがあるため、慎
重に行う必要があり、現時点でスケ
ジュールを具体的に示すことは困難で
ある。

（社）全国地
方銀行協会

5 A
コミットメントライン契約適用
対象のさらなる拡大

コミットメントライン契約（特定融資
枠契約）の適用対象を拡大し、ａ.
中小企業（資本金３億円以下
等）、ｂ.地方公共団体、地方公
社、独立行政法人等をその範囲

に含める。

　平成13年６月の法改正により、それまで商法
特例法上の大会社に限定されていた対象企業
等に、①資本の額が３億円を超える株式会社、
②証券取引法の規定による監査証明を受けな
ければならない株式会社、③特定債権等譲受業
者、④特定目的会社および登録投資法人等が
加えられたが、より幅広い中小企業への金融の
円滑化を図り、中小企業経営の安定と銀行の収
益機会の拡大に資する観点からは、さらなる適

用対象の拡大が必要である。
　また、地方公共団体等の資金需要に対してよ
り安定的・機動的に対応していく観点から、これ

らも適用対象に含めるべきである。

特定融資枠契約に関する法律
第２条

5022A 5022003 G05 z07006
金融
庁、法
務省、

特定融
資枠契
約に関
する法
律第2
条

コミットメントライン契約（特定
融資枠契約）に係る手数料
が利息制限法及び出資法上
の「みなし利息」の適用除外
となるのは､借主が、①会社
法 （平成17年法律第86号）
第２条第６号に規定する大
会社、②資本金が３億円を
超える株式会社、③特定目
的会社（資産の流動化に関
する法律第２条第３項）等で
ある場合に限定される。

ｂ Ⅰ

　平成15年に実施した借り手側のニー
ズ調査によれば、平成13年改正で新
たに借主の範囲に加えられた中堅企
業の利用状況が低調であり、さらに、
地方公共団体に関してはコミットメント
ライン契約を利用したいとのニーズが
ほとんどないという結果であったため、
こうしたニーズがその後変化したか十
分に見極めていく必要があると思われ

る。
　以上を踏まえ法務省及び金融庁とし
ては、関係省庁とも連携をとりながら
今後も引き続き検討を行う。

規制改革・民間開放推進３か年計画
（再改定）において「平成18年度検討」
となっていることも踏まえ、改めて借り
手側のニーズを把握して頂くとともに、
再度検討の状況を含め回答をお願い
します。

ｂ Ⅰ

コミットメントライン契約を利用したいと
の借り手側のニーズについては十分
に見極めていく必要があると思われる
ので、借り手側から寄せられるコミット
メントライン契約を利用したいといった
要望も踏まえつつ、関係省庁とも連携
をとりながら、把握に努めていきたい。
検討については、金融機関はコミットメ
ントライン契約によって実質的に高金
利が得られることから、借り手側の法
的知識が不十分であることに乗じて優
越的な地位を濫用し借り手にコミットメ
ントライン契約を押し付けることによる
弊害が発生するおそれがあるため、慎
重に行う必要があり、現時点でスケ
ジュールを具体的に示すことは困難で
ある。

社団法人 第
二地方銀行
協会

3 A
コミットメントライン契約適用

対象の拡大

コミットメントライン契約に係る手
数料が利息制限法および出資法
上のみなし利息の適用除外とな
る借主の対象を拡大し、中小企
業（資本金3億円以下）のほか地
方公共団体等を加える。

  コミットメントライン契約は、中小企業等にとっ
ても安定的な資金調達のための有益な手段で
あり、中小企業の資金調達手段の多様化を図る

ことが可能となる。
  なお、「各省庁からの再回答について」(平成18
年8月14日)では、「優越的な地位を濫用し、・・・
『借り手』にコミットメントライン契約を押し付ける
ことによる弊害が発生するおそれがある。」とさ
れているが、銀行は、監督当局からの要請等を
踏まえ、優越的地位濫用防止のための適切な
態勢の構築に努めていることから、そうした事態

は生じないと考える。

・特定融資枠契約に関する法
律第2条

5032A 5032020 G05 z07006
金融
庁、法
務省、

特定融
資枠契
約に関
する法
律第2
条

コミットメントライン契約（特定
融資枠契約）に係る手数料
が利息制限法及び出資法上
の「みなし利息」の適用除外
となるのは､借主が、①会社
法 （平成17年法律第86号）
第２条第６号に規定する大
会社、②資本金が３億円を
超える株式会社、③特定目
的会社（資産の流動化に関
する法律第２条第３項）等で
ある場合に限定される。

ｂ Ⅰ

　平成15年に実施した借り手側のニー
ズ調査によれば、平成13年改正で新
たに借主の範囲に加えられた中堅企
業の利用状況が低調であり、さらに、
地方公共団体に関してはコミットメント
ライン契約を利用したいとのニーズが
ほとんどないという結果であったため、
こうしたニーズがその後変化したか十
分に見極めていく必要があると思われ

る。
　以上を踏まえ法務省及び金融庁とし
ては、関係省庁とも連携をとりながら
今後も引き続き検討を行う。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、規制改革・民間開放推進３か
年計画（再改定）において「平成18年
度検討」となっていることも踏まえ、改
めて借り手側のニーズを把握して頂く
とともに、再度検討の状況を含め回答
をお願いします。

「検討のスケジュール（結論時期）につ
き具体的に明示して頂きたい。」

ｂ Ⅰ

コミットメントライン契約を利用したいと
の借り手側のニーズについては十分
に見極めていく必要があると思われる
ので、借り手側から寄せられるコミット
メントライン契約を利用したいといった
要望も踏まえつつ、関係省庁とも連携
をとりながら、把握に努めていきたい。
検討については、金融機関はコミットメ
ントライン契約によって実質的に高金
利が得られることから、借り手側の法
的知識が不十分であることに乗じて優
越的な地位を濫用し借り手にコミットメ
ントライン契約を押し付けることによる
弊害が発生するおそれがあるため、慎
重に行う必要があり、現時点でスケ
ジュールを具体的に示すことは困難で
ある。

都銀懇話会 20 A
特定融資枠契約の借主の

対象範囲拡大

ⅰ)特定融資枠契約に係る手数料
が利息制限法及び出資法上のみ
なし利息の適用除外となる借主
の対象範囲を拡大し、中小企業
(資本金3億円以下等)等に加え、
以下のような借主を追加。①地方
公共団体、②独立行政法人、③
国立大学法人、④学校法人、⑤
医療法人、⑥共済組合、⑦消費
生活協同組合、⑧市街地再開発
組合、⑨特別目的会社(「証券取
引法施行令第17条の2第2項第3
号及び同条第3項に規定する有
価証券を定める内閣府令」に定め
る有価証券を発行する法人並び
にそれに準ずる外国法人)

ⅱ)資産流動化業務に関して、特
定融資枠契約の借主となることが
できる者に、「合同会社」および
「有限責任中間法人」を追加。

ⅰ)コミットメント・ライン(特定融資枠契約)は、既
に制度が導入されている大企業等のみならず、
中小企業や地方公共団体等にとっても有益な資
金調達手段。経済的弱者保護という本法の当初
の趣旨は首肯できるものの、現環境下において
は、借主の範囲について中小企業等を一律に排
除していることは適切ではない。同様に、地方公
共団体・独立行政法人・国立大学法人等、十分
な金融・法務知識を有する先については、コミッ
トメント・ライン契約を可能とすることによって、資
金調達の多様化・安定化等が図れると考えられ

る。
ⅱ)資産流動化業務において、有限会社と同様
に、ＳＰＣとして利用されている合同会社および
有限責任中間法人との間で、流動性補完のた
めにコミットメントライン契約を締結する必要があ
る場合がある。本要望が措置されれば、資産流

動化業務の更なる進展が図られる。

・特定融資枠契約に関する法
律第2条

・特定融資枠契約の適用対象
は、下記のように限定されてい
る。①会社法上の大会社(資本
金5億円以上又は負債額200億
円以上)②資本金3億円超の株
式会社③証取法規定で監査証
明を受ける株式会社等

・資産流動化業務に関して、特
定融資枠契約の借主となること
ができるのは、株式会社に限

定されている。
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5065A 5065004 G05 z07006
金融
庁、法
務省、

特定融
資枠契
約に関
する法
律第2
条

コミットメントライン契約（特定
融資枠契約）に係る手数料
が利息制限法及び出資法上
の「みなし利息」の適用除外
となるのは､借主が、①会社
法 （平成17年法律第86号）
第２条第６号に規定する大
会社、②資本金が３億円を
超える株式会社、③特定目
的会社（資産の流動化に関
する法律第２条第３項）等で
ある場合に限定される。

ｂ Ⅰ

　平成15年に実施した借り手側のニー
ズ調査によれば、平成13年改正で新
たに借主の範囲に加えられた中堅企
業の利用状況が低調であり、さらに、
地方公共団体に関してはコミットメント
ライン契約を利用したいとのニーズが
ほとんどないという結果であったため、
こうしたニーズがその後変化したか十
分に見極めていく必要があると思われ

る。
　以上を踏まえ法務省及び金融庁とし
ては、関係省庁とも連携をとりながら
今後も引き続き検討を行う。

地域金融機関のメイン取引先がほぼ
コミットメントライン契約の対象外であ
ることは、借手側のニーズが希薄と
なっている一因と考えられる。

①　コミットメントラインの適用範囲を
中小企業者に拡大することを希望する
借り手企業は７９.４％（平成１８年３月
中小企業庁実施による中小企業向け
インターネットアンケートによる）に達し
ている。（「経済産業省が平成１８年７
月に公表した「新しい中小企業金融研
究会」報告書）
②　平成１６年５月２８日に公表した中
間報告では、コミットメントライン契約
の効果をより幅広い企業に享受させて
いくことが必要であるとしている。（経
済産業省の産業構造審議会産業金融
部会「新たな企業金融のあり方に関す
る検討小委員会」）。

早期に結論を得ることを前提に具体的
な検討のスケジュール（結論及び実施
時期）を示されたい。

ｂ Ⅰ

コミットメントライン契約を利用したいと
の借り手側のニーズについては十分
に見極めていく必要があると思われる
ので、借り手側から寄せられるコミット
メントライン契約を利用したいといった
要望も踏まえつつ、関係省庁とも連携
をとりながら、把握に努めていきたい。
検討については、金融機関はコミットメ
ントライン契約によって実質的に高金
利が得られることから、借り手側の法
的知識が不十分であることに乗じて優
越的な地位を濫用し借り手にコミットメ
ントライン契約を押し付けることによる
弊害が発生するおそれがあるため、慎
重に行う必要があり、現時点でスケ
ジュールを具体的に示すことは困難で
ある。

社団法人全
国信用金庫
協会・信金中
央金庫

4 A コミットメントライン契約の適
用対象企業の拡大

（特定融資枠契約法の規制の緩
和）対象企業を拡大する。

コミットメントライン契約（特定融資枠
契約）の適用対象を拡大し、①中小
企業（資本金３億円以下等）、②地方
公共団体や特別法で定められた地
方公社等をその範囲に含める。

コミットメントライン契約（特定融資枠契約）に係
る手数料が利息制限法及び出資法上の「みなし
利息」の適用除外となるのは、借手が資本金が
３億円を超える株式会社ーなどに限定されてお
り、中小企業（資本金３億円以下等）、地方公共
団体等には認められていない。地域金融機関の
メイン取引先がほぼ当該契約の対象外であるこ
とは、我が国の制度に定着していないために借
手側のニーズも希薄とならざるを得ない。

一方、ここ数年間のコミットメントライン契約を利
用した借入は、中堅規模以上の中小企業にも広
がっており、潜在的要素は広まりつつある。

したがって、コミットメントライン契約（特定融資枠
契約）の適用対象を拡大することにより、中小企
業の資金調達の多様化が図られることになるた

め、規制緩和していただきたい。

特定融資枠契約に関する法律
第２条

継続

5070A 5070006 G05 z07006
金融
庁、法
務省、

特定融
資枠契
約に関
する法
律第2
条

コミットメントライン契約（特定
融資枠契約）に係る手数料
が利息制限法及び出資法上
の「みなし利息」の適用除外
となるのは､借主が、①会社
法 （平成17年法律第86号）
第２条第６号に規定する大
会社、②資本金が３億円を
超える株式会社、③特定目
的会社（資産の流動化に関
する法律第２条第３項）等で
ある場合に限定される。

ｂ Ⅰ

　平成15年に実施した借り手側のニー
ズ調査によれば、平成13年改正で新
たに借主の範囲に加えられた中堅企
業の利用状況が低調であり、さらに、
地方公共団体に関してはコミットメント
ライン契約を利用したいとのニーズが
ほとんどないという結果であったため、
こうしたニーズがその後変化したか十
分に見極めていく必要があると思われ

る。
　以上を踏まえ法務省及び金融庁とし
ては、関係省庁とも連携をとりながら
今後も引き続き検討を行う。

地域金融機関のメイン取引先がほぼ
コミットメントライン契約の対象外であ
ることは、借手側のニーズが希薄と
なっている一因と考えられる。

①　コミットメントラインの適用範囲を
中小企業者に拡大することを希望する
借り手企業は７９.４％（平成１８年３月
中小企業庁実施による中小企業向け
インターネットアンケートによる）に達し
ている。（「経済産業省が平成１８年７
月に公表した「新しい中小企業金融研
究会」報告書）
②　平成１６年５月２８日に公表した中
間報告では、コミットメントライン契約
の効果をより幅広い企業に享受させて
いくことが必要であるとしている。（経
済産業省の産業構造審議会産業金融
部会「新たな企業金融のあり方に関す
る検討小委員会」）。

早期に結論を得ることを前提に具体的
な検討のスケジュール（結論及び実施
時期）を示されたい。

ｂ Ⅰ

コミットメントライン契約を利用したいと
の借り手側のニーズについては十分
に見極めていく必要があると思われる
ので、借り手側から寄せられるコミット
メントライン契約を利用したいといった
要望も踏まえつつ、関係省庁とも連携
をとりながら、把握に努めていきたい。
検討については、金融機関はコミットメ
ントライン契約によって実質的に高金
利が得られることから、借り手側の法
的知識が不十分であることに乗じて優
越的な地位を濫用し借り手にコミットメ
ントライン契約を押し付けることによる
弊害が発生するおそれがあるため、慎
重に行う必要があり、現時点でスケ
ジュールを具体的に示すことは困難で
ある。

社団法人全
国信用組合
中央協会

6 Ａ
コミットメントライン契約の適
用対象企業を拡大すること

コミットメントライン契約（特定融資
枠契約）の適用対象を拡大し、中
小企業等の資金調達手段の多様
化を図ることが必要であることか
ら、中小企業（資本金３億円以下
等）、地方公共団体、独立行政法
人、地方独立行政法人、地方公
社等をその範囲に含めること。

信用組合のメイン取引先の大部分が当該契約
の対象外であるため、コミットメントライン契約
（特定融資枠契約）の適用対象を拡大し、中小
企業等の資金調達手段の多様化を図ることが
必要であることから、中小企業（資本金３億円以
下等）、地方公共団体、独立行政法人、地方独
立行政法人、地方公社等をその範囲に含めるこ

と。

特定融資枠契約に関する法律
第２条

5015A 5015013 G03 z07007
金融
庁、

銀行法
第２０
条、会
社法第
４４０条
第１項
及び第
４項

銀行は、営業年度及び中間
営業年度にかかる貸借対照
表及び損益計算書を作成
し、公告しなければならない
となっている。会社法第４４０
条第１項では、株式会社は
定時株主総会の終結後遅滞
なく貸借対照表を公告しなけ
ればならないと規定されてい
るが、第４項で証取法第２４
条第１項の規定により有価
証券報告書を内閣総理大臣
に提出しなければならない株
式会社については、この適
用をしないとなっている。

ｃ Ⅰ

銀行の決算公告については、預金者
に幅広く周知するための簡便でわかり
やすい開示方法であることから措置困

難である。

銀行等がディスクロージャー誌の公衆
縦覧等により積極的な情報開示を
行っているなか、本規制については、
預金者に対する周知方法としての効
果（特に日刊紙による決算公告等）
や、銀行等における負担軽減の観点
から、他の有価証券報告書の提出会
社と同様となるよう見直されるべきと
の指摘があり、再度検討・回答をお願
いします。

ｃ Ⅰ

銀行の決算公告については、一般事
業会社とは異なり幅広い預金者への
情報開示として行われるものであり免
除は措置困難である。

（社）全国地
方銀行協会

13 A
有価証券報告書を提出して
いる銀行の決算公告の免除

有価証券報告書を提出している
銀行について、決算公告を免除

する。

　有価証券報告書の提出会社は、会社法第440
条第４項により決算公告が免除されているが、
銀行については、銀行法の規定により免除され

ていない。
　有価証券報告書はＥＤＩＮＥＴで公開されてお
り、制度の目的はどうあれ、一般預金者を含め
て誰でも常時閲覧できるため、有価証券報告書
を提出している銀行について決算公告を免除し
たとしても、一般預金者に対する情報開示が後

退するとは考えられない。
　また、有価証券報告書以外にも、銀行はより詳
細な情報を盛り込んだディスクロージャー誌の公
衆縦覧が義務付けられ、その内容を自主的に
ホームページに掲載するなど積極的な情報開示
に取り組んでおり、決算公告がなくても、一般預
金者に対する情報開示の充実は図られている。

会社法第440条第４項
銀行法第20条第４～６項

5022A 5022011 G03 z07007
金融
庁、

銀行法
第２０
条、５２
条の２
８、第５
７条、会
社法第
４４０条
第１項
及び第
４項

銀行又は銀行持株会社は、
営業年度及び中間営業年度
にかかる貸借対照表及び損
益計算書を作成し、公告しな
ければならないとなってい
る。会社法第４４０条第１項
では、株式会社は定時株主
総会の終結後遅滞なく貸借
対照表を公告しなければな
らないと規定されているが、
第４項で証取法第２４条第１
項の規定により有価証券報
告書を内閣総理大臣に提出
しなければならない株式会
社については、この適用をし

ないとなっている。

ｃ Ⅰ

銀行の決算公告については、預金者
に幅広く周知するための簡便でわかり
やすい開示方法であることから措置困

難である。

銀行等がディスクロージャー誌の公衆
縦覧等により積極的な情報開示を
行っているなか、本規制については、
預金者に対する周知方法としての効
果（特に日刊紙による決算公告等）
や、銀行等における負担軽減の観点
から、他の有価証券報告書の提出会
社と同様となるよう見直されるべきと
の指摘があり、再度検討・回答をお願
いします。

ｃ Ⅰ

銀行の決算公告については、一般事
業会社とは異なり幅広い預金者への
情報開示として行われるものであり免
除は措置困難である。

社団法人 第
二地方銀行
協会

11 A
会社法の決算公告不要規
定の銀行および銀行持株会

社への適用

銀行および銀行持株会社につい
ても、会社法における、証券取引
法により有価証券報告書を提出
した株式会社における決算公告
不要の規定を適用する。

  「各省庁からの再回答について」（平成18年1月
17日）では、「銀行の決算公告は、一般大衆であ
る預金者への情報開示であり、・・有価証券報告
書は、投資家の保護であることから制度の目的
が違う・・」とされているが、銀行および銀行持株
会社は、決算公告以外にも預金者に対して積極
的な情報開示に取り組むなど、一般企業以上に
情報開示に努めていることから、決算公告を不
要とした場合でも、一般預金者への情報開示は

確保される。

銀行法第20条、第52条の28、
第57条

会社法第440条第１項、同第４
項
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管理
番号

要望事項
管理番号
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補助
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プ化番
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措置の概要（対応策） 要望主体
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望
事
項
番
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要
望
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制
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具体的
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5022A 5022001 z07008

内閣官
房、人事
院、内閣
府、公正
取引委員
会、警察
庁、防衛
省、金融
庁、総務
省、法務
省、外務
省、財務
省、文部
科学省、
厚生労働
省、農林
水産省、
経済産業
省、国土
交通省、
環境省

‒

平成１７年度より、譲渡禁止
特約の解除対象とする譲渡
先に特定目的会社を加える
とともに、対象とする債権の
範囲を全ての金銭債権に広
げるかたちで部分解除を実
施済。

d ‒ 対応済み － -
社団法人 第
二地方銀行
協会

1 A

国・地公体等の公的機関向
け金銭債権の譲渡禁止特
約の適用除外（譲渡先が金

融機関の場合）

民間企業の国・地公体等公的機
関向け金銭債権については、売
買契約・請負契約上、譲渡先が
金融機関の場合は債権譲渡禁止
特約の適用除外とすることを統一

化する。

  国・地公体等の公的機関に対する金銭債権に
は譲渡禁止特約が付いていることが多く、中小
企業の資金調達のために売掛債権担保融資を
行うに当たり、承諾等に係る事務手続きや時間
を要することから、中小企業の円滑かつ機動的

な資金調達を阻害している。

5022A 5022005 z07009
金融
庁、

保険業
法第
275条
第１項
同法施
行規則
212条3
項1号、
212条
の2第3
項第1
号、212
条の4
第3項1
号、212
条の5
第3項1
号

銀行等が一定規模以下の小
規模事業者に対し、事業に
必要な資金の貸付けを行っ
ている場合における当該小
規模事業者が常時使用する
従業員及び当該法人の役員
（代表者を除く。）に対して手
数料その他の報酬を得て保
険募集を行うことが禁止され

ている。

ｃ －

本件規制は、小規模企業者の場合、
従業員が事業主等といわば運命共同
体のような密接な関係にあり、企業の
資金繰りを巡り銀行等の影響が当該
従業員に及ぶおそれが高いことから設
けられているものである。モニタリング
の結果必要な場合には、弊害防止措
置の見直しも検討することになる。

顧客利便、および、銀行等の事務負
担等の観点から、本規制の廃止また
は緩和の可否について検討できない
か、再度回答をお願いします。

ｃ －

保険の圧力募集が生じないために定
められた規制であり、対応は困難であ
る。なお、モニタリングの結果必要な場
合には、弊害防止措置の見直しも検討
することとなる。

社団法人 第
二地方銀行
協会

5 A

新規解禁保険契約の保険
募集における、事業資金の
融資先である小規模事業者
の従業員に対する募集規制

の撤廃

新規保険契約（平17.12.22からの
新規解禁商品）の募集における
融資先販売規制のうち、事業資
金の融資先である小規模事業者
の従業員に対する募集規制を撤

廃する。

  「各省庁からの再回答について」（平成18年8月
14日）では、「モニタリングの結果必要な場合に
は見直しも検討する」とされているが、銀行は、
監督当局からの要請等を踏まえ、優越的地位濫
用防止のための適切な態勢の構築に努めてお
り、圧力販売の可能性はないと考えられることか
ら、本規制は速やかに撤廃すべきである。

  なお、実務的にも、保険募集時に、①顧客の勤
務先、②当該勤務先が融資先であるか、③当該
勤務先の従業員の人数を確認することは、極め

て煩雑である。

・保険業法第275条
・保険業法施行規則第212条第
3項、212条の2第3項、212条の
4第3項、212条の5第3項

5022A 5022006 z07010
金融
庁、

保険業
法第
275条
第1項
同法施
行規則
第212
条第2
項第1
号、第
212条
の2第2
項第１
号、第
212条
の4第2
項第1
号、第
212条
の5第2
項第1
号

銀行等が保険募集以外の業
務上取り扱う顧客に関する
非公開金融情報を保険募集
業務に利用し、または保険
募集の業務上取り扱う顧客
に関する非公開保険情報を
保険募集以外の業務に利用
するには、事前に顧客の書
面その他の適切な方法によ
る同意が求められている。

ｃ －

本件規制は、銀行等がその与信業務
や決済業務を通じ、預金者や債務者
に関する情報を継続的かつ総合的に
保有する立場にあり、安易な流用によ
る契約者保護上の問題を生じやすい
状況に鑑み、講じられているものであ
る。利用目的の事前の通知・公表の如
何にかかわらず、書面その他の適切
な方法による事前の同意を得なけれ
ば保険募集業務以外の業務と保険募
集業務との間でそれぞれの業務に係
る非公開情報を流用してはならないと
するなど、とくに銀行等による保険商
品の販売との関係において設けられて
いるものであり、ご要望に対応すること

は困難である。

本件規制は、個人情報保護法との二
重規制となっている等の指摘も踏ま
え、再検討をお願いします。

ｃ －

本件規制は、利用目的の事前の通知・
公表の如何にかかわらず、書面その
他の適切な方法による事前の同意を
得なければ保険募集業務以外の業務
と保険募集業務との間でそれぞれの
業務に係る非公開情報を流用しては
ならないとするなど、特に銀行等による
保険商品の販売との関係において設
けられているものであり、ご要望に対
応することは困難である。

社団法人 第
二地方銀行
協会

6 A
保険業法上の非公開情報

保護措置の撤廃
保険業法上の非公開（金融・保
険）情報保護措置を撤廃する。

  銀行が保険募集を行う際に非公開金融情報を
利用する場合には、事前に同意を得る必要があ
るが、銀行が保険以外の金融商品を販売する
場合にはこうした規制はないことから、顧客に
とって分かりづらく顧客の理解を得ることが難し
い。また、本規制は、銀行以外の代理店（証券
会社等）は対象外であり、公平性を欠くことか
ら、保険商品の全面解禁(平成19年12月予定)を
契機に、本規制の見直しが必要である。

  なお、「各省庁からの再回答について」（平成18
年1月17日）では、「銀行等が、・・・預金者や債
権者に関する情報を継続的かつ総合的に保有
する立場にあり、安易な流用による契約者保護
上の問題を生じやすい状況に鑑み、とくに銀行
等による保険商品の販売との関係において設け
られている」とされているが、銀行は、「個人情報
保護法」（平成17年４月施行）に基づき、情報の
管理を厳格に行っており、安易な流用による契
約者保護上の問題は生じないと考える。

・保険業法第275条
・保険業法施行規則第212条第
2項、212条の２第２項、212条
の４第２項、212条の５第２項

5022A 5022007 z07011
金融
庁、

保険業
法第
300条
第1項
第9号
同法施
行規則
第234
条第1
項第2
号

平成10
年大蔵
省告示
第238
号
保険会
社向け
の総合
的な監
督指針
Ⅱ－3
－3－
2(7)①

企業が、生命保険会社と募
集代理店契約を締結して生
命保険商品の募集を行う場
合、従業員への圧力募集等
を防止する観点から、当該
企業及びその企業と密接な
関係を有する者（法人）の役
員・従業員に対する保険募
集が一部の保険商品を除き

禁止されている。

ｂ Ⅲ

生命保険契約の長期性、再加入困難
性等に鑑み設けられている規制であ
り、その趣旨を踏まえつつ、規制改革・
民間開放推進３ヵ年計画（再改定）に
示されたスケジュールに従い本年度に

検討を行う。

規制改革・民間開放推進３か年計画
（再改定）において「平成18年度検討」
となっていることも踏まえ、検討状況・
検討のスケジュール（結論時期）を含
め、再度回答をお願いします。

ｂ Ⅲ

本規制については、生命保険契約の
長期性、再加入困難性に鑑み設けら
れている趣旨を踏まえ、幅広い観点か
ら検討を行う必要があることから、結論
時期を示すことは困難である。

社団法人 第
二地方銀行
協会

7 A
生命保険の構成員契約規

制の廃止

生命保険の構成員契約規制を廃
止する。または、圧力募集等の懸
念がない法人募集代理店（銀行
等）は適用除外とする。

  構成員契約規制は、生命保険会社と募集代理
店契約を締結した企業が優越的な地位の濫用
や圧力募集を行うことを防止することを目的とし
て設けられているものであるが、一律に募集を
禁止しているため、従業員からの自発的な申し
出等にも対応できず、利便性の観点から速やか

に見直すことが必要である。

・保険業法第300条第1項第9号
・保険業法施行規則第234条第

1項第2号
・平成10年大蔵省告示第238号
・保険会社向けの総合的な監
督指針Ⅱ－３－３－２（7）①
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5022A 5022008 z07012
金融
庁、

保険業
法第
275条
第1項
第2号
同法施
行規則
第212
条の2
第1項
第1号

銀行等による保険商品の窓
口販売については、平成13
年4月より、住宅ローン関連
の信用生命保険、長期火災
保険及び債務返済支援保険
並びに海外旅行傷害保険を
対象商品として開始した。
また、平成14年10月より、個
人年金保険、財形保険、年
金払積立傷害保険、財形傷
害保険を対象商品に追加す
るとともに、住宅ローン関連
の信用生命保険に係る子会
社・兄弟会社限定を撤廃し

た。

ｃ －

銀行等による保険募集の実施状況、
保険募集の公正な実施及び保険会社
の業務の適切な運営のために講じら
れた諸般の措置の状況を検証し保険
契約者等の保護の観点から問題がな
いことを前提として、平成19年12月より
銀行等は原則として全ての保険商品
を取り扱うことが認められることとな

る。

一定の前提のもと、平成19年12月より
銀行等は原則として全ての保険商品
を取り扱うことが認められることとなる
ことも踏まえ、再度回答をお願いしま
す。

ｃ －

銀行等による保険募集の実施状況、
保険募集の公正な実施及び保険会社
の業務の適切な運営のために講じら
れた諸般の措置の状況を検証し保険
契約者等の保護の観点から問題がな
いことを前提として、平成19年12月より
銀行等は原則として全ての保険商品を
取り扱うことが認められることとなる。

社団法人 第
二地方銀行
協会

8 A
銀行が販売できる長期火災
保険に全てを事業の用に供

する建物の追加

銀行が販売することができる長期
火災保険の対象に、全てを事業
の用に供する建物を追加する。

  全てを事業の用に供する建物の取得にあたっ
て銀行の融資を利用するケースが多いことを踏
まえると、銀行において、そうした建物を対象とし
た長期火災保険の販売が可能となれば、融資と
同時に融資実行銀行での保険付保が可能とな

り、顧客利便性が向上する。
  なお、「各省庁からの再回答について」（平成18
年1月17日）では、「全てを事業の用に供する建
物の所有者（融資を受けた者に限る。）は、『圧
力販売につながるような融資先』に該当する」と
されているが、銀行は、監督当局からの要請等
を踏まえ、優越的地位濫用防止のための適切な
態勢の構築に努めていることから、そうした事態

は生じないと考える。

・保険業法第275条
・保険業法施行規則第212条第

１項
・保険業法施行規則第212の２

条第１項

5022A 5022009 z07013
金融
庁、

金融機
関の信
託業務
の兼営
等に関
する法
律

都銀本体、信託銀行子会社
及び信託契約代理店が不動
産関連業務を行うことは禁止

されている。

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金
者等の保護を確保する観点から、財務
及び業務の健全性を維持するため、
極めて厳格な業務範囲制限や子会社
の業務規制が課されているところ。こ
のような観点から、平成14年におい
て、都銀本体等に信託業務を解禁した
際も、信託業務に密接に関連するもの
に限って解禁することとしたところであ
り、今日においても金融機関の財務及
び業務の健全性を確保する必要性が
高いことから、参入の可否については

慎重な検討を要する。

顧客利便性の観点も踏まえ、再検討
をお願いします。

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金
者等の保護を確保する観点から、財務
及び業務の健全性を維持するため、極
めて厳格な業務範囲制限や子会社の
業務規制が課されているところ。このよ
うな観点から、平成14年において、都
銀本体等に信託業務を解禁した際も、
信託業務に密接に関連するものに
限って解禁することとしたところであり、
今日においても金融機関の財務及び
業務の健全性を確保する必要性が高
いことから、参入の可否については慎
重な検討を行う必要があると考えてい
る｡

社団法人 第
二地方銀行
協会

9 A
信託代理店における不動産

関連業務の解禁

信託銀行への取り次ぎ等を行う
信託代理店の取扱業務として、不
動産の売買・賃貸の媒介等の不
動産関連業務を認める。

  不動産の売買・賃借の媒介等の不動産関連業
務が信託代理店に解禁されれば、不動産を含め
た資産に関する総合的なコンサルティングサー
ビスの提供が可能となり、顧客利便性が向上す

る。
  なお、「各省庁からの再回答について」(平成18
年8月14日)では、「不動産の売買等など不動産
関連業務については大きなリスクを伴うことや顧
客との間で不公正な取引が生じる恐れがある」
とされているが、あくまで信託銀行への取り次ぎ
等を行う信託代理店の取扱業務であり、不動産
関連業務に係るリスクや不公正な取引が生じる

恐れは少ないと考える。

･金融機関の信託業務の兼営
等に関する法律第1条

･金融機関の信託業務の兼営
等に関する法律施行令第3
･金融機関の信託業務の兼営
等に関する法律施行規則第3

条

5022A 5022010 z07014
金融
庁、

銀行法
施行規
則第19
条の２、
金融再
生法第
６条、第
７条、金
融再生
法施行
規則第
４条、第
５条

リスク管理債権（貸出金の
み）と、金融再生法に基づく
資産査定の対象債権（総与
信）の両者を当局宛報告・開
示している。

c -

　リスク管理債権は米国ＳＥＣ基準と同
様の基準に従って分類され、時系列で
も比較的長い期間把握可能となるもの
である。
　他方、金融再生法開示債権は金融
再生法に直接基づくものであり、また、
「金融再生プログラム」における主要
行の不良債権比率の半減（１４年３月
末の８．４％からの半減）目標の基準と
なっていたものである（当該比率は１７
年３月末に２．９％と低下し、半減目標
は達成）。
　両者の差異は縮小しており、不良債
権について２種類の開示を求めること
は事務上煩雑であるとの指摘があるこ
とは承知しているが、その一方で、リス
ク管理債権については米国基準との
同等性や時系列での比較可能性と
いった観点があり、また、金融再生法
開示債権については、今後も不良債
権に関する最も重要な指標であると考
えられることから、開示を一本化するこ
とについては、現時点での措置は困
難。

要望者における負担軽減の観点から
も、不良債権の開示基準の一元化に
ついて、検討の可否を含め、再度回答
をお願いします。

c ‐

金融再生法開示債権は、リスク管理債
権のみでは開示が不十分であるという
ことで導入された経緯があるが、一方
で、リスク管理債権は、米国のSEC基
準を踏まえて規定されており国際比較
上意義があることを踏まえると、現段
階では両者を一本化することは適当で
ないと考えられる。

社団法人 第
二地方銀行
協会

10 A
不良債権開示における「リス
ク管理債権」と「金融再生法
開示債権」の一元化

銀行に開示が義務付けられてい
る「リスク管理債権」と「金融再生
法開示債権」について、一元化を

図る。

  地域金融機関は、利用者の目線に立ち、充実
した分かりやすい情報開示の積極的な推進に努
めているが、リスク管理債権と金融再生法開示
債権については、その開示の根拠や対象が異な
るものの、一般預金者にとっては両者の違いを
理解することは難しい面がある。公表不良債権
の一元化は、一般預金者の理解促進および銀

行の事務負担軽減につながる。
  なお、「各省庁からの再回答について」(平成18
年1月17日)では、「金融再生法開示債権は、リス
ク管理債権のみでは開示が不十分であるという
ことで導入された経緯があるが、一方で、リスク
管理債権は国際比較上意義がある」とされてい
るが、不良債権の処理が進み、両者の残高に大
きな差がなくなっていることや、国際的に活動し
ていない地域銀行が多くあることも勘案すべきで

ある。

・銀行法施行規則第19条の２
・金融再生法第６条、第７条
・金融再生法施行規則第４条、

第５条

5022A 5022012 z07015
金融
庁、

・「中
小・地
域金融
機関向
けの総
合的な
監督指
針」Ⅱ-
3-1-4

第三者割当増資について
は、預金及び貸出等の業務
を営む銀行が取引先等に対
して直接割当を行うことに鑑
み、こうした増資に関するコ
ンプライアンス態勢について
は、増資の都度、取締役会
の責任において、全行的に
構築し、構内に徹底を図るこ
とを求めている。

b Ⅳ

公募増資と同様に、「資本充実の原則
の遵守」や「優越的地位の濫用の防
止」等に関して、法令等遵守の観点か
ら相応のチェック機能が働く増資形態
については、増資の都度、法令等遵守
に係る内部管理態勢を構築する義務
が免除されるように監督指針を改正す
る。

具体的な検討時期／措置時期等の明
示をお願いします。

a Ⅳ

公募増資と同様に法令等遵守の観点
から相応のチェック機能が働く増資形
態について、増資の都度、法令等遵守
に係る内部管理態勢を構築する義務
が免除されるように平成19年度中に監
督指針を改正する。

社団法人 第
二地方銀行
協会

12 A

銀行持株会社が子銀行の
株式等を引受ける場合等の
第三者割当増資手続きの緩

和

銀行持株会社が子銀行の株式等
を引受ける場合や、銀行間の資
本提携等により株式等を引受け
る場合については、法令等遵守
の問題が生じる惧れがないことか
ら、公募増資と同様の取り扱いと

する。

  銀行持株会社が子銀行の株式等を引受ける
場合等は、監督指針が第三者割当増資として想
定している「預金及び貸金等の業務を営む銀行
が取引先に対し直接割当を行う」場合とは異な
り、「資本充実の原則」の遵守や「優越的な地位
の濫用」の防止等の観点から不適切な対応が

行われることはない。

・銀行法第53条第１項第４号
・中小・地域金融機関向けの総
合的な監督指針Ⅱ－３－１－４
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5022A 5022014 z07016
金融
庁、

・銀行
法第10
条第2
項

・「中
小・地
域金融
機関向
けの総
合的な
監督指
針」Ⅲ-
4-2

「中小・地域金融機関向けの
総合的な監督指針」Ⅲ-4-2
において、「その他の付随業
務」を取扱う場合の要件の明
確化を図っている。

b Ⅳ

金融機関が営める「その他付随業務」
の取扱いについては、これまでも監督
指針において明確化を図ってきたとこ
ろであるが、ノーアクションレター制度
（法令適用事前確認手続）を活用した
具体的な事例を参照できるように監督
指針を改正する。

具体的な検討時期／措置時期等の明
示をお願いします。

a Ⅳ
ノーアクションレター制度を活用した具
体的な事例を参照できるように平成19
年度中に監督指針を改正する。

社団法人 第
二地方銀行
協会

14 A

中小・地域金融機関向けの
総合的な監督指針「その他
の付随業務」への例示の追

加

中小・地域金融機関向けの総合
的な監督指針に記載されている
「その他の付随業務」の例示とし
て、ノーアクションレター等により
既に認められた業務を追加する。

  「各省庁からの再回答について」(平成18年1月
17日)では、「金融機関が営める『その他の付随
業務』の取扱いについては、・・・ノーアクションレ
ター制度を活用した個別具体的な事例を参照す
る旨を監督指針に記載すること等により、『その
他付随業務』の取扱いの一層の明確化に努め
ることを検討し、平成18年度中に結論を得る」と
されており、速やかに実施すべきである。

  例示が追加されることにより、その他の付随業
務がより明確化されるとともに、今後のノーアク
ションレターの活用促進も期待できる。

・銀行法第10条第2項
・中小・地域金融機関向けの総
合的な監督指針Ⅲ－４－２

5022A 5022015 z07017
金融
庁、

金融庁
告示第
３４号

共同設立による従属会社に
かかる収入依存度は百分の
九十を下回らないこととされ
ており、単独による従属会社
にかかる収入依存度は百分
の五十を下回らないこととさ

れている。

ｃ Ⅲ

共同で設立された従属業務子会社に
かかる収入依存度規制の緩和につい
ては、銀行の他業禁止の主旨を踏ま
えると措置することは困難である。

例えば従属業務の範囲見直し等によ
り本件要望の検討が可能であるかを
含め、再度見解等について回答をお
願いします。

ｃ Ⅲ

従属業務子会社は、分社化を通じた経
営の効率化の観点から、親銀行との
一体性を確保することを前提として、特
例で認められているものであり、共同
で設立された従属業務子会社にかか
る収入依存度規制の緩和について
は、銀行の他業禁止の趣旨を踏まえる
と措置することは困難である。

社団法人 第
二地方銀行
協会

15 A

銀行グループと他の金融機
関グループとの従属業務を
営む子会社の共同設立にお
ける収入依存度規制の緩和

銀行グループと他の金融機関グ
ループとの従属業務を営む子会
社の共同設立における収入依存
度（90％以上）を緩和する（例えば
単独の銀行グループの場合
（50％以上）と同様とする）。

  単独の銀行グループの従属業務を営む会社
の収入依存度が50％以上とされているという実
情や、銀行等の経営の一層の効率化（例えば複
数の銀行による従属業務を営む子会社の合併
等）を図る観点から、銀行グループと他の金融
機関グループとの従属業務を営む子会社の共
同設立における収入依存度規制を緩和すること

が必要である。

・銀行法第16条の２第１項第11
号

・銀行法施行規則第17条の２、
17条の３

・中小・地域金融機関向けの総
合的な監督指針Ⅲ－４－７－１
・金融庁告示第34号、36号、38
号（収入依存度規制告示（案））

5022A 5022016 z07018
金融
庁、

金融庁
告示第
34号

従属業務を営む会社は、当
該銀行及びその子会社から
の収入の額の合計額の総収
入の額に占める割合が百分
の五十を下回らないこととさ

れている。

ｃ Ⅲ

従属業務子会社は、分社化を通じた
経営の効率化の観点から、親銀行と
の一体性を確保することを前提とし
て、特例で認められているものであり、
銀行からの収入を全く受けないことに
ついては、銀行の他業禁止を踏まえた
子会社の業務範囲の趣旨を逸脱する
ものであることから、措置することは困

難である。

例えば従属業務の範囲見直し等によ
り本件要望の検討が可能であるかを
含め、再度見解等について回答をお
願いします。

ｃ Ⅲ

従属業務子会社は、分社化を通じた経
営の効率化の観点から、親銀行との
一体性を確保することを前提として、特
例で認められているものであり、銀行
からの収入を全く受けないことについ
ては、銀行の他業禁止を踏まえた子会
社の業務範囲の趣旨を逸脱するもの
であることから、従属業務の範囲の見
直しを含め措置することは困難であ
る。

社団法人 第
二地方銀行
協会

16 A
銀行の子会社が行う集配金
業務等に係る収入依存度規

制の撤廃

銀行法施行規則第17条の３第１
項第19号～21号に定める業務(現
金・小切手等の輸送業務、現金
小切手等の集配業務、有価証券
の受け渡し業務)について、収入
依存度規制を撤廃する。

  収入依存度規制は、他業禁止の趣旨を踏ま
え、子会社が営む一般事業に起因する異種のリ
スクが親銀行に波及すること等を防止する観点
から設けられているが、①親銀行の子会社に対
する適正な管理・監督態勢が構築されているこ
と、②子会社自身も適正な内部管理態勢の構築
に努めていることから、特に顧客ニーズが強い
集配金業務等については、撤廃すべきである。

・銀行法第16条の２第１項第11
号

・銀行法施行規則第17条の２、
17条の３

・中小・地域金融機関向けの総
合的な監督指針Ⅲ－４－７－１
・金融庁告示第34号、36号、38
号（収入依存度規制告示）

5022A 5022017 G04 z07019
金融
庁、

金融監
督庁・
大蔵省
告示第
9号（平
成10年
11月24
日）第1
条
主要行
等向け
の総合
的な監
督指針
Ⅴ-3-
3-1(3)
①

銀行等のグループ内の信用
保証会社は、債務保証業務
のうち、事業者に対する事業
の用に供する資金に関する
ものについては、営むことが
認められていない。

ａ Ⅲ

銀行等のグループ内の信用保証会社
に係る業務制限（事業性ローンの取扱
い禁止）については、平成18年度まで
に撤廃することとする。その際、銀行等
の経営の健全性の観点や、グループ
としてのリスク管理の適切性の観点等
を踏まえ、グループ内の銀行等の事業
性ローンに係る保証は（禁止を含め）
別途の取扱いとすることについて検討

する。

検討の状況等を含め、再度回答をお
願いします。

ａ Ⅲ

グループ内の銀行等の事業性ローン
に係る保証業務の解禁については、銀
行等の経営の健全性の観点や、グ
ループとしてのリスク管理の適切性の
観点等を踏まえ検討している状況であ
り、１８年度中に結論のうえ、必要な措
置を講じる。

社団法人 第
二地方銀行
協会

17 A
信用保証業務を営む子会社
の業務範囲の拡大

銀行等のグループ内の信用保証
会社に係る業務制限（事業性
ローンの取扱い禁止）の撤廃等に
ついて、速やかに実施する。

  事業性ローンに係る信用保証が追加されれ
ば、地域の中小零細企業に柔軟性のある保証

サービスの提供が可能となる。

・銀行法施行規則第17条の3第
2項第3号

・金融監督庁・大蔵省告示第9
号（平成10年11月24日）第１条
・中小・地域金融機関向けの総
合的な監督指針Ⅲ－４－７－１



様式２　全国規制改革及び民間開放要望書

要望
管理
番号

要望事項
管理番号

分割
補助
番号

グルー
プ化番
号

管理
コード

所管省
庁等

該当法
令

制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 再検討要請
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） 要望主体

要
望
事
項
番
号

要
望
種
別
（規
制

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5032A 5032014 G04 z07019
金融
庁、

金融監
督庁・
大蔵省
告示第
9号（平
成10年
11月24
日）第1
条
主要行
等向け
の総合
的な監
督指針
Ⅴ-3-
3-1(3)
①

銀行等のグループ内の信用
保証会社は、債務保証業務
のうち、事業者に対する事業
の用に供する資金に関する
ものについては、営むことが
認められていない。

ａ Ⅲ

銀行等のグループ内の信用保証会社
に係る業務制限（事業性ローンの取扱
い禁止）については、平成18年度まで
に撤廃することとする。その際、銀行等
の経営の健全性の観点や、グループ
としてのリスク管理の適切性の観点等
を踏まえ、グループ内の銀行等の事業
性ローンに係る保証は（禁止を含め）
別途の取扱いとすることについて検討

する。

検討の状況等を含め、再度回答をお
願いします。

ａ Ⅲ

グループ内の銀行等の事業性ローン
に係る保証業務の解禁については、銀
行等の経営の健全性の観点や、グ
ループとしてのリスク管理の適切性の
観点等を踏まえ検討している状況であ
り、１８年度中に結論のうえ、必要な措
置を講じる。

都銀懇話会 14 A
子会社等による法人向け債
権への保証業務の解禁

・銀行等の子会社が営むことので
きる業務として『債務の保証のう
ち、事業者に対する事業の用に
供する資金に関するもの』を認め

る。

・現在、金融機関は個人事業者や中小企業事業
者の資金ニーズに積極的に応えるべく、資金供
給チャネルや貸出商品の多様化に懸命に努め
ているところ。グループ内の保証会社も含めた
信用保証業務の活用が解禁されれば、柔軟か
つ迅速な商品設計、金融サービスの提供に貢献
し、個人事業者や中小企業事業者を中心に資

金調達の円滑化に繋がる。

・金融監督庁・大蔵省告示第9
号(平成10年11月24日)第1条
・主要行等向けの総合的な監
督指針Ⅴ-3-3-1(3)①

・銀行等の子会社等が営む信
用保証業務については、「事業
者に対する事業の用に供する
資金」が対象外とされている。

5071A 5071004 G04 z07019
金融
庁、

金融監
督庁・
大蔵省
告示第
9号（平
成10年
11月24
日）第1
条
主要行
等向け
の総合
的な監
督指針
Ⅴ-3-
3-1(3)
①

銀行等のグループ内の信用
保証会社は、債務保証業務
のうち、事業者に対する事業
の用に供する資金に関する
ものについては、営むことが
認められていない。

ａ Ⅲ

銀行等のグループ内の信用保証会社
に係る業務制限（事業性ローンの取扱
い禁止）については、平成18年度まで
に撤廃することとする。その際、銀行等
の経営の健全性の観点や、グループ
としてのリスク管理の適切性の観点等
を踏まえ、グループ内の銀行等の事業
性ローンに係る保証は（禁止を含め）
別途の取扱いとすることについて検討

する。

検討の状況等を含め、再度回答をお
願いします。

ａ Ⅲ

グループ内の銀行等の事業性ローン
に係る保証業務の解禁については、銀
行等の経営の健全性の観点や、グ
ループとしてのリスク管理の適切性の
観点等を踏まえ検討している状況であ
り、１８年度中に結論のうえ、必要な措
置を講じる。

社団法人リー
ス事業協会

4 A
銀行等の子会社が営む保
証業務の規制撤廃

銀行等のグループ内の信用保証
会社は、債務保証業務のうち、事
業者に対する事業の用に供する
資金に関するものについては、営
むことが認められていない。金融
庁回答では、平成18年度中に撤
廃することとなっているが、「銀行
等の経営の健全性の観点や、グ
ループとしてのリスク管理の適切
性の観点等を踏まえ、グループ内
の銀行等の事業性ローンに係る
保証は（禁止を含め）別途の取扱
いとすることについて検討する」と
なっている。グループ内の銀行等
の事業性ローンに係る保証につ
いてもリスク管理の適切性が確保
できるものについては認めること

を求める。

銀行等の子会社には、リース会社、消費者金融
会社、割賦販売会社等、銀行とは異なるノウハ
ウを持っている会社がある。それらが「保証」と
いう形態にてそれぞれのノウハウを組み合わせ
ることで、リスクシェアを行うことが出来、新たな
金融サービスの提供が可能となる。中小零細企
業及び個人事業者のニーズにも対応できること
からリスク管理態勢の整った会社についてはグ
ループ会社向けについても「保証」業務を認める

ことを強く要望する。

・金融監督庁、大蔵省告示第9
号（平成10年11月24日）第1条・
中小・地域金融機関向けの総
合的な監督指針Ⅲ-2-7-1(3)①

5022A 5022019 z07020
金融
庁、

・証券
取引法
第65条
の２第５
項で準
用する
第64条
第３項
および
第４項
・金融
機関の
証券業
務に関
する内
閣府令
第41条

外務員の登録を受けようとす
る登録金融機関は、登録申
請者の商号等を記載した登
録申請書に当該外務員にか
かる履歴書、住民票抄本又
はこれに代わる書面、欠格
事項に該当しないことを誓約
する書面を添付することとさ
れている。

c -

添付書類の省略については、
誓約書及び履歴書は外務員登録の際
に、欠格事由に該当しないことを含
め、外務員として適格であることを自ら
の責任において証明するために必要
なものである。また、住民票の抄本又
はこれに代わる書面は氏名及び生年
月日を公的な証明書により当局が直
接確認するために必要であることか
ら、これらについては省略できず、措
置困難。

要望者における負担軽減の観点か
ら、本件規制見直しの可否について、
再度検討をお願いします。

c -

添付書類の省略については、
誓約書及び履歴書は外務員登録の際
に、欠格事由に該当しないことを含め、
外務員として適格であることを自らの
責任において証明するために必要なも
のである。また、住民票の抄本又はこ
れに代わる書面は氏名及び生年月日
を公的な証明書により当局が直接確
認するために必要であることから、これ
らについては省略できず、措置困難。

社団法人 第
二地方銀行
協会

19 A
証券外務員登録時における
登録申請書の添付書類の

廃止

登録申請書への「履歴書」「住民
票の抄本又はこれに代わる書面」
および「誓約書」の添付を不要と

する。

  「履歴書」および「住民票の抄本又はこれに代
わる書面」は、登録申請者である金融機関側が
確認することにより、あえて申請書に添付するこ

とは不要と考える。
  また、「誓約書」についても、登録申請者（金融
機関）側が欠格事項に該当しないことを確認す

ることで添付不要と考えられる。

・証券取引法第65条の２第５項
で準用する第64条第３項およ

び第４項
・金融機関の証券業務に関す

る内閣府令第41条

5032A 5032001 z07021
金融
庁、

銀行法
第１４条
の２、第
５２条の
２１

銀行等は経営の健全性の確
保を求められており、また、
銀行持株会社においては、
銀行等の子会社の経営管理
を行うこととされている。しか
しながら健全性を維持するた
めに必要な、リスク管理を目
的とした顧客情報の取扱に
ついて守秘義務の例外規定

を設けていない。

ｃ Ⅰ

グループ内のリスク管理目的であって
も、顧客の利益保護の観点から、守秘
義務の例外規定を設けることについて
は慎重な検討が必要である。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、検討の可否を含め、再度回答
をお願いします。

「銀行持株会社が子会社の経営管理
を行う中、経営の健全性確保の観点
からグループ一体での信用リスク管理
とその高度化の必要性が高まってい
る状況。顧客保護の観点についても、
リスク管理目的に限定した例外扱いと
すれば対処可能と考えられることか
ら、速やかな措置をご検討いただきた
い。」

ｃ Ⅰ

グループ内のリスク管理目的に限定し
た例外扱いであっても、顧客の利益保
護の観点から慎重な検討が必要であ
る。

都銀懇話会 1 A
銀行持株会社内における子
会社等の顧客情報の取扱

明確化

・銀行持株会社および銀行の経
営の健全性を維持するために必
要な、リスク管理を目的とした顧
客情報の取扱について、守秘義
務上の問題が生じないような法整

備の実現。
(銀行持株会社とその子会社等
(銀行等)および孫会社等(銀行等
の子会社等)の相互の顧客情報

授受について整理)
(例)銀行法改正等により、銀行法
上で限定的な守秘義務の例外扱

いを謳う等

・グループ一体の信用リスク管理の必要性が高
まっているなか、現行法では、守秘義務対応の
観点から、銀行持株会社や銀行においてリスク
管理を目的とした子会社等の顧客情報の取扱
が困難な状況。なお、顧客情報については、営
業目的の使用はせず、リスク管理の目的で、銀
行法上で限定的な守秘義務の例外扱いを謳うこ

とを希望する。

・銀行法第52条の21により、銀
行持株会社が子会社である銀
行の経営管理を行うこととして

いる。
・また、銀行法第14条の2によ
り、銀行とその子会社等につい
て経営の健全な運営に資する
ための基準を定めることとして
おり、銀行は経営の健全性の
確保を求められている。

・なお、金融検査マニュアルで
は、銀行が法令等に抵触しな
い範囲で、子会社等を含むグ
ループ一体の信用リスク管理
を行うことを求められている。
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5032A 5032002 z07022
内閣
府、金
融庁、

個人情
報保護
法第23
条、金
融分野
におけ
る個人
情報保
護に関
するガ
イドライ
ン第13
条

同一グループ等における個
人データの共同利用にあた
り、本人が自己の個人データ
をどのように使われるかあら
かじめ本人に通知、又は容
易に知りうる状態にした上
で、第三者提供の本人同意
を不要とするもの。

ｃ Ⅰ、Ⅲ

同一グループ等における個人データの
共同利用では、本人が自己の個人
データをどのように使われるかあらか
じめ本人に通知、又は容易に知りうる
状態にした上で、第三者提供の本人
同意を不要としたもので、これ以上の

緩和は困難。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

「金融グループ内の企業については、
業務範囲規制等を通じて情報が共有
される範囲が顧客にとって違和感の無
い金融関連分野等に留まる中で、本
件緩和によって金融グループの総合
力を活用した顧客利便性の向上が期
待されることからも、金融グループ内
の企業については、グループ外の企
業に比してより柔軟な対応が認められ
るべきと考える。」

c Ⅰ、Ⅲ

前回回答したとおり、個人情報保護に
関する法律における共同利用の規定
を直ちに緩和することは困難であると
考えられる。また、そもそも本規定は、
グループ企業を通じて総合的なサービ
スが提供されている実態を踏まえた例
外規定であり、ご指摘のような個人情
報の取扱いについては、本規定の適
用が可能な状況であると考えている。

都銀懇話会 2 A

金融グループ内における個
人顧客の情報共有に関する
規制(個人情報保護法等)の

見直し

・同一金融グループ内での個人
顧客の情報共有について、共同
利用に関する要件を緩和。

・わが国金融機関が多様化する顧客ニーズに的
確に対応し顧客利便性の高いサービスを提供し
ていくためには、グループ内の協働を一層進め
ていくことが重要。個人顧客の情報共有に関す
る現行制度は、こうした取組みを円滑に進める

上での阻害要因となる。
・そもそも個人情報保護法の目的は「個人情報
の有用性に配慮しつつ個人の権利利益を保護
すること」とされており、個人情報の保護と利用
のバランスについて十分な配慮が重要。

・同一の銀行グループ内での個人顧客の情報共
有については、主として顧客に対する利便性の
高いサービスの提供等を目的とするものであり、
顧客のベネフィットに資すると考えられるほか、
金融グループの業務範囲規制等を通じて、情報
の利用範囲が顧客の予見可能な範囲内である
金融関連分野等に限定されることから、これをグ
ループ外との共有と同じく規制することは望まし
くない。同一金融グループ内における個人顧客
の情報共有については、共同利用における共同
利用者の範囲の顧客宛通知等を不要とするな

ど、現行規制の見直しを行うべき。
・この点、米国では、金融機関による個人顧客の
情報共有について、共有する第三者がグループ
の内か外かで取扱いを区別し、グループ外では

・個人情報保護法第23条
・金融分野における個人情報
保護に関するガイドライン第13

条

・現在、同一金融グループ内に
おける個人顧客の情報共有
は、①顧客からの個別の同意
取得、②オプトアウトの付与、
③利用目的や共同利用者の範
囲等を予め顧客に通知して行
う共同利用に限定されている。

5032A 5032003 z07023
金融
庁、

・証券
取引法
第65条
第1項
(解釈)
・証券
会社向
け総合
的な監
督指針
Ⅴ-2-
3(1)、Ⅲ
-2-2-
3(4)等

証券取引法第６５条は金融
機関の証券業務を原則禁止
としているが、これは証券業
務を兼業することにより生じ
る利益相反等の弊害を防止
するためである。
この点に関してはこれまでに
も証券会社との共同店舗、
共同訪問を認め、また、16年
12月にも証券仲介業務を解
禁するなど利益相反が生じ
ない範囲において規制緩和
を行っているところ。
なお、銀行が法６５条の規定
に反しない業務として発行体
に対して行うことができるも
のは、監督指針Ⅴ－２－３
（１）において明確化されてい
る。
また、３－２－２－３（４）にお
いて、協同訪問の際の禁止
行為が例示されている。

c -

証券取引法第６５条の趣旨は、金融機関が証
券業務を兼業することから生じる利益相反の
防止や優越的地位による過度の影響力の排
除、また、金融機関を証券業務、特に引受業
務によるリスクから遮断することによって預金
者等の保護を図る等の観点から規定されて
いる。
　　要望事項では、銀行が発行体向けに証券
業務に係る行為の一部を代行することを①市
場誘導ビジネスの対象拡大、又は②証券仲
介業（登録証券業務）の対象拡大によって許
容することを求めているが、①については、
実質的に金融機関が直接証券業務を行うこ
とになりかねず、また、②についても、金融機
関の証券業務への参入範囲は、弊害が小さ
いと考えられる業務から順次拡大してきてい
るものの、引受の条件を実質的に金融機関
が判断することになりかねず、証券取引法第
65条の基本的な考え方である利益相反の防
止や優越的地位による過度の影響力の排除
ができなくなる恐れがある。
　したがって本要望の受入れは、証券取引法
第６５条の趣旨から適当ではないと考える。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

「銀行等が、証券会社の商品・サービ
スを含むファイナンス・メニューや複合
的ディールの説明を行うこと等は顧客
利便性の向上に繋がること、更には本
邦金融機関の国際競争力の向上にも
資すると考えられることから、発行体
向けクロスマーケティングを証券業務
として捉えて登録金融機関業務として
銀行に許容すること等も含めて再検討
願いたい。」

c -

証券取引法第６５条の趣旨は、金融機関が証
券業務を兼業することから生じる利益相反の
防止や優越的地位による過度の影響力の排
除、また、金融機関を証券業務、特に引受業
務によるリスクから遮断することによって預金
者等の保護を図る等の観点から規定されて
いる。
　　要望事項では、銀行が発行体向けに証券
業務に係る行為の一部を代行することを①市
場誘導ビジネスの対象拡大、又は②証券仲
介業（登録証券業務）の対象拡大によって許
容することを求めているが、①については、実
質的に金融機関が直接証券業務を行うことに
なりかねず、また、②についても、金融機関の
証券業務への参入範囲は、弊害が小さいと
考えられる業務から順次拡大してきているも
のの、引受の条件を実質的に金融機関が判
断することになりかねず、証券取引法第65条
の基本的な考え方である利益相反の防止や
優越的地位による過度の影響力の排除がで
きなくなる恐れがある。
　したがって本要望の受入れは、証券取引法
第６５条の趣旨から適当ではないと考える。

都銀懇話会 3 A
発行体向けクロス・マーケ

ティングの解禁

・銀行が、証券会社の発行体向け
証券業務に係る行為の一部を代
行することを、①市場誘導ビジネ
スの対象拡大、又は②証券仲介
業（登録証券業務）の対象拡大
(例えば、引受の媒介)によって許

容。

・企業金融分野における顧客ニーズの高度化・
複合化に伴い、金融機関は、単なる資金調達手
段の提供ではなく、経営課題に対する総合的か
つ高度なソリューションをスピーディーに提供す
ることを期待されているにもかかわらず、発行体
向けクロス・マーケティングが禁止されている結
果、単一担当者による的確・迅速な提案やマー
ケティング等(※)ができず、顧客利便性が損わ

れる状況となっている。
(※)例

－証券会社の商品・サービスを含むファイナン
ス・メニューや複合的ディールの説明

－上記商品・サービス等の内容や具体的条件に
対する自己の評価の表明を行うこと

－上記商品・サービス等の具体的条件の提示
・また、ユニバーサルバンク制を採用している欧
州はもとより、米国でもかかるクロス・マーケティ
ングは禁止されていないことに鑑みれば、グロー
バルスタンダードの観点からも、内外制度環境
の差が国際競争力の強化に影響を与えていると

も考えられる。

・証券取引法第65条第1項(解
釈)

・証券会社向け総合的な監督
指針Ⅴ-2-3(1)、Ⅲ-2-2-3(4)等

・銀行法第12条

・旧事務ガイドラインや現監督
指針の趣旨等から、銀行は、
証券会社の発行体向け証券業
務に係る行為の一部を代行す
ることはできないと考えられて
いる。(発行体向けクロス・マー

ケティングの禁止)

5032A 5032004 z07024
金融
庁、

① 証券
会社の行
為規制等
に関する
内閣府令
第12条第
1項第2号
②ⅰ） 証
券取引法
第32条第
1項、同
条第2項
ⅱ）証券
会社向け
の総合的
な監督指
針Ⅲ-2-
2-3-(3)-
⑨-ニ
③ 同内
閣府令第
12条第1
項第7号

①証券会社の親法人等・子
法人等が発行する有価証券
について、その証券会社が
主幹事会社として引受けを
行うことが制限されている。
②ⅰ）証券会社の役員によ
る親銀行等の役職員の兼職
又は証券会社の役職員によ
る子銀行等の役員の兼職は
不可。
ⅱ）証券会社の役員による
親銀行等の役職員の兼職又
は証券会社の役職員による
子銀行の役員の兼職は不
可。なお、証券会社向けの総
合的な監督指針Ⅲ-２-２-３-
(3)-⑨-二では、証券会社及
び銀行の職員が兼職をする
場合には、証券取引法第６５
条に抵触しないよう留意を求
めている。
③証券会社とその親法人
等・子法人等の間における
非公開情報の授受は制限さ
れている。

①ｂ
②ⅰ）ｃ
　 ⅱ）e
③ｃ

①Ⅲ
②ⅰ）
Ⅰ
　 ⅱ）-
③Ⅲ

①　１８年度中に検討を行う。
②ⅰ）証取法第３２条は、同法第６５条で金融
機関による証券業務が原則として禁止されて
いることを踏まえて設けられた規定であり、措

置困難。
　ⅱ）証券会社向けの総合的な監督指針Ⅲ-
２-２-３-(3)-⑨-二では、証券会社及び銀行
の職員が兼職をする場合には、証券取引法
第６５条に抵触しないよう留意を求めている
が、法令による兼職禁止規定以外の兼職を
禁じるものではない。また、平成１７年度規制
緩和要望における金融庁の回答においても、
「証券取引法第３２条では、証券会社の職員
が親銀行等の役職員を兼任することや証券
会社の役職員が子銀行等の職員を兼任する
ことを禁止していない。」と明確に述べている

ところである。
したがって本要望については、特段の措置を

講ずる必要がないものと考える。
③　親法人等との利益相反の防止及び顧客
の非公開情報の重要性を踏まえて設けられ

た規定であり、措置困難。
なお、規制改革・民間解放推進３ヵ年計画の
指摘等も踏まえて検討を行った結果、本規定
は存置することが適当との結論に至ってい

る。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再度回答をお願いします。

「①スケジュールに沿ってご検討頂き
たい。
②ⅰ現状役職員兼務の禁止が、グ
ループ横断的なサービスを提供する
ための体制整備や、人的資源の戦略
的配分等を通じた効率的なグループ
経営を推進する障害となっており、そ
の結果、金融機関としての競争力向
上の阻害要因となっている。また、証
券会社の役職員による親銀行等又は
子銀行等の役職員の兼務自体が、銀
行が原則禁止されている証券業務を
行うことにはあたらないと考えるので、
再検討願いたい。
③親法人等との利益相反の防止及び
顧客の非公開情報の重要性について
は、別途、銀行法・証取法・独禁法等
において､既に規制が設けられている
ことから、再検討願いたい。」

①ｂ
②ⅰ）ｃ
　 ⅱ）e
③ｃ

①Ⅲ
②ⅰ）
Ⅰ

　 ⅱ）-
③Ⅲ

①１８年度中に検討を行う。
②ⅰ証取法32条は、同法65条で金融
機関による証券業務が原則として禁止
されていることを踏まえて、親子関係に
基づく支配力の行使による弊害を防止
する観点から設けられた規定であり、
措置困難。
　ⅱ（証券課）
③証券会社が幅広く業務を行っている
現状においては、親法人等との間で非
公開情報を授受する場合には、様々な
利益相反が生じる可能性があることか
ら、予防的に非公開情報の授受自体
を禁止する意義は大きいと考えられる
ことから、措置困難。

都銀懇話会 4 A
証券子会社との弊害防止措

置の更なる緩和

①証券会社の行為規制等に関す
る内閣府令第12条第1項第2号に
おける適用除外となる有価証券
に、「上場・登録株券」を加える。
②ⅰ)証券会社の役員が親銀行
等の役職員を兼ねること及び証
券会社の役職員が子銀行等の役
員を兼ねることを、証取法32条の

改正により解禁。
ⅱ)証券会社向けの総合的な監督
指針Ⅲ-2-2-3-(3)-⑨-ニの削除
等により、証券会社の職員が親
銀行等の役職員を兼ねること及
び証券会社の役職員が子銀行等
の職員を兼ねることが可能である

旨を明確化。
③非公開情報の授受に係る内閣

府令の廃止。

①株券には格付が付与されていないものの、上場・登録
株券については上場審査等を経て、マーケットによる評
価である株価が日々形成され、また、上場・登録株券の
発行者には事業年度ごとの有価証券報告書の作成が義
務付けられており、指定格付機関による格付が付与され
ている有価証券と同様に引受審査等における客観性も
担保されていると考えられることから、本規制の適用除

外とすべき。
②総合的かつ高度な金融サービスをタイムリーに行うた
めには、グループ横断的な、ノウハウの共有体制や金融
商品開発環境、円滑なコミュニケーション・意思決定体制
の構築が重要である。しかしながら、現状役職員兼務の
禁止が、グループ横断的なサービスを提供するための体
制整備や、人的資源の戦略的配分等を通じた効率的な
グループ経営を推進する障害となっており、その結果、
金融機関としての競争力向上の阻害要因となっている。
証券会社の役職員による親銀行等又は子銀行等の役職
員の兼務自体が、銀行が原則禁止されている証券業務
を行うことにはあたらないと考える。また海外(米国)と比

較して過剰規制となっている。
③本規制の趣旨は、詐害行為の防止(顧客の利益保
護)、インサイダー取引の防止、顧客のプライバシー保護
等にあるが、これらは、インサイダー取引規制や金融機
関に存在する「守秘義務」、チャイニーズウォールの設定

で対応可能であり、本規制は廃止すべき。

①証券会社の行為規制等に関する
内閣府令第12条第1項第2号

(証券会社が子法人等の引受幹事会
社になることができるのは、指定格
付機関による格付が付与されている
有価証券の場合に限られている。)
②証券取引法第32条第1項、同条第
2項、証券取引法第65条第1項、銀行
法第12条、証券会社向けの総合的
な監督指針Ⅲ-2-2-3-(3)-⑨-ニ
(ⅰ)証券会社の役員(取締役、執行
役、監査役等)は、親銀行等の役職
員を兼務すること等ができない。ⅱ)
平成17年度規制緩和要望に関して
「証券会社の職員が親銀行等の役
職員を兼任することや、証券会社の
役職員が子銀行等の職員を兼任す
ることを禁止していない」と回答が
あった一方で、証券会社向けの監督
指針Ⅲ-2-2-3-(3)-⑨-ニは、「証券
会社及び銀行の職員が兼職する場
合、一定の場合を除き、証取法第65
条（若しくは銀行法第12条）に抵触す
るおそれがあることに留意する必要

がある」としている。)
③同内閣府令第12条第1項第7号
(非公開情報の授受に係る顧客の同
意確認は「書面による同意」が必

要 )

5032A 5032005 z07025
金融
庁、

銀行法
第１０条

現行制度上、普通銀行によ
る投資助言・投資一任業務
を行うことは出来ない。

ｃ Ⅰ

投資一任業務は証券取引行為を伴う
ものであり、いわゆる銀証分離の観点
から、これを普通銀行に認めることは

適切でない。
　　なお、投資助言業務の解禁につい
ては、他業禁止の趣旨を踏まえ検討す

る必要がある。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。なお、
投資一任業務の解禁と投資助言業務
の解禁とで取り扱いが異なる場合は、
それぞれにつき回答をお願いします。

「本要望は、利用者利便の向上、金融
サービスの質の向上に資するもので
あり、再検討をお願いしたい。」

①ｃ
②ｂ

Ⅰ

①投資一任契約に係る業務は、いわ
ゆる銀証分離の観点から、これを普通
銀行に認めることは措置困難。
②投資助言に係る業務については、銀
行の他業禁止の趣旨を十分に踏まえ
つつ検討する必要がある。

都銀懇話会 5 A
普通銀行に対する投資助言
業務・投資一任業務の解禁

・普通銀行についても、信託兼営
金融機関同様、投資助言・投資

一任業務を解禁。

・様々な金融市場に関する情報、投資ノウハウ
を有する普通銀行に、投資助言業務や投資一
任取引を解禁することにより、ＣＯＬ(Currency
Overlay、カレンシーオーバーレイ、為替変動リス
クを総合的にヘッジする為の投資助言・投資一
任業務)をはじめとする法人顧客の投資・運用に
関する多様なニーズに対応することが可能にな

る。
・また、業態を超えた競争が促進されることに
よって、金融サービスの質の向上につながる。

・銀行法第10条、第12条
・有価証券に係る投資顧問業
の規制等に関する法律第23条

・普通銀行には投資助言業務・
投資一任業務が認められてい

ない。



様式２　全国規制改革及び民間開放要望書

要望
管理
番号

要望事項
管理番号

分割
補助
番号

グルー
プ化番
号

管理
コード

所管省
庁等

該当法
令

制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 再検討要請
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） 要望主体

要
望
事
項
番
号

要
望
種
別
（規
制

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5032A 5032006 z07026
金融
庁、

銀行法
第１０条
第２項
第８号、
銀行法
施行規
則第１３
条

現行制度上、銀行がラップ口
座の代理を行うことは出来な

い。
c Ⅰ

銀行等による証券会社の「ラップ口座」
の契約締結の勧誘が認められた経緯
や実態等を十分に踏まえながら、銀行
等による証券会社の「ラップ口座」の契
約締結の代理を認めることについて検

討すべきである。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

「証券会社に認められている『ラップ口
座』の契約締結について、顧客利便性
の向上により、幅広い顧客層による証
券市場へのアクセス機会増加も期待
されることから、銀行による『ラップ口
座』の契約締結の代理又は媒介の速
やかな解禁を再検討願いたい。」

ｂ Ⅰ

銀行等による証券会社の「ラップ口座」
の契約締結の代理を認めることについ
ては、規制改革・民間開放推進会議に
おける第三次答申を踏まえ、銀行等に
よる証券会社の「ラップ口座」の契約
締結の勧誘が認められた経緯や実態
等を十分に踏まえつつ検討していく。

都銀懇話会 6 A
銀行による「ラップ口座」契
約締結の代理又は媒介の

解禁

・銀行法第10条2項8号の「銀行そ
の他金融業を行う者の代理また
は媒介」の範囲に、「投資顧問契
約又は投資一任契約を業として
行う者の同契約に関する締結の
代理又は媒介」を追加すること等
によって、銀行が「ラップ口座」の
契約締結の代理又は媒介を行う

ことを解禁。

・金融商品取引法では、銀行等の登録金融機関
が可能な金融商品仲介業務は、有価証券関連
業務のみに限定されており、他業態における金
融商品仲介業者に認められる投資一任契約締
結の代理又は媒介は許容されていない。

・従って、顧客の「ラップ口座」を通じた証券投資
ニーズに対しては、

①銀行は「ラップ口座」の概要説明を行い、顧客
ニーズに応じて、証券会社に取り次ぎ

②顧客は証券会社との間で投資一任契約を締
結

③証券会社は顧客の運用方針に沿って、運用を
実施という流れにて、一部の銀行が証券仲介業

務により対応している状況。
・「ラップ口座」については、富裕層等を中心とし
た資金運用ニーズに応え得る商品として、証券
会社においても順次残高を積上げている状況。
銀行での「ラップ口座」の契約締結の代理又は
媒介を解禁することによって、ワンストップショッ
ピングでの顧客利便性向上や、より幅広い顧客
層の証券市場へのアクセス機会の増大等が見
込まれ、「貯蓄から投資へ」という流れを加速す

る効果も期待出来る。

・金融商品取引法第2条8項13
号、同第33条2項3号(ハ)
・銀行法第10条2項8号、第11

条

・金融商品取引法第2条8項13
号において、金融商品仲介業
の業務範囲に「投資顧問契約
又は投資一任契約の締結の代
理又は媒介」が規定されてお
り、金融商品仲介業者は同業

務の取扱が可能。
・一方で、登録金融機関である
銀行については、金融商品取
引法第33条2項3号(ハ)におい
て金融商品仲介業務の範囲が
規定されているが、「投資顧問
契約又は投資一任契約の締結
の代理又は媒介」は含まれて
いない(銀行法第11条において

も同様に対象外)。

5032A 5032007 z07027
金融
庁、

①金融機
関の証券
業務に関
する内閣
府令第27
条第4
項、第27
条の2第4
項

②金融機
関の証券
業務に関
する内閣
府令第27
条第15項
③金融機
関の証券
業務に関
する内閣
府令第27
条の4第3
項

①証券仲介部署と融資部署
間の非公開融資等情報の授

受は禁止。
②委託証券会社と登録金融
機関の情報遮断措置が必

要。
③登録金融機関とその親法
人・子法人等との情報遮断

措置が必要。

①～③
ｃ

①～③
Ⅲ

①②金融機関府令第27条第4号・第27
条の2第4号、第27条第15号は、銀行
等による証券仲介業務が解禁されたこ
とを受け、取引の公正性の阻害や不
均等な競争条件が生じることを防止す
る観点から導入された規定であり、措

置困難。
③親法人・子法人等との利益相反の
防止及び顧客の非公開情報の重要性
を踏まえて設けられた規定であり、措

置困難。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

「本規制については、平成16年12月の
府令改正で導入された際に、5年後(平
成21年)に見直すこととなっており、そ
の後の環境変化等も踏まえた見直し
の検討を速やかに開始願いたい。」

①～③
ｃ

①～③
Ⅲ

①②金融機関府令第27条第4号・第27
条の2第4号、第27条第15号は、銀行
等による証券仲介業務が解禁されたこ
とを受け、取引の公正性の阻害や不
均等な競争条件が生じることを防止す
る観点から導入された規定であり、措
置困難。
③親法人・子法人等との利益相反の
防止及び顧客の非公開情報の重要性
を踏まえて設けられた規定であり、措
置困難。

都銀懇話会 7 A
証券仲介業務における弊害

防止措置の緩和

・①～③に関する弊害防止措置
の廃止

①証券仲介部署と融資部署間の
非公開融資等情報の授受禁止
②委託証券会社と登録金融機関

の情報遮断
③登録金融機関とその親法人・
子法人等との情報遮断

・証券会社において、引受部署と販売部署、証
券会社が貸金業・銀行代理店業等を行う場合の
当該部署とその他の部署間等に、斯種弊害防
止措置がないことからもわかるとおり、金融機関
の証券業務に関する内閣府令21条において禁
止行為を規制済であり、投資家保護の観点から

は支障ない。
・社内に不必要なウォールを構築することによる
コストの削減、同弊害防止措置があるために各
行が予防的に行なっている業務の制限を廃止す
ることによる証券会社と同様の商品供給ライン
の構築等を通じ、投資家に対するサービスの質
の向上、ひいては証券市場の発展に資すること

が可能。

・金融機関の証券業務に関す
る内閣府令27条4項、27条の二

4項
・金融機関の証券業務に関す
る内閣府令27条15項

・金融機関の証券業務に関す
る内閣府令27条の四3項

5032A 5032008 z07028
金融
庁、

保険業法
第275条第
1項

同法施行
令第39条
同法施行
規則第212
条、第212
条の2、第
212条の4、
第212条の

5
銀行法第
16条の2第
1項第3号・
第11号・第
2項第2号、
第52条の
23第1項第
2号・第10
号

同法施行
規則第17
条の2第1
項第2号、
第17条の3
第2項第3
の4号

銀行等による保険商品の販売に
ついては、平成13年4月より、住宅
ローン関連の信用生命保険、長
期火災保険及び債務返済支援保
険並びに海外旅行傷害保険を対
象商品として開始した。

また、平成14年10月より、個人年
金保険、財形保険、年金払積立
傷害保険、財形傷害保険を対象
商品に追加するとともに、住宅
ローン関連の信用生命保険に係
る子会社・兄弟会社限定を撤廃し

た。
平成17年12月には、一時払終身
保険、保険期間10年以下の平準
払養老保険（法人契約を除く。）及
び一時払養老保険並びに自動車
保険以外の個人向け損害保険
（事業関連の保険を除く。）のうち
団体契約等でないもの又は積立
保険及び積立傷害保険の販売が

認められた。
なお、これらに伴い所要の弊害防
止措置が設けられている。

ｃ －

銀行等による保険募集の状況等をモ
ニタリングし、保険契約者等の保護の
観点から問題がなければ、平成19年
12月より銀行等は原則として全ての保
険商品を取り扱うことが認められること
となる。また、モニタリングの結果必要
な場合には、弊害防止措置の見直しも

検討することとなる。

一定の前提のもと、平成19年12月より
銀行等は原則として全ての保険商品
を取り扱うことが認められることとなる
こと、また要望者から以下の再意見が
寄せられていることも踏まえ、再度回
答をお願いします。

「ご指摘の通り、保険商品の取扱範囲
については平成19年12月の全面解禁
が予定されているところであるが、特
に弊害防止措置について、『顧客の利
便性向上』並びに『銀行実務』の観点
から過剰規制とならぬよう、必要なも
のに限定する方向で速やかに検討を
開始願いたい。」

ｃ －

銀行等による保険募集の状況等をモ
ニタリングし、保険契約者等の保護の
観点から問題がなければ、平成19年
12月より銀行等は原則として全ての保
険商品を取り扱うことが認められること
となる。また、モニタリングの結果必要
な場合には、弊害防止措置の見直しも
検討することとなる。

都銀懇話会 8 A

銀行並びに銀行子会社等及
び銀行持株会社の子会社
等による保険商品の販売規

制の更なる緩和

・銀行、銀行子会社、銀行持株会
社の子会社等による保険商品の
販売を早期に全面解禁。

・銀行窓販の保険商品拡大に伴
う弊害防止措置については、顧客
の利便性向上並びに銀行実務の
観点から過度の規制とならないよ
う販売状況等に応じて見直しを実

施。

・銀行による保険窓販は、保険商品の販売チャ
ネルの多様化・効率化に資するとともに、利用者
のワンストップ・ショッピングに対するニーズに応
えるものであり、窓販可能な保険商品を幅広く解
禁することで、顧客の利便性の飛躍的な向上が

期待できる。
・銀行・銀行子会社等や銀行持株会社の子会社
等が保険代理店業務を営んでも、銀行経営の健
全性が損なわれることはなく、むしろ銀行グルー
プとしての効率的な経営資源の活用にも資する
ものであり、幅広い経営の自由度を確保する観

点からも認めるべきである。
・弊害防止措置については、それが過度の規制
となれば、銀行の管理面での負担が大きく、顧
客の利便性を損なうとともに、販売にあたって顧
客理解を得られないなど実務的にワークしない
虞がある。銀行による保険販売の状況をモニタ
リングしつつ、必要に応じて見直しを行うべきで

ある。

・保険業法第275条、保険業法施行
令第39条、保険業法施行規則第212
条、第212条の2、第212条の3

・銀行法第16条の2第1項第9号、同
条第2項第4号、第52条の23第1項第

8号
・銀行法施行規則第17条の2第1項
第2号、第17条の3第2項第3の4号

・銀行並びに銀行子会社等及び銀行
持株会社の子会社等が生命保険募
集人、損害保険代理店、保険仲立人
として取り扱うことができる保険商品
の範囲は、平成17年12月に拡大さ
れ、2年間のモニタリングを経て平成
19年12月に全面解禁が予定されて

いる。
・平成17年12月の取り扱うことができ
る保険商品の範囲拡大にあたり、保
険募集制限先に対する契約締結を
手数料を得て行うことの禁止、保険
募集制限先確認業務の説明義務、
事業資金融資担当者による保険募
集の禁止、融資申込中の顧客に対
する保険募集の禁止等、弊害防止
措置の強化等が講じられた。

5032A 5032009 z07029
金融
庁、

保険業
法第
300条
第1項
第9号
同法施
行規則
第234
条第1
項第2
号

平成10
年大蔵
省告示
第238
号
保険会
社向け
の総合
的な監
督指針
Ⅱ－3
－3－
2(7)①

企業が、生命保険会社と募
集代理店契約を締結して生
命保険商品の募集を行う場
合、従業員への圧力募集等
を防止する観点から、当該
企業及びその企業と密接な
関係を有する者（法人）の役
員・従業員に対する保険募
集が一部の保険商品を除き

禁止されている。

ｂ Ⅲ

生命保険契約の長期性、再加入困難
性等に鑑み設けられている規制であ
り、その趣旨を踏まえつつ、規制改革・
民間開放推進３ヵ年計画（再改定）に
示されたスケジュールに従い本年度に

検討を行う。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、規制改革・民間開放推進３か
年計画（再改定）において「平成18年
度検討」となっていることも踏まえ、検
討状況・検討のスケジュール（結論時
期）を含め、再度回答をお願いします。

「規制改革・民間開放推進三か年計画
（再改定）において『平成18年度検討』
となっていることも踏まえ、スケジュー
ルに沿ってご検討いただくと共に、検
討スケジュール（結論時期）についても
明示願いたい。」

ｂ Ⅲ

本規制については、生命保険契約の
長期性、再加入困難性に鑑み設けら
れている趣旨を踏まえ、幅広い観点か
ら検討を行う必要があることから、結論
時期を示すことは困難である。

都銀懇話会 9 A
生命保険の募集に関わる構
成員契約規制の撤廃

・構成員契約規制を撤廃。

・構成員契約規制は、優越的地位の濫用や圧力
募集の防止を目的として設けられた規定である
が、その実態に係らず、事前かつ一律に募集を

禁止する過剰規制。
・形式基準のため、顧客申出による場合も保険
の販売が出来ず、顧客利便性の観点で問題。
・顧客勤務先の特定が困難なケースも多いなど
(同名企業の存在等)、実務上の負担大。

・損害保険や第三分野商品では規制がなく、生
命保険だけに適用される規制であり、妥当性に

欠く。
・銀行による保険商品の募集にあたっては、圧
力募集防止のための弊害防止措置が検討され
ており、構成員契約規制は二重規制。

・保険業法 第300条第1項第9
号、同施行規則第234条第1項

第2号
・平成10年大蔵省告示第238号

(平成10年6月8日)
・保険会社向けの総合的な監

督指針Ⅱ-3-3-2(7)

・企業が生命保険会社と募集
代理店契約を締結して生命保
険商品の募集を行う場合、従
業員への圧力等を防止する観
点から、当該企業及びその企
業と密接な関係を有する者(企
業)の役員・従業員に対する保

険募集を禁止。



様式２　全国規制改革及び民間開放要望書
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要望事項
管理番号
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補助
番号

グルー
プ化番
号

管理
コード

所管省
庁等

該当法
令

制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 再検討要請
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） 要望主体

要
望
事
項
番
号

要
望
種
別
（規
制

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）
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金融
庁、

保険業
法第
275条
第1項
同法施
行規則
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項第1
号、第
212条
の2第2
項第１
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212条
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銀行等が保険募集以外の業
務上取り扱う顧客に関する
非公開金融情報を保険募集
業務に利用し、または保険
募集の業務上取り扱う顧客
に関する非公開保険情報を
保険募集以外の業務に利用
するには、事前に顧客の書
面その他の適切な方法によ
る同意が求められている。

ｃ －

本件規制は、銀行等がその与信業務
や決済業務を通じ、預金者や債務者
に関する情報を継続的かつ総合的に
保有する立場にあり、安易な流用によ
る契約者保護上の問題を生じやすい
状況に鑑み、講じられているものであ
る。利用目的の事前の通知・公表の如
何にかかわらず、書面その他の適切
な方法による事前の同意を得なけれ
ば保険募集業務以外の業務と保険募
集業務との間でそれぞれの業務に係
る非公開情報を流用してはならないと
するなど、とくに銀行等による保険商
品の販売との関係において設けられて
いるものであり、ご要望に対応すること

は困難である。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、二重規制となっている等の指
摘も踏まえ、再検討をお願いします。

「個人情報保護法においては、銀行は
顧客の個人情報の利用目的を特定
し、その目的の範囲内で情報を利用す
ることにつき顧客の事前承諾を取るこ
とになる。従って、個人情報保護法と
保険募集における非公開情報保護措
置は二重規制となっていると考えられ
ることから、個人情報保護法に一体化
する方向で見直しすることをご検討願
いたい。」

ｃ －

本件規制は、利用目的の事前の通知・
公表の如何にかかわらず、書面その
他の適切な方法による事前の同意を
得なければ保険募集業務以外の業務
と保険募集業務との間でそれぞれの
業務に係る非公開情報を流用しては
ならないとするなど、特に銀行等による
保険商品の販売との関係において設
けられているものであり、ご要望に対
応することは困難である。

都銀懇話会 10 A
保険募集における非公開情
報保護措置の撤廃

・非公開情報保護措置について
は、個人情報保護法に一体化す
る方向で見直しを行い、保険業法
施行規則の規定は撤廃。

・銀行が保険を販売する際にのみ適用される規
制であり妥当性がない(銀行以外の代理店、例
えば証券会社等は対象外。銀行が保険以外の

商品を販売する場合は対象外)。
・すでに個人情報保護法に基づく利用同意を取
得しているのにも関わらず、保険募集、商品説
明等を行う前に事前同意を取得することは他に
例がないこともあり、顧客の理解を得るのが難し

い。

・保険業法第275条第1項第1
号、保険業法施行規則第212

条第2項第1号

・銀行業務に際し知り得た顧客
の非公開情報を、顧客の事前
の同意なしに、保険募集に利
用することは禁止されている。
・また、保険募集に際し知り得
た顧客の非公開情報を、顧客
の事前同意なしに、銀行業務
に利用することも禁止されてい

る。

5032A 5032011 z07031
金融
庁、

銀行法
第１６条
の２第５
２条の２
３、第５
２条の２
４

現行制度上の銀行持株会社
及び銀行は子会社の業務範
囲について限定列挙されて

いる。

ｃ Ⅰ

銀行は決済機能を有しており、経営の
健全性の確保の観点から子会社から
の他業リスクについては、保険持株会
社に比べ厳格に行わなければならな
い。また、決済機能を有しているという
点で同じであることから、個々の銀行
持株会社の子会社業務範囲に対し、
違いを設けることはできない。このた
め、子会社の業務範囲を個別承認と
することは措置困難である。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

「決済機能の観点について、銀行持株
会社の子会社の場合、銀行持株会社
傘下の銀行と兄弟会社の間では財務
上のリスク等は波及しにくい構造に
なっていることから、事前承認を要件と
して柔軟な対応が認められるべきと考
える。また、銀行の子会社の場合も、
事前の承認に加えて、収入制限や財
務制限を設けることによりリスクの波
及を制御可能と考えられる。」

ｃ Ⅰ

銀行持株会社の子会社の場合、リスク
が波及しにくい構造になっているが、
経営の健全性の必要性が高いことか
ら法令上業務範囲を厳格に規定してい
る。
なお、これまでも社会金融情勢を踏ま
え適宜子会社業務範囲の見直しを
行ってきているところであり、必要があ
れば内閣府令の改正を行っていくこと
が適切と考えられる。
また、銀行の子会社については、収入
制限や財務制限を設けたとしても他業
リスクを遮断することはできるわけでは
なく持株会社と同様の取扱いが必要で
ある。

都銀懇話会 11 A
銀行・銀行持株会社の子会
社等の範囲の見直し

・銀行持株会社について、銀行法
上に限定列挙されている業務以
外を営む会社であっても、個別の
認可を通じて子会社とすることが
可能となるよう、子会社の範囲の

規定を見直し。
・また、銀行の子会社の範囲の規
定についても、同様に見直し。
・銀行持株会社が法第52条の35
第1項の認可を受けて他の会社と
合併する場合において、銀行持
株会社の子会社等として認めら
れる業務以外の業務を行う会社
を子会社とすることを認めるよう

規定を見直し。

・金融グループの事業内容の見直し、業態を超えた提携・再
編を進める上で支障となる規制の見直しによって、多様化す
る顧客ニーズへの的確な対応、質の高い金融サービスの提
供等の実現に資することが期待される。他業禁止の趣旨につ
いて十分配慮することが前提とはなるが、銀行持株会社の子
会社等の範囲については、こうした効果や個別の事情を踏ま

えた柔軟な対応が認められるべき。
・保険業法においても、保険持株会社と保険会社との間には
子会社等の業務範囲の内容には差がある。具体的には、保
険会社は、銀行と同様、他業禁止の観点から子会社の範囲
が限定列挙されているが、保険持株会社については、限定列
挙された会社以外でも事前の承認を受けることにより子会社

とすることが認められている。
・こうしたことから、銀行持株会社の子会社等については、金
融庁の個別の事前承認を要件とし、銀行の子会社等に認め
られる業務以外の業務のうち、金融業務に関連性のある業務
等の一定の業務を営むことを認めるべき。また、銀行持株会
社と他の会社との合併時においては、銀行持株会社の子会
社等として認められる業務以外の業務を行う会社を子会社と

することを認めるべき。
・また、銀行の子会社についても、その範囲の見直しによっ
て、多様化する顧客ニーズへの的確な対応、質の高い金融
サービスの提供等の実現に資することが期待される。従っ
て、金融庁の個別の事前承認（上記）に加えて、一定の収入
制限や財務制限を設けることによって子会社から銀行に波及
する他業リスクを一定限度にコントロールすることで、他業禁
止の趣旨についてより一層配慮した対応を行うことを前提とし
て、銀行の子会社等の範囲についても柔軟な対応が認めら

れるべき。

・銀行法第52条の23、第52条の24

・銀行持株会社の子会社の範囲は、
銀行、長期信用銀行、証券専門会
社、証券仲介専門会社、保険会社、
信託専門会社、外国銀行、外国証券
会社、外国保険会社、外国信託会
社、従属業務会社、金融関連業務会
社、ベンチャービジネス会社、および
これらのみを子会社とする持株会社
のうちで内閣府令で定めるものに限
定されている。また、銀行の子会社
の範囲についても、同様に限定され

ている。
・また、銀行持株会社が法第52条の
35第1項の認可を受けて合併した場
合において、銀行持株会社の子会社
等として認められる業務以外の業務
を行う会社を子会社とすることはでき
ない(ただし、当該会社の議決権を基
準議決権(15％)を超えて保有するこ

とは可能)。

5032A 5032012 z07032
金融
庁、

金融機
関の信
託業務
の兼営
等に関
する法
律

都銀本体、信託銀行子会社
及び信託契約代理店が不動
産関連業務を行うことは禁止

されている。

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金
者等の保護を確保する観点から、財務
及び業務の健全性を維持するため、
極めて厳格な業務範囲制限や子会社
の業務規制が課されているところ。こ
のような観点から、平成14年におい
て、都銀本体等に信託業務を解禁した
際も、信託業務に密接に関連するもの
に限って解禁することとしたところであ
り、今日においても金融機関の財務及
び業務の健全性を確保する必要性が
高いことから、参入の可否については

慎重な検討を要する。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、顧客利便性の観点も踏まえ、
再検討をお願いします。

「顧客財産の総合運用管理サービス
の充実を通じた更なる顧客利便性に
資する規制緩和であり、再検討願いた
い。」

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金
者等の保護を確保する観点から、財務
及び業務の健全性を維持するため、極
めて厳格な業務範囲制限や子会社の
業務規制が課されているところ。このよ
うな観点から、平成14年において、都
銀本体等に信託業務を解禁した際も、
信託業務に密接に関連するものに
限って解禁することとしたところであり、
今日においても金融機関の財務及び
業務の健全性を確保する必要性が高
いことから、参入の可否については慎
重な検討を行う必要があると考えてい
る｡

都銀懇話会 12 A
都銀等による信託業務に係

る規制緩和

・不動産売買の媒介、貸借の媒
介・代理等の不動産関連業務等
を、都銀本体、信託銀行子会社、

信託代理店に解禁。

・都銀本体、信託銀行子会社および信託代理店
に対して、併営業務の一部を制限することの理

論的根拠は不明確。
・顧客財産の総合運用管理サービスの充実を通
じた顧客利便性の一段の向上のためには、不動
産関連業務を含めた信託業務の解禁が不可

欠。

・金融機関の信託業務の兼営
等に関する法律第1条第1項
・金融機関の信託業務の兼営
等に関する法律施行令第3条
・金融機関の信託業務の兼営
等に関する法律施行規則第3

条第1項

・現状、都銀本体、信託銀行子
会社、信託代理店は、「金融機
関の信託業務の兼営等に関す
る法律」により、併営業務の一
部である不動産売買・仲介等
の不動産関連業務を行うことが

できない。

5032A 5032013 z07033
金融
庁、

銀行法
第16条
の2第1
項各
号、銀
行法施
行規則
第17条
の3、主
要行等
向けの
総合的
な監督
指針
（Ⅴ-3-
3-1(3)
④ロ）

投資信託及び投資法人に関
する法律施行令（以下「投信
法施行令」という）第３８条に
定める「特定資産に係る投
資に関し助言を行う業務」の
銀行の子会社が行うことが

できない。

ｂ Ⅲ

銀行子会社が行う投信法施行令第３８
条に規定する不動産等特定資産に係
る投資に関し助言を行う業務を子会社
の業務範囲に追加することについて
は、銀行業務との関連性、その必要性
等の観点から慎重に検討を行う必要

がある。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、検討開始／結論時期等を含
め、再度検討・回答をお願いします。

「検討状況とスケジュール（結論時期）
につき明示して頂きたい。」

ｂ Ⅲ

投信法施行令第３８条に規定する不動
産等特定資産に係る投資に関し助言
を行う業務を銀行子会社の業務範囲
に追加することについては、業務の特
殊性、銀行業務との関連性、その必要
性等について慎重に検討を行う必要
があり、現時点で結論時期を明確に示
すことは困難である。

都銀懇話会 13 A
不動産投資顧問業者等の
資産運用アドバイス業者の
銀行による子会社化の解禁

・投資信託及び投資法人に関す
る法律施行令(以下「投信法施行
令」という)第38条に定める「特定
資産に係る投資に関し助言を行う
業務」の銀行の子会社の業務範

囲への追加。

・銀行は、不動産を運用対象とする投資法人(いわゆるJ-
REIT)に係る投資法人資産運用業を営む投資信託委託
業者を子会社とすることができるが、当該投資信託委託
業者が投資信託及び投資法人に関する法律(以下「投信
法」という)第34条の10第2項に定める内閣総理大臣あて
の届出を行って投信法施行令第38条に定める「特定資
産に係る投資に関し助言を行う業務」(以下「特定資産助
言業」という)を兼業した場合は、子会社とすることができ

ない。
・投資信託委託業者による「特定資産助言業」の兼業の
ための手続が認可ではなく届出であるのは、その兼業に
係る諸々のリスクが小さいと考えられることによると推測
され、そうであるならば、銀行の子会社たる投資信託委
託業者による「特定資産助言業」の兼業も特段の問題は
ないものと思料されるし、また、そもそも「特定資産助言
業」を営む会社を銀行の子会社としても支障ないものと

思われる。
・金融資産に対する総合的な運用アドバイス業務は15年
度に銀行に解禁されたが、金融資産とそれ以外の資産
を総合的に考慮して運用を行う投資家も相応に多いと考
えられることから、金融資産に限らない総合的な資産運
用アドバイスを銀行の子会社が行うことにより、顧客利便

性を高めるべきと思われる。

・銀行法第16条の2第1項各
号、銀行法施行規則第17条の

3
・主要行等向けの総合的な監
督指針(Ⅴ-3-3-1(3)④ロ)

・銀行の子会社の業務範囲は
銀行法第16条の2第1項各号及
び銀行法施行規則第17条の3
に列挙される業務に限られ、不
動産投資顧問業者等の資産運
用アドバイス業者(有価証券に
係る投資顧問業の規制等に関
する法律に定められる投資顧
問業者を除く。)を子会社にでき

ない。
・主要行等向けの総合的な監
督指針(Ⅴ-3-3-1(3)④ロ)によ
り、銀行の子会社が営む投資
顧問業務において、その投資
助言の対象に不動産を含むこ

とができない。
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5032A 5032015 z07034
金融
庁、

銀行法
施行規
則３４条
の３７第
３号イ、
同条６
号ハ

現行制度上、銀行代理業を
行う営業所ごとに実務経験
者を配置していること、一般
事業者が事業向け貸付を行
う場合には預金等担保貸付
又は規格化された貸付商品
（上限１千万円）に限定して
いる。また、兼業承認基準に
関して、「所属銀行と銀行代
理業者の利益が相反する取
引が行われる可能性がある
と認められる者」の中から
「金融庁長官が定める者」と
して銀行子会社(従属業務子
会社、金融関連子会社等)に
ついては、適用除外されてい

ない。

ｃ Ⅲ

一般事業者が代理業者として事業向
け貸付の取扱をすることは、既に兼業
業務において様々な取引関係・利害関
係を有しており利益相反等の弊害が
生じるおそれがあることから原則禁止
されている。また、銀行代理店は決済
や貸付などを業務とすることから安定
的な決済システムの確保や利用者保
護上、適切な業務運営が行われる必
要があり営業所ごとの実務経験者の
配置を不要とすることは困難。

なお、銀行子会社を兼業承認基準の
対象外とすることについては利益相反
の可能性の有無を慎重に検討してい

きたい。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、本件是非について、再検討を
お願いします。

「銀行代理店が契約の締結に係る審
査に関与しない場合の融資の媒介で
あれば、金額上限や取扱商品に関す
る規制を緩和しても利益相反等の弊
害が生じる恐れは無いと考えられ、ま
た、仮に現状の金額上限や取扱商品
に関する制限が維持されるのであれ
ば、実務経験者を配備することは過剰
と考えられることから、何れかの緩和
を行っても問題は無いと考えられる。
銀行子会社を兼業承認基準の対象外
とすることについては、利害相反が生
じることは考えられ難いことから、再検
討願いたい。」

ｃ/ｂ Ⅲ

一般事業者が代理業者として事業向
け貸付の取扱をすることは、既に兼業
業務において様々な取引関係・利害関
係を有しており、仮に契約締結に係る
審査に関与しなくても利益相反等の弊
害が生じるおそれがあることから原則
禁止されている。
また、金額上限や取扱商品に制限を
設けていたとしても顧客保護の必要性
はかわりがないことから、適切な業務
運営が行われる必要があり営業所ご
との実務経験者の配置を不要とするこ
とは困難。

なお、銀行子会社を兼業承認基準の
対象外とすることについては利益相反
の可能性の有無を慎重に検討してい
きたい。

都銀懇話会 15 A
銀行代理業の許可要件に

関する規制緩和

・「規格化された貸付商品」に係る
金額の上限(1,000万円)を撤廃。
・「規格化された貸付商品」以外
の取扱いを解禁。特に、「債権買
取」「手形の割引」を要望。

・銀行代理業務を行う営業所ごと
の実務経験者の配備を不要とす

る。
・兼業承認基準に関して、銀行子
会社(従属業務子会社、金融関連
子会社等)については、「所属銀
行と銀行代理業者の利益が相反
する取引が行われる可能性があ
ると認められる者」の中から「金融
庁長官が定める者」として適用除

外とする。

・上限額の設定や取扱商品の制限により、借り
手の資金調達ニーズに十分に対応することが困
難になり、利用者利便の向上という制度改正の
趣旨に反して、利用者の利便性が損なわれるこ

とになる。
・銀行代理店が契約の締結に係る審査に関与し
ない場合の融資の媒介であれば、代理業者の
恣意が働きにくいことから、「規格化された商品」
への制限や金額上限を撤廃することによる弊害

は小さいと考えられる。
・仮に、代理業務の内容が規格化された貸付商
品の単なる媒介に止まるのであれば、法令等の
遵守や顧客保護の徹底を図る上で、営業所ごと
に実務者を配備することは過剰。他法令(証券取
引法、信託兼営法、保険業法等)と比較しても過

剰規制となっている。
・銀行の子会社については、仮に親銀行の銀行
代理業者を兼業する場合も、グループとしては
事実上一体であり、両者間で利益相反行為等の
弊害が生じるとは考えにくいことから、銀行の
100%出資である金融関連子会社や、同様に
100%出資かつ100%収入を親銀行に依存してい
る従属業務子会社等については、兼業承認基

準の対象外とすべき。

・銀行法施行規則第34条の37
等

・一般の事業会社等が、銀行
代理業者として事業用資金の
代理・媒介を行うことが認めら
れるのは、「規格化された貸付
商品であって、その契約の締結
に係る審査に関与しない場合」
に限定されており、その上限額
は一千万円とされている。
・また、銀行代理業務を行う各
営業拠点及び銀行代理業務を
統括する部署に実務経験者(資
金の貸付業務に一年以上従事
した者又はこれと同等以上の
能力を有すると認められる者)
の配備も必要とされている。

5032A 5032016 z07035
金融
庁、

証券取
引法第
44条第
3号、第
66条の
13第1
号ホ

証券会社又は証券仲介業者
が金銭を貸し付けることを条
件として勧誘することは不
可。

ｃ Ⅰ、Ⅲ

証取法第４４条第３号を引き継ぐ金商
法第４４条の２第１項第１号、第２項第
１号等において、「投資者の保護に欠
けるおそれが少ないと認められるもの
として内閣府令で定めるもの」につい
ての適用除外規定が設けられている
が、総合口座貸越については、過剰投
機を引き起こすおそれがあり、当該適
用除外事由とすることは措置困難。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

「本件規制緩和により、口座残高に一
時的な不足が生じた場合においても
貸越限度額の範囲内であれば、別途
入金手続きをとる等の手間を要するこ
となく証券取引の執行が可能となり、
『顧客利便性』が飛躍的に高まること
から、再検討をお願いしたい。」

ｂ Ⅰ、Ⅲ

利用者利便の向上に資するとの指摘
がある一方で、証券投資のために必要
な資金が不足した際に、これを自動的
に補填するような仕組みを認めること
は、過剰取引を招くおそれがあるほ
か、いわゆる適合性の原則に照らして
も必ずしも望ましくないとの指摘もある
ことから、利用者保護の徹底と利用者
利便の向上の観点を比較衡量した上
で、また、現在の総合口座貸越の利用
実態も踏まえ、貸越金額に上限を設定
することをはじめとする一定の条件の
もとで、証券取引における総合口座貸
越を認めるか否かの検討を平成19年
度に開始する。

都銀懇話会 16 A
バックファイナンス禁止規制
における総合口座貸越の適

用除外

・証券取引法第44条第3号に、一
定の適用除外事例(とくに、総合

口座貸越)を規定。

・証券取引法第44条第3項の精神は、投機の抑
制にあるとみられるが、総合口座貸越によって
レバレッジは発生し得ない(信用取引のように、
元手の3倍の買付けを行うようなことはなく、むし

ろ元手の範囲内)。
・総合口座貸越により、証券取引口座の残高が
買付代金に僅かに及ばなかったばかりに未済が
発生するような事態を回避でき、証券取引法の
目的たる有価証券の円滑な流通に資することが

できる。
・本要望が実現されることにより、口座振替契約
を付した証券取引口座の開設など、顧客にとっ
て一段と利便性の高い商品・サービスの提供が

期待できる。

・証券取引法第44条第3号、同
法第65条の2第5項

・金融機関の証券業務に関す
る内閣府令第27条の2第1号
・証券会社向けの総合的な監

督指針Ｖ-1(4)

・現行の証券取引法第44条第3
号の規定は、証券会社又はそ
の役員若しくはその使用人が
信用取引以外の方法によって
金銭を貸し付けることを条件と
して有価証券の売買等を受託
することを禁止(＝バックファイ

ナンスの禁止)。
・この規定は、同法第65条の2
第5項の規定により、登録金融
機関又はその役員若しくは使
用人にも適用されている。

5032A 5032017 z07036
金融
庁、

前払式
証票の
規制等
に関す
る法律
第2条
第1項
第1号、
同第3
条

前払式証票規制法では、購
入者保護等の観点から発行
者に対して、届出又は登録、
発行保証金の供託等の義務
を課している。

ｃ -

・前払式証票の発行を行う銀行等を前
払式証票規制法の適用除外とすれ
ば、他の発行者との間で競争条件で
の不平等な取扱いを行うこととなり、基
本的には、イコールフッティングを維持
すべきであると考える。
・また、銀行等が発行する前払式証票
について、前払式証票規制法の適用
除外や管理・報告義務を軽減・免除と
することは、発行の状況等が適切に把
握されず前受金の保全措置が講じら
れないおそれがあり、このような状態
では、購入者等の利益の保護の観点
からも適用除外は困難である。

-

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

「少なくとも、預金業務とみなしうるス
キームの電子マネーについては、その
判断基準を示すとともに、プリカ法の
適用対象外とするよう再検討をお願い
する。」

c -

　前払式証票法における登録（届出）、
発行保証金の供託、報告等の義務は
業態にかかわらず、購入者保護の観
点から、発行者に対して課されている
ものである。
  したがって、銀行等が発行する前払
式証票について、前払式証票法の適
用除外とすることは、前受金の保全措
置や表示義務が行われないこととな
り、購入者保護の観点から適用除外
は困難である。
  なお、預金保険の対象の有無によっ
て購入者保護に関する規制を変えるこ
とは、（預金保険制度に加入できない）
事業会社とのイコールフッティングの
問題や、購入者にとっても、発行主体
によって保護される内容が異なる可能
性があること、などから困難である。

都銀懇話会 17 A
銀行等が取り扱う電子マ
ネーのプリカ法適用除外

・銀行等が発行体となる電子マ
ネーにつき、「前払式証票の規制
等に関する法律」(プリカ法)の適
用除外とする。また、預金業務と
みなしうるスキームの電子マネー
(オフライン・デビット等)について
は、その判断基準を明確化すると
ともに、プリカ法の適用対象外と
する。少なくとも、銀行等が発行
体となる電子マネーにつき、「前
払式証票の規制等に関する法
律」(プリカ法)の管理・報告事項を

軽減・免除する。

・現行のプリカ法は、①前払い、②証票その他の
ものが発行されている、③利用の際に使用でき
る、の3要件を備えたものを規制対象としてい
る。その立法趣旨は利用者の保護であり、発行
保証金の供託を義務付けること等により、前払
式証票の発行者の倒産への備えや、悪意を
持って発行見合資金を搾取しようとする事業者

を排除することを企図している。
・一方、銀行等による電子マネーの発行は、銀
行法上の業務として位置付けられており、発行
者たる銀行には種々の監督規制が課せられて
いる。斯かる観点を踏まえれば、銀行等に対し
プリカ法上の管理・規制を適用する必然性は乏
しい。こうしたことから、銀行等が発行体となる電
子マネーについては同法の適用除外とすべきと
考える。また、預金業務とみなしうるスキームの
電子マネー(オフライン・デビット等)については、
その判断基準を示すとともに、プリカ法の適用対
象外とすべき。少なくとも、同法に基づく煩雑な
管理・報告事項についても軽減・免除するよう要

望する。

・前払式証票の規制等に関す
る法律第2条第1項第1号、第3
条、第7条、第11条、第13条、

第16条、第17条

・平成16年3月の事務ガイドラ
イン改正により、電子マネーの
発行業務について、銀行法上
の位置付けが明確となった。
・銀行等が発行する電子マ
ネー等についても、発行保証金
の供託等を定めた「前払式証
票の規制等に関する法律」(プ
リカ法)の対象となっている。

5032A 5032018 z07037
金融
庁、

貸金業
の規制
等に関
する法
律第17
条、第
18条

貸金業規制法第17条では契
約締結時における債務者・
保証人に対する貸金業者の
書面交付義務を、第18条第1
項では債務弁済時における
債務者・保証人に対する貸
金業者の書面交付義務を、
それぞれ規定している。

ａ Ⅰ

10月31日に国会に提出した「貸金業の
規制等に関する法律等の一部を改正
する法律案」において、
利息制限法の上限金利以下の金利で
の貸付けについて、相手方の同意を
条件に、
①　マンスリーステートメントを交付す
ることにより、極度方式貸付けに係る
17条書面及び18条書面の簡略化を可
能とすること、
②　電子化を可能とすること、
を盛り込んだところ。

－ - 都銀懇話会 18 A
貸金業規制法に基づく書面
交付義務に係る規制緩和

・貸金業規制法に基づき、適正に
成立した極度貸付契約の極度枠
内の個別の貸付取引について、
①17条、18条に係る記載内容の
簡略化を許容。または、②書面交
付方法について、債権者と債務
者の双方が合意する場合に限
り、キャッシング契約等の締結・貸
付・返済時において、書面交付に
加えて、｢インターネットなどの情
報通信機を用いた電磁的方法｣に

よる通知を認める。

・わが国の個人向け金融市場が大きく変化する中で、消費者
金融市場に対するニーズは拡大しており、平成12年の出資法
上限金利の引下げ等、関連規制の見直しが進められてきて

いる。
・こうした中、銀行においても、消費者金融市場の健全な発展
に取り組むべく、新たな消費者金融商品の提供や既存の消

費者金融会社への出資等の対応を進めている。
・現在、消費者金融市場においては、極度貸付契約に基づい
た個別の貸付・返済にＡＴＭを利用する取引が、利便性の観
点から、利用者の高い支持を得ている。しかしながら、ＡＴＭ
取引においては、例えば、外部のＡＴＭネットワークを利用す
る場合、貸金業規制法17条、18条で規定される書面交付の
要件(＝みなし弁済要件)を完全に満たすことは困難。

・近時の目覚しいＩＴ技術の発展で、インターネット、電子メー
ルなどの電子手法の活用は一般的になっている。こうした中、
貸金業規制法に基づき適正に成立した極度貸付契約に関
し、極度枠内の個別取引をＡＴＭを利用して行うものについて
は、17条、18条に規定する書面の記載内容の要件を緩和し、
または、債権者と債務者の双方の合意がある場合や十分な
債務者保護措置が図られる場合には、書面交付の代わりに
電子手法の活用による債務者への通知を認めたとしても、債
務者保護の観点で問題はないものと思われる。こうしたことに
よって、金融機関を含む他社とのＡＴＭ提携が促進されること
で、取引チャネルの拡大を通じ、利用者の利便性向上に資す

る。
・また、本件によって、グレーゾーン金利の貸付に係るみなし
弁済制度の適用要件の明確化を通じ、貸付契約に係る法的
安定性が高められれば、貸付債権流動化の拡大等を通じた
消費者金融市場の健全な発展、債務者の適正な借入機会の
拡大につながり、結果的に債務者の利益にも資する。

・貸金業規制法第17条、第18条、第43
条

・貸金業規制法第17条、第18条、第43
条

－貸金業者は、貸付に係る契約<含む
変更契約>を締結した時は、遅滞なく契

約書面の交付が必要。
－貸金業者は、貸付契約に基づく債権
の全部または一部について弁済を受け
た時は、受取証書の交付が必要。

－利息制限法で定められた基準金利を
超過する利息について、契約締結時の
契約内容書面の交付等の要件を満た
す場合には、利息制限の規定に関わら
ず、有効な利息の弁済とみなす(みなし

弁済制度)。
・利息制限法第1条

－基準金利(元本が10万円未満の場合:
年20%、元本が10万円以上100万円未
満の場合:年18%、元本が100万円以上
の場合:15%)を超える超過利息は無効。
ただし、債務者による任意弁済の場合

には、返還請求は不可。
・出資法第5条

－金銭の貸付を行う者が業として金銭
の貸付を行う場合、29.2％超える割合
の利息の契約をしたときは、5年以内の
懲役若しくは1000万円以下の罰金に処

し、または併課する。
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5032A 5032019 z07038
金融
庁、

貸金業
の規制
等に関
する法
律第24
条第2
項

貸金業規制法第17条、第18
条、第20条から第22条まで、
第42条及び第24条第1項の
規定は、貸金業者の貸付け
に係る契約に基づく債権の
譲渡があつた場合における
当該債権を譲り受けた者に
ついて準用する。

ｃ Ⅰ

24条2項により債権を譲り受けた者に
ついて準用される書面交付規制や取
立行為規制等は、債務者を保護する
ための規定であり、銀行等について例
外とすることについては困難である。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

「業界を超えた再編、提携が進行する
中で、今後、貸付債権譲受のニーズの
高まりも見込まれるが、過剰な本規制
によって、実務的な負担の増加、再
編・提携の阻害要因となる可能性も見
込まれることから、再検討をお願いしし
たい。」

ｃ Ⅰ

24条2項により債権を譲り受けた者に
ついて準用される書面交付規制や取
立行為規制等は、債務者を保護する
ための規定であり、銀行等について例
外とすることについては困難である。

都銀懇話会 19 A
銀行等が貸金業者から譲受
けた貸付債権に係る貸金業
規制法の適用除外

・貸金業規制法第24条の規制の
適用対象から、①銀行等、②預金
保険法第2条に定める金融機関
から会社分割等によって設立され
た子会社が保有する「会社分割
等の際に当該金融機関から承継
した債権」及び「当該債権の債務
者に対する会社分割等の後に発
生した債権」を譲渡する場合を除

く。

・銀行は、銀行法の規定に基づき貸付業務を実
施し、金融庁の検査・監督も受けている。この中
で、契約内容等に関する顧客説明についても対
応しているところ。銀行が保有する貸付債権に
ついて貸金業規制法の規制が重複して適用さ
れることは過剰であり、実務的な負担も大きい。
・また、債権者は同じ銀行であるにも関わらず、
一部の貸付債権についてのみ書面交付等の取
扱いが異なることについて、債務者、保証人へ

の説明も困難。
・業態を超える再編、提携が進行する中、今後、
銀行が貸金業者から貸付債権を譲受けるケー
スの拡大が見込まれることから、本規定の適用
対象から銀行を除外するよう要望する。

・また、貸出債権流動化市場の活発化を促すに
は、債務者保護に適切な配慮がなされている場
合について通知を不要とすることが必要。こうし
た見地より、譲渡人が預金保険法第2条に定め
る金融機関から会社分割等によって設立された
子会社が保有する債権を譲渡する場合につい

ては、通知を不要とすべき。

・貸金業規制法第17条、第18条、第24
条

・銀行が貸金業者から譲受けた貸付債
権については、貸金業の規制等に関す
る法律(以下、「貸金業規制法」)第24条
により、貸金業規制法に基づく規制(注)

が適用される。
(注)貸金業規制法に基づく主な規制内

容
－貸金業者の貸付に係る契約に基づく
貸金債権を譲受した者は、当該債権の
債務者に対して契約内容を明らかにす
る書面を交付しなければならない。

－契約書面の交付(貸付にかかる契約<
含む変更契約>・保証契約締結前後に
保証人などに､多岐に亘る項目を記載し
た文書を交付しなければならない規制)
－受取証書の交付(債権の全部又は一
部について返済を受けた際に都度、受
取証書<課税文書>を交付しなければな

らない規制)
－債権証書の返還(完済した場合は必
ず返済者に債権証書を返還しなければ

ならない規制)

5032A 5032025 z07039
金融
庁、法
務省、

民法
当事者が譲渡禁止の意思表
示をした場合、指名債権の
譲渡は禁止される。

ｃ Ⅰ

　譲受人が信託営業者等の一定の免
許事業者の場合に譲渡禁止特約の対
外効を制限する旨の特例を設けるか
どうかについては、譲渡禁止特約に
よって保護されるべき原債務者の利益
を不当に害することがないかどうか等
について、特に慎重に判断していく必

要があるものである。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

「原債務者保護の観点のみならず、原
債権者の資金調達の効率化、ひいて
は債権流動化市場の拡大といった観
点をも踏まえ、速やかにご検討いただ
くと共に、検討スケジュールの明示を
お願いしたい。」

ｃ Ⅰ

譲受人が信託営業者等の一定の免許
事業者の場合に譲渡禁止特約の対外
効を制限する旨の特例を設けるかどう
かについては、債権流動化市場の拡
大といった観点、譲渡禁止特約によっ
て保護されるべき原債務者の利益を
不当に害することがないかどうか等に
ついて、特に慎重に判断していく必要
があり、民法の所管省庁と進める必要
があることから、スケジュールの明示
は困難である。

都銀懇話会 25 A
債権流動化における債権譲
渡禁止特約の対外効の制

限

・売掛債権等の一定の種類の指
名債権に限定し、かつ①「信託業
法」又は「金融機関の信託業務の
兼営等に関する法律」に基づく信
託営業者に対する信託が譲り受
ける場合、又は②特定目的会社
及び「証券取引法施行令第17条
の2第2項第3号及び同条第3項に
規定する有価証券を定める内閣
府令」に定める有価証券を発行す
る法人並びにそれに準ずる外国
の法人が譲り受ける場合、③金
融機関(①を除く)が譲り受ける場
合に限り、譲渡禁止特約の対外
効を制限するよう「債権譲渡の対
抗要件に関する民法の特例等に
関する法律」を一部改正。

・民法第466条第2項の譲渡禁止
特約の対外効を制限する規定を
盛り込む。(併せて、法律名を例え
ば「債権譲渡に関する民法の特
例に関する法律」に改める)

・そもそも民法第466条第2項の規定が起草され
た当時は、原債務者を過酷な取立てなどの権利
行使から保護することが背景にあったと見られ
るが、譲受人を信託営業者等一定の免許業者
等に限定することにより、その目的は十分達成

できる。
・現在の譲渡禁止特約の対外効は、原債務者に
保護を与える手段としては過剰規制であり、逆
に原債権者の資金調達を妨げる要因となってい
るなど弊害が多く、緩和されるべきである。一方
で譲渡禁止特約付債権も、最高裁判例で既に差
押及び転付命令の対象と認められている点と照
らし合わせれば、より広く原債権者の資金調達

のために活用されるべきである。
・我が国の債権譲渡関連法制を国際的な趨勢に
適合させることにより、我が国の債権流動化市

場の拡大を図ることができる。

・民法第466条第2項
・債権譲渡の対抗要件に関す
る民法の特例等に関する法律

・民法第466条第2項によれば、
指名債権において、予めその
債務者が債権譲渡を禁止して
いた(譲渡禁止特約)にも関わら
ず債権譲渡がなされた場合で、
かつ譲受人が当該譲渡禁止特
約の存在を知っていた場合、譲
渡人(原債権者)と譲受人との
間の債権譲渡契約そのものが
無効(譲渡禁止特約の対外効)

とされる。

5032A 5032026 z07040
金融
庁、

銀行法
施行規
則第13
条の６
の７、金
融分野
におけ
る個人
情報保
護に関
するガ
イドライ
ン第6
条（平
成16年
12月6
日金融
庁告示
第67
号）、

個人情報取扱事業者等は、
政治的見解、信教等の機微
情報を、一定の例外を除き、
原則として取得、利用又は第
三者提供を行わないこととす

る。

ｃ -

機微情報の場合、社会通念上、プライ
バシー保護上厳正な管理が求められ
ていることに加え、ある情報が機微情
報に該当するかどうかは、個々の情報
の種類や内容等によって大きく左右さ
れるので、ケースバイケースかつ慎重
に判断すべきであると考える。ちなみ

に、今回の事例は、
①政治・宗教団体に勤務しているとい
う事実は、機微情報に該当すると考え

る。
②「Ａ氏は通院（入院）している」「Ｂ氏
は障害者である」という事実は、機微

情報に該当すると考える。
③本籍地が都道府県名のみであって
も、機微情報に該当すると考える。
④保険医療情報を、生命保険時に取
得する告知事項や健康保険証に記載
されている通院歴に限定することは困

難と考える。

要望者から以下の再照会が寄せられ
ており、再度以下についてご回答をお
願いします。

「ある情報が機微情報に該当するかど
うかは、個々の情報の種類や内容等
により大きく左右されることがあること
はご指摘の通りと考えますが、例えば
『職業が寺の住職であることが客観的
に公然の事実である場合』
『身体上の障害が、外形から一見して
明白な場合』
といったケースについては、機微情報
に当たらないこともあり得ると考えて宜
しいでしょうか。」

c -

  ある情報が機微情報に該当するか否
かは、個々の情報の種類や内容のほ
か、取扱主体、利用目的、利用方法、
利用される状況等によって大きく左右
されることから、個別に判断すべきも
のと考えられる、また、一般的には、機
微情報は特にプライバシーに与える影
響が大きいことから、慎重に判断すべ
きものと考えられる。
　ちなみに、今回の事例については、
①　職業が寺の住職であることは一般
的に機微情報に該当するが、それが
公知の情報であれば、個別のケース
によっては機微情報に該当しない場合
もあり得ると考えられる。
②　身体上の障害の場合は、外形から
一見して明白な場合であっても、機微
情報に該当するか否かの判断に当
たっては、特に慎重に取り扱うべきも
のと考えられる。

都銀懇話会 26 A
機微(センシティブ)情報の取
扱についての明確化

・機微(センシティブ)情報の取扱
に関する法令等の定義・解釈を明

確化。
(例)

①政治・宗教団体への勤務に関
する情報は、必ずしも機微(センシ
ティブ)情報には該当しない。(政
治・宗教団体に勤務しているとい
う事実が、必ずしも特定の政治的
見解や信教に基づき当該団体に
所属していることを示すものでは

ないため)
②以下のような情報は、病気等の
保健医療に関する情報の内容が
特定されないため、機微(センシ
ティブ)情報には該当しない。「A氏
は通院(入院)している」「B氏は障
害者である(障害者手帳を保有し

ている)(*)」
(*)傷害の種類・傷害等級は機微
(センシティブ)情報と認識

③本籍地に係る情報のうち、都道
府県名のみであれば、プライバ
シーマークの認証基準であるJIS
Q15001の考え方と同様、機微(セ

・機微(センシティブ)情報については、社会通念
上、プライバシー保護上厳正な管理が求められ
ていることから、その取扱にあたっては特に慎重

を期す必要がある。
・しかしながら、現行の法令等においては機微
(センシティブ)情報となる情報の範囲が必ずしも
明確でなく、取扱の詳細は各行の解釈に委ねら
れているため、一部の事項については各行で対
応にばらつきがある可能性がある。これら事項
の定義・取扱ルールの目線統一を進めること
で、各行の取扱の統一を図り、機微(センシティ
ブ)情報の管理を確保することが望ましい。

・銀行法施行規則第13条の6の
7

・金融分野における個人情報
保護に関するガイドライン第6

条

・金融分野における個人情報
取扱事業者は、政治的見解、
信教(宗教、思想及び信条をい
う。)、労働組合への加盟、人種
及び民族、門地及び本籍地、
保健医療及び性生活、並びに
犯罪歴に関する情報(「機微(セ
ンシティブ)情報」)については、
原則として取得、利用、又は第
三者提供を行わないこととされ

ている。

5032A 5032027 z07041
金融
庁、

・「主要
行等向
けの総
合的な
監督指
針」Ⅲ
－３－１
－４

第三者割当増資について
は、預金及び貸出等の業務
を営む銀行が取引先等に対
して直接割当を行うことに鑑
み、こうした増資に関するコ
ンプライアンス態勢について
は、増資の都度、取締役会
の責任において、全行的に
構築し、構内に徹底を図るこ
とを求めている。

b Ⅳ

公募増資と同様に、「資本充実の原則
の遵守」や「優越的地位の濫用の防
止」等に関して、法令等遵守の観点か
ら相応のチェック機能が働く増資形態
については、増資の都度、法令等遵守
に係る内部管理態勢を構築する義務
が免除されるように監督指針を改正す
る。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、監督指針の改正の検討時期
／措置時期について明示をお願いし
ます。

「速やかな措置(措置の分類:a)をお願
いしたい。」

a Ⅳ

公募増資と同様に法令等遵守の観点
から相応のチェック態勢が働く増資形
態について、増資の都度、法令等遵守
に係る内部管理態勢を構築する義務
が免除されるように平成19年度中に監
督指針を改正する。

都銀懇話会 27 A
第三者割当増資に係るコン
プライアンス・ルールの適用

除外

・米国証券法Rule 144Aに基づく
適格機関投資家向け私募等、実
質的に公募に近い発行形態で、
機関投資家を対象として増資を行
う場合、公募増資の場合と同様、
第三者割当増資に係る内部管理

態勢の構築を免除。
・銀行持株会社が子銀行の株式
等を引き受ける場合も、第三者割
当増資に係る内部管理態勢の構

築を免除。

・監督指針において、公募増資については相応のチェッ
ク機能が働くことから、内部管理態勢の確立に関するコ
ンプライアンス・ルールの適用対象外とされているが、米
国証券法Rule 144A等のように、形式的には私募であっ
ても、引受証券会社が法定の開示基準に準じて作成され
た目論見書を用いて不特定多数の投資家を対象に勧誘
を行うなど、実質的に公募に近い発行形態であり、且つ、
勧誘対象が適格機関投資家に限定される場合も存在す

る。
・こうした増資形態においては、「資本充実の原則」、「優
越的地位の濫用」、「商品性の適切な説明」、「適正なディ
スクロージャーの確保」等、内部管理態勢構築により法
令遵守の徹底が求められている点に関し、不適切な対
応が行われる可能性は僅少であり、公募増資と同等。
・また、銀行持株会社と子銀行は人的・資本的に緊密な
関係にあり、両者の増資が同時且つ一体的に行われる
場合も多い。こうしたことに鑑みれば、銀行持株会社が
子銀行の株式等を引受ける場合は、「預金及び貸出等
の業務を営む銀行が取引先に対し直接割当を行う」とい
う通常想定されている第三者割当増資とは異なり、内部
管理態勢構築により法令遵守の徹底が求められている
上述の点に関し、銀行持株会社と子銀行の間で不適切

な対応が行われる可能性はない。
・このような法令遵守上の問題が生じる可能性が僅少／
皆無な増資形態について、通常の第三者割当と同様の
内部管理態勢の構築を義務付ける意義は乏しく、非効
率。当該増資形態による資本調達の阻害要因ともなり得

る。

・銀行法第53条
・主要行等向けの総合的な監
督指針「Ⅲ-3-1-4 第三者割当
増資のコンプライアンス」

・銀行又は銀行持株会社が第
三者割当増資(普通株式、優先
株式、優先出資証券)を行う場
合は、増資の都度、取締役会
の責任において、全行/全社的
に内部管理態勢を構築しなけ

ればならない。
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5032A 5032028 z07042
金融
庁、

・「主要
行等向
けの総
合的な
監督指
針」様
式・参
考資料
編別紙
様式4-
26、27

永久劣後特約付借入金を受
け入れる場合及び永久劣後
特約付社債を発行する場
合、増資の届出書に契約内
容のバーゼル合意適合性及
び我が国における民法上の
有効性に関する弁護士意見
書の添付を求めている。

b Ⅳ

永久劣後債等の発行届出書に弁護士
意見書を添付する義務を免除するな
ど、事務の簡素化が図られるよう監督
指針を改正する。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、監督指針の改正の検討時期
／措置時期について明示をお願いし
ます。

「速やかな措置(措置の分類:a)をお願
いしたい。」

a Ⅳ

永久劣後債等の発行届出書に弁護士
意見書を添付する義務を免除するな
ど、事務の簡素化が図られるように平
成19年度中に監督指針を改正する。

都銀懇話会 28 A
永久劣後調達に係る届出手

続簡素化

・永久劣後調達に係る届出を行う
際、当該永久劣後調達の「バーゼ
ル合意適合性」を担保するための
契約文言が、過去に弁護士意見
を取得した永久劣後調達の契約
文言と同一の場合は、新たな弁
護士意見に代えて、当該永久劣
後調達の「バーゼル合意適合性」
に関する銀行又は銀行持株会社
による確認結果を添付することを

許容。

・永久劣後債等の「バーゼル合意適合性」を担
保するための要件は、平成10年12月の事務ガイ
ドライン改正により明確化されており、当該要件
を定めた契約が本邦民商法上有効であるとの
弁護士意見は確立している。また、当該要件を
定めた契約文言は定型化している。こうしたこと
から、実態上、弁護士意見は、当該定型文言が
契約等に明記されていることを形式的に確認し
ているに過ぎない。以上により、永久劣後調達に
係る届出の都度弁護士意見を取得する意義は

乏しい。
・しかしながら、現行制度では、永久劣後調達の
都度、弁護士意見の取得が義務付けられてお
り、銀行及び銀行持株会社にとって事務手続・
弁護士費用といった負担が発生している。

・また、期限付劣後債/劣後ローンに係る届出の
際は、弁護士意見の添付は求められていない。

・銀行法第53条、銀行法施行
規則第35条

・主要行等向けの総合的な監
督指針 様式・参考資料編 別紙

様式4-26・27注記

・永久劣後特約付社債の発行
及び永久劣後特約付借入金の
受入れ(以下「永久劣後調達」)
に係る届出を行う場合には、
「契約内容のバーゼル合意適
合性及び我が国における民商
法上の有効性に関する弁護士
意見」(以下「弁護士意見」)を、
その都度届出書に添付。

5032A 5032029 z07043
金融
庁、

証券取
引法第
28条の
4第2
項、第
32条第
5項、第
6項、証
券取引
法施行
令第15
条の2、
第15条
の4第1
項、第2
項、証
券会社
に関す
る内閣
府令第
16条、
第19条

①証券取引法における「親
法人等」「子法人等」の範囲
は、密接な関係を有する一
定の者と合算したときに議決
権を過半数保有しているか
どうか、又は役員を過半数占
めているかどうかにより決め
られるのに対し、財務諸表等
規則における「親会社」「子
会社」は、いわゆる支配力基
準により、財務及び営業又
は事業の方針を決定する機
関（意思決定機関）を支配し
ているかどうかによりその範

囲が決められる。
②不適格な主要株主による
不当な影響力を排除すると
の目的に基づき、主要株主
規制が設けられており、証券
会社の主要株主は届出、銀
行の主要株主は認可が必要

となる。

①ｂ
②ｃ

①Ⅰ、
Ⅱ、Ⅲ
②Ⅰ、
Ⅲ

①金融商品取引法に基づく政令・内閣
府令を整備する中で検討を行う。
②証券会社の「主要株主」について
は、銀行とは異なる規制目的・内容に
則して、その対象として必要な者を定
めている。そのため、規制の適用範囲
を完全に一致させることは困難。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、①についての具体的な措置時
期を含め、再度ご回答をお願いしま
す。

「①速やかに措置願いたい。
②「主要株主」の定義の統一について
は、事務負担の軽減に大きく資するも
のであり、再検討願いたい。」

①ｂ
②ｃ

①Ⅰ、
Ⅱ、Ⅲ
②Ⅰ、
Ⅲ

①金融商品取引法に基づく政令・内閣
府令を整備する中で検討を行う。
②証券会社の「主要株主」について
は、銀行とは異なる規制目的・内容に
則して、その対象として必要な者を定
めている。そのため、規制の適用範囲
を完全に一致させることは困難。

都銀懇話会 29 A
証券取引法等における「子
法人等」等の定義の改正

①証券取引法における「親法人
等」「子法人等」の定義を、財務諸
表等規則、銀行法等における「親
会社」「子会社」の定義と同一に

する。
②主要株主の定義を銀行法の定

義と同一にする。

・証券取引法においては、実質的に支配力・影
響力のない先でも「親法人等」あるいは「子法人
等」に定義され、また主要株主の定義が銀行法
より広範であり、証券取引法第54条第1項第8号
及び証券会社に関する内閣府令第46条に基づ
く届出事務が大きな負担となっている。

・また、証券会社に関する内閣府令第33条第1
号により、証券会社は「関係会社(親法人等、子
法人等)に関する報告書」を毎営業年度経過後4
カ月以内に金融庁長官等に提出しなければなら
ず、その事務負担も大きなものとなっている。

・証券取引法第32条第5項、第6項、
証券取引法施行令第15条の4第1項

第1号、同条第2項第1号

・証券取引法等における各種定義と
他の法令等の定義とに違いがある。
①証券取引法上の「親法人等」およ
び「子法人等」の概念は、「証券会社
の」および「証券会社が」総株主数の
議決権の過半数を所有していること
その他の当該証券会社と密接な関
係を有する法人その他の団体として
政令で定める要件に該当する者、と
されているが、その対象となる範囲
は財務諸表規則や銀行法における
「親会社」「子会社」よりも広範なもの

となっている。
②銀行法における主要株主の定義
は出資比率20％以上であるのに対
し、証券取引法施行令における主要
株主の定義は出資比率10％以上と

されている。

5032A 5032030 z07044
金融
庁、

証券取
引法第
64条、
第64条
の6第3
号

証券会社や登録金融機関
は、取引の勧誘等を行う役
員及び使用人について外務
員登録を行うこととなってい

る。

ｃ Ⅰ

外務員登録は当該外務員の行為の効
果が帰属する法的主体（使用者）を明
確化する観点から必要な制度であり、
使用者変更の際の手続を不要とする

こと自体は措置困難。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

「事務負担の軽減と円滑な業務遂行
に資する案件であり、再検討願いた
い。併せて、検討のスケジュール（結
論時期）につき具体的に明示して頂く
ようお願い申し上げる。」

ｃ Ⅰ

外務員登録は当該外務員の行為の効
果が帰属する法的主体（使用者）を明
確化する観点から必要な制度であり、
使用者変更の際の手続を不要とする
こと自体は措置困難。

都銀懇話会 30 A 証券外務員登録の簡素化

・銀行持株会社の子会社である
銀行間異動においては、出向・転
籍を問わず、外務員登録の維持
を可能とする(抹消及び新規登録
申請手続を不要とする)。

・金融グループ内で機動的な人材配置を行って
いく中で、銀行持株会社の子会社である銀行間
異動は、今後ますます増加していく見込であり、
日数に係わらず証券業務従事に支障が生じる
(証券外務員としての業務を行えない期間が発
生する)状況は、早期に改善されるべきである。

・証券取引法第64条の6第3項
・『証券外務員登録等事務マ
ニュアル(特別会員用)』(平成15

年5月1日改訂)

・退職等の理由により証券外務
員の職務を行わなくなった時
は、「登録証券外務員の職務
廃止届出書」を遅滞なく提出す

ることとなっている。
・銀行持株会社の子会社であ
る銀行間異動も上記の職務廃
止理由に該当し、異動(出向・
転籍いずれの場合も)の際に
は、廃止・再登録手続が必要。
・規定どおり一旦廃止手続を行
い、異動先であらためて新規登
録申請を行っているため、新規
登録完了までの期間は証券外
務員としての業務を行うことが

できない。

5032A 5032031 z07045
金融
庁、

-

証券会社の事故処理のため
の顧客口座は、証券会社の
事故等が顧客の税額計算に
影響を及ぼさないようにする
ため設けられたものであり、
当該口座で処理された取引
については、取引報告書の
交付義務の適用除外などの
規定が置かれることにより措
置がなされている。
一方で、証券取引法第65条
の２第１項の登録を受けた銀
行等（登録金融機関）につい
ては、措置されていない。

b Ⅲ

証券取引法第65条の２第１項の登録
を受けた銀行等（登録金融機関）につ
いても、証券会社と同様に事故処理が
できるよう所要の措置を検討すること
としたい。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、検討の具体的時期等を含め、
再度回答をお願いします。

「速やかな措置(措置の分類:a)をお願
いしたい。」

b Ⅲ

証券取引法第65条の２第１項の登録
を受けた銀行等（登録金融機関）につ
いても、証券会社と同様に事故処理が
できるよう所要の措置を検討することと
したい。

都銀懇話会 31 A
証券事故処理のための「事
故処理分別口座」保有の解

禁

・証券事故処理のために、「事故
処理分別口座」を設けることを許

容。

・平成15年1月の証券税制改正による「特定口
座」取り扱いに伴い、証券会社は事故を生ぜし
めた場合の事故処理において顧客の税額計算
に影響を与えないように「事故処理分別口座」に
おける処理（「特定口座」のみならず一般口座に
おける事故も処理可能）が許容されているが、銀

行には認められていない。
・具体的には、証券会社に関する内閣府令第30
条第2項第4号および別表8により、証券会社は
「事故処理分別口座」を設け、同口座における処
理を認められているが、金融機関の証券業務に
関する内閣府令等には該当する条文がない。

・金融機関の証券業務に関す
る内閣府令等

・証券事故の処理は顧客口座
において行っている。
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5034A 5034001 z07046
金融
庁、

保険業
法第98
条第1
項第1
号
同法施
行規則
第51条

保険会社は、付随業務として
他の保険会社等その他金融
業を行う者の業務代理等を
行うことができることとされて
おり、その具体的内容は保
険業法施行規則第51条に規

定されている。

ｂ Ⅲ

規制改革・民間開放推進３ヵ年計画
（再改定）に示されたスケジュールに従
い、本年度に結論を得べく検討を行っ

ている。

要望者から以下の再意見が寄せられており、
再検討をお願いします。

保険会社の業務である企業年金関連業務、
遺族保障関連業務等は信託業務と関連性・
親近性が強く、さらに生命保険会社において
は保険金信託業務が認められていることか
ら、保険会社は既に信託業務の代理代行が
認められている銀行等よりも強い関連性・親
近性を有していると考えられる。したがって、
保険会社が少なくとも銀行等と同範囲で信託
業務の代理代行を行うことについては問題が
ないと考えられる。
また、平成16年末の信託業法の改正により、
銀行等の金融機関はもとより、一般事業会社
を含めた幅広い主体が信託契約代理店とな
ることができるとされた中で、信託業務と上記
のように関連性・親近性を有する保険会社が
信託契約代理店となることができないことは
合理性を欠くとともに、競争上の公平性の観
点からも問題があると考える。
以上の点を踏まえ、速やかに検討の上、早
期の措置をお願いしたい。

a Ⅲ

保険会社が新たに信託代理業務を行
うにあたり十分な態勢を構築すること
が出来るかどうかを確認したうえ、19
年度中に措置することとする。

生命保険協
会

1 A
保険会社本体による信託業
務の代理又は事務代行の

解禁

保険会社の付随業務として、既に
銀行等で行われている信託会社
または信託業務を営む金融機関
の信託契約の締結業務または金
融機関の信託業務の兼営等に関
する法律第１条第１項各号に掲げ
る業務を受託する契約の締結業
務の代理や事務の代行を行うこと

を認める。

・保険会社が顧客に対して信託商品の提示を行
えることとなれば、顧客利便性の向上、保険会
社のエクセスキャパシティ活用の観点から極め

て有効である。
・生命保険会社では、他の金融機関と共同して
マスタートラスト業務等を行う信託銀行を設立し
ているケースがあるが、マスタートラスト業務等
の代理を保険会社に認めることにより、当該信
託銀行の顧客基盤拡充や経営効率化、保険会
社の経営資源の有効活用が促進される。

・なお、銀行等においては信託業務の代理が可
能とされており、かかる点との公平性を図る必要
がある。また、金融審議会「信託業のあり方に関
する中間報告書（H15.7.28）」では、信託契約の
取次ぎを行う者の範囲を幅広く認めることが適

切とされている。

保険業法施行規則第51条

保険会社が行うことのできる
業務として、他の金融業を行う
者の業務の代理や事務の代
行が認められたが、その詳細
を定める施行規則では、信託
業務の代理や事務の代行は
認められていない。

5034A 5034002 z07047
金融
庁、

保険業
法第98
条第1
項第1
号
同法施
行規則
第51条

保険会社は、付随業務として
他の保険会社等その他金融
業を行う者の業務代理等を
行うことができることとされて
おり、その具体的内容は保
険業法施行規則第51条に規

定されている。

ｂ Ⅲ
規制改革・民間開放推進３ヵ年計画
（再改定）に示されたスケジュールに従

い、本年度に検討を行う。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

生命保険会社の付随業務として、既に
投資顧問契約等につき事務代行の形
で顧客の紹介を行うことは認められて
いることから、生命保険会社が投資顧
問契約等の締結の勧誘を行うことは
十分な関連性・親近性を有しており、
本業務により生じ得る他業リスクも極
めて限定的なものと考えられる。
以上の点を踏まえ、早期実現に向け、
検討をお願いしたい。

ｂ Ⅲ
規制改革・民間開放推進３ヵ年計画
（再改定）に示されたスケジュールに従
い、本年度に検討を行っているところ。

生命保険協
会

2 A
保険会社本体による投資顧
問契約等の締結の勧誘

保険会社本体で、系列投資顧問
会社等に係る投資顧問契約等の
顧客の勧誘を行うことを認める。

・顧客ニーズ・保険会社の経営の効率性
企業年金市場における保険会社の顧客を中心
として、投資顧問会社の商品に対する潜在的
ニーズがあり、保険会社が顧客に対して投資顧
問契約等の勧誘を行えることとなれば、顧客利
便性の向上、保険会社のエクセスキャパシティ

活用の観点から極めて有効である
・現在、保険会社は、投資顧問契約等について
顧客の紹介を行うことは可能であり、顧客の
ニーズにより能動的に対応する観点からその勧
誘を行える事としても、保険会社の業務範囲の
中に現在行える業務と異質のものが混入する訳

ではない。
また、信託銀行による投資助言業務・投資一任
業務の本体兼営が可能とされた中、信託銀行と
同様に企業年金受託機関として投資顧問業との
親近性を有する保険会社について、投資顧問契
約等の締結の勧誘を認めることは、規制の均衡
という観点からも妥当なものと考えられる。

有価証券に係る投資顧問業の
規制等に関する法律第2条等、
保険業法施行規則第51条

※金融商品取引法第33条3
項、第33条の2

保険会社本体で、投資顧問契
約又は投資一任契約の締結
に関して、顧客の紹介を行うこ
とは可能であるが、顧客の勧
誘（代理、媒介）を行うことはで

きない。

※投資顧問契約等の締結の
代理・媒介は、金融商品取引
法において投資助言・代理業
として手当てされたが、保険業
法上の手当てが必要

5034A 5034003 z07048
金融
庁、

保険業
法第
106条
第１項
第12
号・第2
項第2
号、第
271条
の22第
１項第
12号
同法施
行規則
第56条
の2第2
項
保険会
社向け
の総合
的な監
督指針
Ⅲ－2
－3－
1(2)⑥

保険会社の子会社が行うこ
とのできる業務として、不動
産投資顧問業は認められて

いない。

ｃ －

これまで保険会社における不動産投
資はインカムゲインを得ることを目的と
したものが中心であり、不動産投資顧
問業を保険会社の子会社の業務とし
て認めることについては、保険業との
関連性・親近性につき慎重な検討が必

要。

要望者から以下の再意見が寄せられており、再検討をお願
いします。

保険会社は、従来の長期保有を前提とした収益性分析に加
え、追加投資の可否・コストや物件の流動性等、総合的な判
断に基づく不動産投資を行っており、これらの判断において
必要とされる不動産価値の分析能力は、不動産投資顧問業
登録規程に定められる「投資判断」に必要な能力と同様であ
ると考えられる。
また、保険会社の子会社に既に認められている不動産投資
信託に係る資産運用業務（不動産投資信託委託業務）は、
不動産投資顧問業務と機能的に近接しているとともに、投資
家のために不動産運用業務を行うという点において共通して
いる。さらに、保険会社の子会社には有価証券に係る投資
顧問業務も認められているが、保険会社にとって、有価証券
投資と不動産投資はいずれも資産運用業務の一環であり、
蓄積された運用ノウハウとその活用という観点では、有価証
券に係る投資顧問業務と不動産に係る同業務の本業との親
近性は同等と考えられる。従って、不動産投資信託委託業
務及び有価証券に係る投資顧問業務と同様、不動産投資顧
問業務についても、子会社の業務範囲として認めることに十
分合理性はあるものと考えられる。
なお、わが国においても、不動産投資顧問業に対する年金
基金等を中心とする投資家のニーズが高まりつつあるが、
特に年金基金においては、不動産投資を長期安定的なコア
投資としてポートフォリオ上位置付けたいというニーズが高く
（欧米における年金基金の実態は、インカムゲインを中心と
した長期保有型の投資が中心）、不動産投資に係るノウハウ
を有する保険会社が、子会社において不動産投資顧問業を
提供することへの期待は高まっていると考えられる。
従って、保険会社の子会社が当該業務を行うことについて改
めて検討していただくことをお願いしたい。

ｃ －

保険会社が行っている不動産投資は
インカムゲイン中心のものであり、不
動産投資顧問業を行うに当たって必要
な投資判断能力が必ずしも備わってい
るというものではないと考えられる。ま
た、不動産投資顧問業自体は金融に
関連した業務ではないことから、保険
会社の事業のあり方を踏まえれば、こ
れを子会社に行わせることには慎重で
ある必要がある。

生命保険協
会

3 A
保険会社の子会社による不
動産投資顧問業務の解禁

保険会社の子会社で行うことので
きる業務及び保険持株会社傘下
子会社で承認を受けずに行うこと
のできる業務として不動産投資顧

問業務を認める。

・わが国においても、不動産投資顧問業務に対する年金
基金等を中心とする投資家のニーズが高まりつつある
が、特に年金基金においては、不動産投資を長期安定
的なコア投資としてポートフォリオ上位置付けたいという
ニーズが高く（欧米における年金基金の実態は、インカ
ムゲインを中心とした長期保有型の投資が中心）、不動
産投資に係るノウハウを有する保険会社が、子会社にお
いて不動産投資顧問業務を提供することへの期待は高

まっている。
・保険会社が本来業務である資産運用の一環として行う
不動産投資は、一般的にオフィスビル・商業施設等の長
期保有・賃貸によるインカムゲイン獲得を目的としたもの
であるが、予定利率をカバーするための収益性を追求す
る必要があることから、土地・物件の価格動向や将来的
な収支予測を勘案のうえ、投資判断を行っている。

また、最近では、近年の不動産市場に鑑み、従来のよう
に、長期にわたる保有を前提とした収益性の分析に加
え、追加投資の可否・コストや物件の流動性等、総合的
な判断に基づく不動産投資を行っている。これらの判断
において必要とされる不動産価値の分析能力は、まさし
く不動産投資顧問業登録規程に定められる「投資判断」

に必要な能力と同様であると考えられる。
・なお、有価証券に係る投資顧問業務及び不動産投資
信託委託業務は既に子会社で行うことが認められている
が、子会社による不動産投資顧問業務は、これらの業務
と、蓄積された運用ノウハウの活用という点及び投資家
のために資産運用業務を行うという点において共通して

おり、本業との親近性は同等と考えられる。

保険業法施行規則第56条の
2、第210条の7、

保険会社向けの総合的な監督
指針Ⅲ－2－3－1(2)⑥

保険会社の子会社で行うこと
のできる業務及び保険持株会
社傘下子会社で承認を受けず
に行うことのできる業務の中
に、不動産投資顧問業務が含

まれていない。

5034A 5034004 z07049
金融
庁、

保険業
法第
106条
第１項
第13
号、第
107条
第7項
同法施
行規則
第56条
第3項
～第5
項

保険会社の特定子会社が10％を
超える議決権を保有することがで
きる会社（新規事業分野開拓会
社）は保険業法施行規則第56条
第３項・第４項に規定されており、
①中小企業新事業活動促進法第
２条第１項に規定する中小企業者
であって、設立５年以内かつ試験
研究費等比率が３％以上のもの
②同じく中小企業者であって、設
立１年以内かつ常勤研究者２名
以上で役職員の10％以上を占め

るもの
③中小企業新事業活動促進法第
11条第１項の「異分野連携新事業
分野開拓計画」認定会社

④最後の議決権取得時に①～③
に該当していたもの
とされている。

なお、当該新規事業分野開拓会
社の議決権を10％を超えて保有
することができるのは、その議決
権の取得の日から10年以内とさ
れている（保険業法施行規則第56

条第５項）。

ｂ Ⅲ
規制改革・民間開放推進３ヵ年計画
（再改定）に示されたスケジュールに従

い、本年度に検討を行う。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

引き続き可能な限り早期の実現に向
けた検討をお願いしたい。

ｂ Ⅲ

保険会社の事業のあり方等に留意し
つつ、幅広い観点から慎重に検討を
行っていく必要があると考えているとこ
ろ。

生命保険協
会

4 A

保険会社の特定子会社（ベ
ンチャーキャピタル子会社）
の保有比率10％超投資対
象企業の範囲等の拡大

保険会社の特定子会社が10%を
超えて投資できる企業の範囲に
ついて、例えば設立間もない企業
など、幅広いベンチャー企業に拡
大する。また、10％超の投資を
行った企業が、その後企業成長
により対象から外れた場合につい
ても、投資期間が10年に満たない
場合は、追加投資を可能とする。

・昨今のベンチャー市場においては、従来からあるベン
チャー企業に加え、大企業からのスピンオフや大学発な
ど、多種多様な企業が設立されている。これらの企業
は、技術的・ビジネスモデル的に競争力を有しているが、
資金・人材等が不足している場合も多い。こうした状況に
おいて、保険会社の特定子会社が10％を超えて投資で
きる企業の範囲が拡大されれば、当該ベンチャー企業の

資金ニーズに応えることができる。
・また、投資した時点ではその対象であった企業につい
て、成長により事業規模等が拡大した場合でも、追加投
資を行うことが可能となれば、当該企業からの支援継続

等の依頼に応えることができる。
・保険業法107条では、保険会社の業務範囲規制の潜脱
等を防ぐ観点から、保険会社の子会社が一般事業会社
の議決権を10％超保有することを禁止しているが、特定
子会社については、一定の要件を満たすベンチャー企業
の議決権を10年間に限り10％超保有することが認められ
ている。したがって、10年間の保有期間制限を維持した
上で、保険業法施行規則56条に規定するベンチャー企
業の範囲を拡大することや追加投資を可能とすること
は、業務範囲規制等の趣旨からも問題ないものと考えら

れる。
・なお、一般のベンチャーキャピタルでは、一定の出資割
合をもってベンチャー企業の経営状況を詳細に把握する
ことは、ベンチャー投資のリスク管理に極めて有効な手
段として認識されており、左記要望が実現されれば、保
険会社の特定子会社のリスク管理にも同様の効果が期

待できる。

保険業法施行規則第56条

保険会社の特定子会社が
10％を超えて投資を行うことが
可能な企業については、保険
業法施行規則で定められてい
るが、範囲が限定的であり、例
えば設立間もない企業など、
幅広いベンチャー企業への投
資を行うことができない。
また、投資時点ではその対象
であって、10％超の投資を
行った企業についても、その
後の企業成長により対象から
外れた場合は、追加投資を行

うことができない。
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5034A 5034006 z07050
金融
庁、

金融機
関の信
託業務
の兼営
等に関
する法
律第1
条第1
項
同施行
令第2
条

保険会社の業務範囲は、保
険の引受け等の固有業務
（保険業法第97条）のほか、
法第98条第1項各号に掲げ
る業務その他の付随業務
（第98条）、第99条に規定す
る業務及び他の法律により
行う業務とされている。

ｂ Ⅱ

保険会社本体による信託業務の実施
については、保険会社の事業の在り方
の趣旨等を踏まえて検討することが必
要であり、また、信託業に係る業務の
代理又は事務の代行からまずは検討

されるべきである。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

信託業法改正によって信託業を行う
者の範囲が幅広く認められている中、
生命保険会社の業務は、企業年金関
連業務、遺族保障関連業務等におい
て、信託業務との関連性・親近性を強
く有しており、既に信託業務の兼営や
代理・代行が認められている銀行等の
金融機関と比較しても、より強いものと
考えられるため、保険会社が信託業
務を行うことに特段の問題はないもの
と考えられる。
以上の点を踏まえ、信託業の代理代
行の検討と併せ、本体による信託業
務の実施についても早期実現に向け
た検討を開始いただきたい。

ｂ Ⅱ

保険会社本体による信託業務の実施
については、保険会社の事業の在り方
の趣旨等を踏まえて検討することが必
要であることから、信託業に係る業務
の代理又は事務の代行からまずは検
討されるべきであると考えられるとこ
ろ。

生命保険協
会

6 A
保険会社本体による信託業

務の実施

保険会社本体で、保険金信託以
外の信託業務が行えるよう、保険
会社本体の業務範囲を見直す。

・保険と信託の親近性に鑑み、信託商品に対す
る潜在的ニーズがあり、生命保険会社が資産運
用に係るノウハウを活用して信託商品を取り扱う
ことができれば、顧客利便性の向上、保険会社
の収益性向上等の観点から有効である。

なお、銀行等については、既に本体での信託業
務の兼営による参入が認められている。

金融機関の信託業務の兼営等
に関する法律施行令第2条

本体での信託業務は保険金
信託に限定されており、幅広く
信託業務を行うことができな

い。

5034A 5034016 z07051
金融
庁、

保険業
法第97
条第2
項、第
118条
第1項、
同法附
則第１
条の13
厚生年
金保険
法第
130条
の3

保険料受入れ、および移受
管について、株、債券等の現
物資産によって行うことは認

められていない。

ｂ Ⅰ
規制改革・民間開放推進３ヵ年計画
（再改定）に示されたスケジュールに従

い、本年度に検討を行う。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

可能な限り早期の実現に向けた検討
をお願いしたい。

ｂ Ⅰ
規制改革・民間開放３か年計画（再改
定）に示されているとおり、本年度に検
討を行うこととしているところ。

生命保険協
会

16 A
特別勘定に関する現物資産
による保険料受入、移受管

株、債券等の現物資産による保
険料受入、移受管を可能とすべく

法令上措置する。

・新会計基準の適用に伴い、企業サイドでは、保
有している株式を当該企業の年金制度に現物で
拠出することにより、退職給付に係る積立不足
額を解消したいというニーズが高まっており、企
業の保有株式の年金制度への現物拠出は、企
業間の持合株式を市場に悪影響を与えずに解
消できる手段として有効視されている。

・現金化のコストは顧客にとって不利益となり、
単独運用契約の場合、現物をそのまま移管でき
れば資産価値を減じることなく移管が可能とな

る。
・現金化に伴い、大量の株式の売却が行われた
場合、株式相場等の下振れ要因になる。

・信託については、厚生年金保険法の改正によ
り以上の取扱いが可能であるが、生保が法的な
解釈を理由に取扱えないと利用者利便が著しく

阻害される。

保険業法第97条、第118条、附
則第1条の13他

保険料受け入れ、及び解約時
の引渡しについて、株、債券等
の現物資産によって行うことが

認められていない。

厚生年金基金の代行返上に
おける物納等の場合は、特例
措置として、現物資産の受払
が認められている。

5041A 5041052 z07052
金融
庁、

保険業
法第
300条
第1項
第9号
同法施
行規則
第234
条第1
項第2
号

平成10
年大蔵
省告示
第238
号
保険会
社向け
の総合
的な監
督指針
Ⅱ－3
－3－
2(7)①

企業が、生命保険会社と募
集代理店契約を締結して生
命保険商品の募集を行う場
合、従業員への圧力募集等
を防止する観点から、当該
企業及びその企業と密接な
関係を有する者（法人）の役
員・従業員に対する保険募
集が一部の保険商品を除き

禁止されている。

ｂ Ⅲ

生命保険契約の長期性、再加入困難
性等に鑑み設けられている規制であ
り、その趣旨を踏まえつつ、規制改革・
民間開放推進３ヵ年計画（再改定）に
示されたスケジュールに従い本年度に

検討を行う。

検討のスケジュール（結論時期）につ
き、具体的にお示し頂きたい。

ｂ Ⅲ

本規制については、生命保険契約の
長期性、再加入困難性に鑑み設けら
れている趣旨を踏まえ、幅広い観点か
ら検討を行う必要があることから、結論
時期を示すことは困難である。

愛宕商事
（株）保険事
業部

社団法人日
本ニュービジ
ネス協議会連
合会

52 A
生命保険第一分野の構成
員募集規制の段階的緩和と

撤廃

左記内容の規制を段階的に緩和
し、最終段階として撤廃してほし
い。規制緩和として、例えば①出
資割合５０％以下は募集可能とす
る②人的関係は全面的に規制か

ら排除する。

①出資関係・人的関係のある法人に
第一分野商品の職域募集ができな
い。　　　　②職域に多角的な商品情
報を提供できない。　　　　　　　　③保
険会社から定期的に出資と人的関係
のチェック依頼があり事務負荷が掛

かる。

①自社、子会社、関連会社の生保の一元管理
が可能となり、法人の構成員と一番身近な距離
にいる募集人が保険サービスを提供できる。
②福利厚生の一環として事業を展開できる点、
並びに従業員の帰属意識の高揚が期待できる。
③職域がこの規制のため構成員の商品選択に

ついての柔軟性が奪われている。

保険業法300-1-9

5041A 5041055 z07053
金融
庁、

信用金
庫法第
10条、
第53条
第２項、
信金法
施行令
第８条
第１項
第２号、
昭和43
年大蔵
省告示
第71号

会員資格の範囲を超えたこ
とにより脱退した事業者に対
し、会員であった期間が３年
以上５年未満の場合は脱退
の時から５年、会員であった
期間が５年以上の場合は脱
退の時から10年、貸付け及
び手形の割引を行うことがで
きる。（貸付けは償還期限が
当該期間内に到来するもの

に限る。）

ｃ Ⅱ

卒業生金融制度は、会員が会員資格
の範囲を超えて規模が大きくなった法
人等に対して、協同組織性を踏まえ、
一定期間に限り、例外的に取引の継
続を認めている信用金庫独自の特例
措置である。これを恒久化することな
どは、信用金庫の協同組織性を否定
することにつながりかねない問題であ

り、措置困難である。

取引を限定するのではなく、一定の枠
内であれば自由に員外取引を行える
ようにすれば、協同組織性を維持しつ
つ地域における多様な資金ニーズ等
に対応できることから、検討に値する
ものと考えられる。
規制改革・民間開放の推進に関する
第３次答申における「協同組織金融機
関（信用金庫・信用組合）に関する法
制の見直し」を踏まえ、改めて見解を
示されたい。

ｂ Ⅱ

員外取引制限など協同組織金融機関
の業務及び組織の在り方については、
規制改革・民間開放の推進に関する
第３次答申を踏まえ、総合的な視点か
ら見直しを検討する必要がある。

社団法人日
本ニュービジ
ネス協議会連
合会

55 A
卒業生金融（金融機関の事
業規模に応じた融資先規

制）の緩和

信金等の取引先企業が成長し一
定規模以上となると、当該企業に
対する融資業務に制限が課せら
れることになり、一貫した金融
サービスが行なえない。

一定規模以上になった企業に対する
融資に係わる制限の緩和

小規模企業が成長する過程において、一貫した
金融サービスが可能となり、金融面からの産業

振興がより円滑化する。
信用金庫法
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5041A 5041060 z07054

金融
庁、農
林水産
省、経
済産業
省、

商品投
資に係
る事業
の規制
に関す
る法律

特定商品によるファンドは、価格
の変動が著しい物品又はその使
用により得られる収益の予測が困
難な物品として定められており（商
品投資に係る事業の規制に関す
る法律（以下、「法」という）第2条
第１項第３項）、著しい価格変動を
伴う金融商品であるため、特定
ファンドの設立にあたっては、委
託者（投資家）保護を図る観点か
ら、業を公正かつ的確に遂行でき
る組織体であることを前提として
財産的基礎の他、人的要件に金
融に関する専門知識及び商品に
関する専門知識を有する者を業
務担当の役員等に加えることを設
立許可の要件としており、特定商
品ファンドを適確に運用・判断でき
る体制としている（法第6条第1項
第６号及び商品投資販売業の許
可及び監督に関する命令第6条の

2）。

ｃ Ⅲ

特定商品によるファンドは、価格の変動が著
しい物品又はその使用により得られる収益の
予測が困難な物品として定められており（商
品投資に係る事業の規制に関する法律（以
下、「法」という）第2条第１項第３項）、著しい
価格変動を伴う金融商品であるため、特定
ファンドの設立にあたっては、委託者（投資
家）保護を図る観点から、業を公正かつ的確
に遂行できる組織体であることを前提として
財産的基礎の他、人的要件に金融に関する
専門知識及び商品に関する専門知識を有す
る者を業務担当の役員等に加えることを設立
許可の要件としており、特定商品ファンドを適
確に運用・判断できる体制としている（法第6
条第1項第６号及び商品投資販売業の許可
及び監督に関する命令第6条の2）。

ご要望のような日本酒と焼酎の場合、両商品
の原料や製法が異なり経済実態も異なるた
め、両商品それぞれにおいて専門的知識を
有する者を有している場合は、個々に設立許
可を出すことは可能であるが、委託者保護の
観点から両商品一括して設立認可を出すこと

はできない。

－ -

㈱ライツバン
ク、（社）日本
ﾆｭｰﾋﾞｼﾞﾈｽ協
議会連合会

60 A
特定商品ファンドの一括設
立及び運営認可の許容

現在、日本酒や焼酎等の特定商
品ファンドを設立する場合、商品
ごとに認可を受けなければならな
い。小口の商品ファンドを多種類
設立しようとする業者には申請負
担が大きい。ついては、実績のあ
る業者には一括で設立認可を出

して欲しい。

商品ファンドの運用にノウハウを持つ業者が小
口でも多くの特定商品ファンドを効率的に立ち上
げることが出来れば、投資メニューが増え、経済
の活性化、地域の活性化に貢献できる。

商品投資に係る事業の規制に
関する法令

5043A 5043001 z07055

金融
庁、厚
生労働
省、

労働金
庫法第
16条、
第21条

会員の脱退（自由脱退）に際
し、当該会員の出資持分を
譲り受ける者がいない場合
は、金庫は一時的にその出
資金を譲り受けることができ
る。譲り受けた持分は速や
かに処分（会員等への譲渡）
しなければならない。

ｂ Ⅰ

労働金庫における出資持分の消却制
度の導入については、労働金庫の資
本維持、協同組織の特性、及び持分
の消却の必要性等について慎重な検

討が必要である。

出資持分の消却制度の導入要望は、
個人会員のみを対象としている。総出
資に対する個人会員の出資割合は
4.25％に留まることから、「労働金庫の
資本維持」の観点から特段の影響は
ないと考えられる。
また、個人会員はそもそも議決権を有
していないなど、労組・生協等団体会
員とは異なる位置付けを与えられてお
り、「協同組織の特性」が薄まるなどの
懸念はないと思われる。
さらに、個人会員の出資額は平均額
で29,144円と、少額であるがゆえに、
任意脱退時に譲受人を都度探すのが
困難な実態もある。

これらについて、見解を示すとともに、
具体的な検討のスケジュール（結論及
び実施時期）を示されたい。

ｂ Ⅰ

労働金庫における出資持分の消却制
度の導入については、預金者保護の
観点から労働金庫の資本の維持が強
く求められることから、個人会員のみを
対象とする消却制度の導入であっても
慎重な検討が必要であり、スケジュー
ルを示すことは困難である。

(社)全国労働
金庫協会

1 A
個人会員に係る普通出資の

消却

(労働金庫法の規制の緩和)個人
出資会員の持分に限り、脱退時
に金庫がこれを消却できるように

する。

個人出資会員の脱退時に、当該出
資持分の新たな譲受け先を探すこと
なく、金庫に対してその持分を譲受け
ることを請求することを可能とする。
(団体会員のみ、従来どおり、その持
分を譲受けるものがないときに限っ
て、金庫に対して持分の譲受けを請

求できることにする。)

個人会員については、労働金庫利用権としての
一口に限った出資であることが通常であり、株式
のような市場を持たない協同組織の出資におい
て、個人会員の脱退時に新たな引受け手を捜す
ことは容易ではない。また当該小口持分を都
度、団体会員に引き受けてもらうことも、当該引
受け手の意向があることなどから現実的ではな
い。個人会員の取扱いに限定した普通出資の消
却であれば、従来指摘のある資本維持との関係
において、限られる資本調達手段の中にあって

も影響は軽微である。

労働金庫法第16条(参考条文)
同第21条

5043A 5043002 z07056

金融
庁、厚
生労働
省、

労働金
庫法第
17条、
（参考
条文）
会社法
第607
条

労働金庫法上、法定脱退事
由は、「会員たる資格の喪
失」、「解散又は死亡」、「破
産」、「除名」、「持分の全部
の喪失」が列挙されている。

ｂ Ⅰ

法定脱退は、法律で定められた一定
の事由が発生したことにより、会員の
意思にかかわりなく法律上当然に脱退
の効果が発生するものであり、その事
由の拡大については、会員の権利保
護等の観点も踏まえつつ慎重に検討

を行う必要がある。

株式においては、５年間剰余金の配当
を受領しなかった場合など、一定の事
由に基づき、株式の買取等が認めら
れている。協同組織金融機関におい
ても、協同組織性を阻害しない範囲で
「行方不明会員」を法定脱退させるこ
とは可能と考えられる。
実務的なニーズを勘案し、具体的な検
討のスケジュール（結論及び実施時
期）を示されたい。

ｂ Ⅰ

法定脱退は、法律で定められた一定
の事由が発生したことにより、会員の
意思にかかわりなく労働金庫法上当然
に脱退の効果が発生するものであり、
その事由の拡大については、会員の
権利保護等の観点も踏まえつつ十分
に検討を行う必要があることから、スケ
ジュールを示すことは困難である。

(社)全国労働
金庫協会

2 A
会員の法定脱退事由の拡

大

(労働金庫法の規制の緩和)協同
組織の原点である「会員による自
治」を活かした枠組みとする。

会員の法定脱退事由に「定款に定め
る事由の発生」を追加する。

労働金庫は、会員による自治に基づいて運営さ
れている協同組織金融機関である。したがって、
総(代)会によって定められる定款に、例えば「行
方不明会員」などを法定脱退事由として定める
ことは、協同組織の本質と整合性がある。

労働金庫法第17条

5043A 5043003 z07057

金融
庁、厚
生労働
省、

労働金
庫法第
29条第
3号、第
31条

労働金庫は、内閣総理大臣
及び厚生労働大臣の事業免
許を受けようとするときは、
申請書に業務方法書を添付
して提出しなければならな

い。
業務の種類又は方法を変更
しようとするときは、内閣総
理大臣及び厚生労働大臣の
認可を受けなければならな

い。

ｃ Ⅰ

業務方法書は、労働金庫が実際に行
う業務についての基本的な内容を定め
たものであり、個々の労働金庫のリス
ク管理態勢等経営体力に見合った監
督の在り方等の観点から必要不可欠
なものであるため廃止は困難である。

業務自体が法令に基づき行われてい
るものであり、その範囲内で行われる
業務について、「業務方法書の認可」
という形で規制をかける必要はないと
考えられる。
協同組織金融機関から従来より要望
されているもので、実務的ニーズは非
常に高いことから、一概に困難とせ
ず、検討すべきである。
改めて見解を示されたい。

ｃ Ⅰ

業務方法書は、労働金庫が実際に行
う業務についての基本的な内容を定め
たものであり、個々の労働金庫のリス
ク管理態勢等経営体力に見合った監
督の在り方等の観点から、認可制を廃
止することについては慎重な検討が必
要である。

(社)全国労働
金庫協会

3 A 業務方法書の廃止
(労働金庫法の規制の緩和)業務

方法書を廃止する。

労働金庫が、内閣総理大臣及び厚
生労働大臣から事業免許を受けるた
めの申請にあたって添付する「業務

方法書」を廃止する。

事業内容は予め労働金庫法等法令に定められ
ているうえ、金融機関に対する行政のあり方が、
金融機関の自己責任原則の観点により、事前
指導型から事後監視型に移行しているため。

労働金庫法第29条第3号
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5043A 5043004 z07058

金融
庁、厚
生労働
省、

労働金
庫法第
23条の
２第１項
第４号、
（参考
条文）
会社法
第27条

定款において、主たる事務
所だけではなく、従たる事務
所も絶対的記載事項となっ

ている。

ｂ Ⅰ

協同組織金融機関の定款において
は、会員等の相互扶助等を目的とする
金融機関としての特性から、会員が利
用する施設である「従たる事務所」を
定款の記載事項として総会の意思決
定に委ねたものであり、これを定款記
載事項から外すことは、協同組織性の
観点から慎重な検討が必要である。

会員が利用する施設は、定款及び業
務方法書以外にもディスクロージャー
誌やインターネット等にも掲載されて
おり、現状、実際に会員が利用する施
設を確認する際は、定款及び業務方
法書を確認するよりも、ディスクロー
ジャー誌やインターネット等で確認す
ることの方が多いと考えられる。
協同組織金融機関から従来より要望
されているもので、実務的ニーズは非
常に高いことから、早期に結論を得る
ことを前提に、具体的な検討のスケ
ジュール（結論及び実施時期）を示さ
れたい。

ｂ Ⅰ

協同組織金融機関の定款において
は、会員等の相互扶助等を目的とする
金融機関としての特性から、「従たる事
務所」を定款の記載事項として総会の
意思決定に委ねたものであり、これを
定款記載事項から外すことは、協同組
織性の観点から慎重な検討が必要で
あり、スケジュールを示すことは困難で
ある。

(社)全国労働
金庫協会

4 A
定款への従たる事務所の記

載の廃止

(労働金庫法の規制の緩和)定款
の記載事項である「事務所の名
称及び所在地」について、従たる
事務所については絶対的記載事

項としない。

定款の記載事項である「事務所の名
称及び所在地」について、「主たる事
務所の名所及び所在地」とし、従たる
事務所については絶対的記載事項と

しない。

会社法第27条第3項に則る定款を定める銀行に
おいては、本店の所在地（主たる事務所）のみ
記載すべきものとされている。労働金庫におい
ても、銀行と同様に、「主たる事務所の名称及び

所在地」のみの記載としたい。

労働金庫法第23条の2第1項第
4号

5051A 5051001 z07059
金融
庁、

保険業
法第
100条
の2
同施行
規則第
53条第
2項

運用実績連動型保険契約等
特別勘定の設置が義務付け
られる保険契約の募集に関
しては、交付すべき重要事
項説明書面に代えて、保険
契約者の承諾を得た上で、
電磁的方法により当該書面
に記載すべき事項を提供す

ることが出来る。

ｂ Ⅲ

複雑性、逆選択といった保険商品の特
性を踏まえ、保険募集時に交付すべき
書面の電磁的方法による提供を認め
る範囲が限定されている趣旨に鑑み、
今後十分な検討が必要。なお、運用実
績連動型保険契約等について、電磁
的交付が認められているのは目論見
書相当書面及び運用状況報告書相当
書面（保険業法施行規則第53条第１
項第5～7号）であり、同条第１号により
募集時に交付すべき書面については
電磁的交付は認められていない。

要望者からの下記の更なる意見を踏
まえ、改めて検討し、見解を示された
い。
本要望は契約者の了解を前提とする
ものであり、顧客の利便性向上に資す
るものであると考えることから、前向き
なご検討をお願いするとともに検討ス
ケジュール（結論時期、措置時期）を
お示しいただきたい。

ｂ Ⅲ

複雑性、逆選択といった保険商品の特
性を踏まえ、保険募集時に交付すべき
書面の電磁的方法による提供を認め
る範囲が限定されている趣旨に鑑み、
十分に検討する必要があり、現時点で
具体的なスケジュールを示すことは困

難である。

（社）日本損
害保険協会

1 A
外貨建保険等の募集時書
面の電磁的方法による提供

の許容

外貨建保険契約および無解約返
戻金保険契約の募集時書面につ
いて、運用実績連動型保険契約
に係る資産の運用に関する重要
な事項を記載した書面等と同様
に、契約者の承諾を得た場合に
は電磁的方法により交付すること
ができるよう要件を緩和していた

だきたい。

外貨建保険契約および無解約返戻
金保険契約についてインターネット上
で保険募集を完結できるようにする。

事業活動のIT化の促進は政府全体の課題とさ
れている中で、契約者の了解がある場合には説
明書面等を電磁的方法により提供することを広
く認めるべきであり、すでに運用実績連動型保
険契約に係る資産の運用に関する重要事項等
の説明書面については電磁的方法による提供
が認められていることもあり、外貨建保険契約や
無解約返戻金保険契約に関する説明書面につ
いて電磁的方法により提供を認めない合理的な

理由はないものと考えられる。

保険業法第100条の2
同施行規則第53条第2項

5051A 5051002 z07060
金融
庁、

保険業
法第
277条
第1項
保険会
社向け
の総合
的な監
督指針
Ⅲ－２
－１

生命保険募集人の登録に係
る登録申請書には、事務所
の名称及び所在地を記載す
ることとされており、法人募
集代理店については、本店
（母店）以外に事務所がある
場合には、名称及び所在地
を別葉に記載することとされ
ている。

c -

生命保険の法人募集代理店に係る登
録申請書における、本店（母店）以外
の事務所の記載は、代理店に対する
検査の実効性の確保等の観点から必
要であり、登録申請書から同記載を削
除することは困難である。

－ -
（社）日本損
害保険協会

2 A 生保募集人事務の簡素化

生命保険の法人代理店につき、
本店（母店）以外の事務所につい
ても登録が必要とされているが、
これを母店事務所の登録のみ必

要としていただきたい。

本店（母店）以外の出先事務所およ
び出先事務所ごとに所属する募集人
について代理店が内部管理を行う。

出先事務所は登録とせず、出先事務所及びそこ
に所属する募集人の管理は代理店内で行い、
保険会社は監査等にて代理店の管理状況に問
題がないか確認を行うこととすることで、現行の
保険会社・代理店の登録事務を削減でき、業務

の効率化につながる。

保険業法第277条第1項
保険会社向けの総合的な監督

指針Ⅲ－２－１

5051A 5051004 z07061
金融
庁、

保険業
法第98
条第1
項1号、
2項
同法施
行規則
第51条
第3号

保険会社は、その付随業務
として、資金の貸付けの代理
又は事務の代行などの、他
の保険会社（外国保険業者
を含む。）その他金融業を行
う者の業務の代理又は事務
の代行（内閣府令で定めるも
のに限る。）をすることができ
るが、その際内閣総理大臣

の認可を要する。

ｃ －

保険会社については、保険会社が当
該業務代理等を的確、公正かつ効率
的に遂行すること等を確保するため、
（他の保険会社を含む）他の金融業を
行う者の業務代理等が事前認可制と
されているものであり、対応することは

困難である。

要望者からの下記の更なる意見を踏
まえ、改めて検討し、見解を示された
い。
保険会社が銀行代理業を受託する際
には須く保険業法上の認可を受ける
必要があるが、所属銀行の追加等の
際にははじめて銀行代理業務を受託
した際と同じ審査が必要とされるもの
とは考えられないことから、届出制へ
の移行（または包括認可）について改
めてご検討いただきたい。

ｂ Ⅰ

銀行法上の許可を得て銀行代理業を
行っている保険会社が所属銀行を追
加する場合には、認可ではなく届出制
とすることが可能かどうかについて検
討を行っていく必要があると考えてい
るところ。

（社）日本損
害保険協会

4 A

金融業を行う者の資金の貸
付の代理又は資金の貸付
けに係る事務の代行にかか

る認可の緩和

　保険業法第98条第2項の認可お
よび銀行法第52条の36の許可を
得て銀行代理業及びそれに付随
する事務代行を行っている保険
会社が、例えば所属銀行の追加
を行う等、その変更内容が銀行法
上の届け出の範囲（銀行法第52
条の39）であるならば、保険業法
第98条第2項による認可申請は
省略（または届出）としていただき

たい。

　認可申請手続を省略することによ
り、取引を機動的に行うことが可能と

なり、収益向上に資する。

　銀行法上の許可を得て銀行代理業及びそれ
に付随する事務代行を行っている者が、所属銀
行の追加などその申請事項に変更があったとき
は、その旨を銀行法第52条の39第1項に基づき
内閣総理大臣に届け出（財務局経由）ることに
なっている。しかるに、保険会社が保険業法施
行規則第51条の2第2項第1号に定める審査基
準により銀行代理業者として包括的に認可を得
ていれば、その範囲内で業務を行う限りにおい
ては、認可（変更事項に関する審査）の必要性

はないと考えられる。

・保険業法第98条第1項1号、
同2項

・保険業法施行規則第51条第1
項3,4号

・銀行法第52条の36,37
・銀行法第52条の39



様式２　全国規制改革及び民間開放要望書
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該当法
令
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措置の
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措置の
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措置の概要（対応策） その他 再検討要請
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） 要望主体

要
望
事
項
番
号

要
望
種
別
（規
制

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5051A 5051005 z07062
金融
庁、

①保険
業法第
98条第
1項第1
号
同法施
行規則
第51条
②保険
業法第
98条第
１項第１
号、第
99条
同法施
行規則
第51条

①保険会社は、付随業務と
して他の保険会社等その他
金融業を行う者の業務代理
等を行うことができることとさ
れており、その具体的内容
は保険業法施行規則第51条
に規定されている。

②保険会社の業務範囲は、
保険の引受け等の固有業務
（保険業法第97条）のほか、
法第98条第1項各号に掲げ
る業務その他の付随業務
（第98条）、第99条に規定す
る業務及び他の法律により
行う業務とされている。付随
業務および法定他業として、
要望に係る業務は認められ

ていない。

ｂ Ⅲ

①規制改革・民間開放推進３ヵ年計画
（再改定）に示されたスケジュールに従
い、本年度に結論を得べく検討を行っ

ている。
②「保険会社による銀行代理店事務
支援業務の解禁」および「保険会社本
体・子会社による証券仲介業者支援
業務の解禁」について規制改革・民間
開放推進３ヵ年計画（再改定）に示され
たスケジュールに合わせ、本年度に検

討を行う。

要望者からの下記の更なる意見を踏
まえ、改めて検討し、見解を示された
い。
①本年度中に結論を得た上で、早期
に措置をお願いしたい。
②早期の結論に向けたご検討をお願
いしたい。

①a
②ｂ

Ⅲ

①保険会社が新たに信託代理業務を
行うにあたり十分な態勢を構築するこ
とが出来るかどうかを確認したうえ、19
年度中に措置することとする。
②「保険会社による銀行代理店事務支
援業務の解禁」および「保険会社本
体・子会社による証券仲介業者支援業
務の解禁」について規制改革・民間開
放推進３ヵ年計画（再改定）に示された
スケジュールに合わせ、本年度に検討
を行うこととしているところ。

（社）日本損
害保険協会

5 A
保険会社による信託契約代

理業等

①保険会社による信託契約代理
業務を認めていただきたい。
②信託契約代理店を兼営する保
険代理店を対象として、信託契約
代理業の事務支援を行うことを認

めていただきたい。

①保険商品に関連する信託業サー
ビスを提供できることにより、顧客利
便性の向上が図られる。また保険会
社の営業拠点は全国的に展開され
ていることから、高品質な金融サービ
スの均質的な提供が可能となる。
②信託銀行等が保険代理店に対し
信託契約代理店を委託する場合、既
に保険代理店とその所属損害保険
会社との間にある情報連絡ネット
ワークを利用して研修教材を送付す
る等、信託契約代理業務に係る連絡
等を行うことが可能となり効率的であ

る。

・保険会社に認められている業務には年金信託や遺言
信託等、信託業との親近性･補完性があり、保険会社に
よる信託契約代理業の兼営が可能になれば、顧客に対

する幅広いサービスの提供に資する。
・監督上の問題については、第一に他の金融機関の代
理代行を行うに当たりご当局の認可が必要であること、
第二に免許事業者である信託業者からの委託・監督を
常時受けることから、十分なチェック機能が働くものと考
えられる。また他業リスクの混入についても、代理業とし

て行う限り考慮する必要性は低い。
・信託業務に対する幅広い参入を意図した今般の信託業
法改正の趣旨に鑑みると、保険会社にのみこれを認めな

い明確な理由は存在しないと言うべきである。
・保険会社が、信託契約代理店の事務支援を行うこと
は、保険会社と保険代理店を結ぶ情報連絡ﾈｯﾄﾜｰｸの有
効活用によりその効率性が高まり顧客のニーズにあった
サービス展開が可能となる。例えば資格試験の手配・教
材配布等はリスクも低く、反面きめ細かい対応が求めら
れる。これは多くの店舗網をもつ保険会社ならではの支
援業務であり、幅広い信託契約代理業の参入を促進す

るものである。

保険業法第99条または第98条
第1項第1号

同法施行規則第51条

5051A 5051006 z07063
金融
庁、

保険業
法第
106条
第1項
第12
号・第2
項第2
号
同法施
行規則
第56条
の2第2
項第8
号・第9
号

保険会社の子会社が行うこ
とのできる業務に、いわゆる
ロスコントロール・ロスプリベ
ンションに関する助言等を行
う業務または健康、福祉又
は医療に関する助言等を行
う業務に関連して、機器等の
企画設計および機器等の販
売、リース等の取次ぎを行う
ことは認められていない。

ｃ －

ご要望が現物に係るものであり、保険
会社の子会社として不適切なリスクを
負うこととなる可能性があることに鑑み
ると、ご要望に対応することは困難で

ある。

要望者からの下記の更なる意見を踏
まえ、改めて検討し、見解を示された
い。
販売の取次ぎについては販売そのも
のに比べ必ずしもリスクが大きいとは
言えないほか、メーカーとの間の契約
において責任範囲を限定することや賠
償責任保険の付保によるリスクヘッジ
も考えられる。このようなリスク管理を
行うことを前提に、これらの業務拡大
を認めることも可能と考えるが、この点
についてご見解をお示しいただきた
い。

ｃ －
ご要望が現物に係るものである限り、
保険会社の子会社として不適切なリス
クを負うこととなる可能性がある。

（社）日本損
害保険協会

6 A
子会社対象会社の業務範

囲の拡大

保険会社の子会社が行うリスクコ
ンサルティング業務や、身体障害
者等の福祉に関する役務の提供
を行う業務、あるいは、健康、福
祉又は医療に助言を行う業務を
行う上で利用者が必要となる用
品・機器等のレンタル、リース、販
売の取次ぎを利用者のために行
うことを認めていただきたい。

　左記の通り

・近時、従来以上に顧客のニーズが高まってき
ているリスク対策に関するコンサルティング（ロ
スコントロール・ロスプリベンション業務）や、健
康や医療等に関する助言を行う業務、あるいは
福祉に関する役務の提供等を保険会社の子会
社では行っているが、これらの業務・サービスを
顧客のニーズに適切に沿った形で実施する場合
に一定の関連機器、用品等の提供が必要となる
ことがある。こうしたサービスの提供や業務の実
施の一環として必要となる用品・機器等のレンタ
ル、リース、販売の取次ぎは、利用者利便の向
上・サービスの質の向上の観点から合理的であ

り、望ましいと考える。
・上記の事業は保険会社の子会社として不適切
なリスクを負うことになる可能性があるのではな
いかとのご見解については、あくまでもリスクコ
ンサルティング業務や、身体障害者等の福祉に
関する役務の提供を行う業務、あるいは、健康、
福祉又は医療に助言を行う業務を行う上で利用
者が必要となる範囲に限定されること、利用者
等に対する賠償責任リスクについては保険手配
などによるヘッジをおこなうことも可能なことか
ら、リスクをコントロールすることが可能であると

考えられる。

保険業法第106条第2項第2号
保険業法施行規則第56条の2
第2項第8号および第9号

5051A 5051008 z07064
金融
庁、

保険業
法第97
条の2
第1項

保険会社の資産運用につい
ては、法律上、内閣府令で定
める資産は内閣府令で定め
るところにより計算した額を
超えて運用してはならないも
のとされており、具体的に
は、国内株式や外貨建資産
の保有はそれぞれ総資産の
30％以内、不動産の保有は
総資産の20％以内等とされ

ている。

ｃ －
本件規制は保険会社の健全性の確保
のために設けられているものであり、

その撤廃は困難である。

要望者からの下記の更なる意見を踏
まえ、改めて検討し、見解を示された
い。
今日では保険会社の健全性の実態把
握に有効なｿﾙﾍﾞﾝｼｰﾏｰｼﾞﾝ規制やｵﾌ
ｻｲﾄﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの導入・強化といった資
産別運用比率規制に代わる事後監督
手法が定着し、前者についてはより実
効的なものとするための検討が開始さ
れたところである。またＡＬＭの充実な
ど保険会社によるリスク管理能力も向
上していることから、早期に本運用比
率規制の撤廃に向けた検討を行うこと
について、再度ご検討いただきたい。

ｂ Ⅰ

現在行われているソルベンシー・マー
ジン比率の算出基準等に関する検討
の結果等を踏まえ、本件規制の見直し
について検討を行う必要があると考え
ているところ。

（社）日本損
害保険協会

8 A
保険会社による資産別運用

比率規制の撤廃

　保険会社の資産別運用比率規
制（いわゆる３－３－２規制）を撤

廃していただきたい。

・資産運用の自由度が向上すること
により、資産運用パフォーマンスの向

上が期待される。
・当局への報告等の事務が軽減され

る。

・保険会社のリスク管理は基本的には個社の自己責任
で行うものであり、今日的に、事前の比率規制は適当で

はないと考える。
・また、保険会社の運用手法が多様化するとともに、時
価ベースでの実態把握の必要性が高まっていることを踏
まえても、現行の規制は時代にそぐわないものとなって
いる。現行規制の問題点は以下の通りである。

①取得原価ベースでの規制であり、時価ベースのリスク
を反映していない。

②現物資産のみの規制であり、同様のリスクを持つデリ
バティブ等は規制の対象となっていない。

③分母が資産（合同資産）であり、リスクバッファー（自己
資本等）との対比になっていない。

・こうした考え方をベースに、過去の政府の規制改革委
員会や金融審議会報告においても、本規制を見直すべ
きとの方向性が示され（別紙「報告内容抜粋」参照）、実
際に、ソルベンシーマージン比率規制の改定（2001年3
月、株式リスクに関して、簿価×10％から時価×10％へ
改定）及びオフサイトモニタリング制度の導入（2001年9
月、株式リスク(VaR）、保有株式の状況等の株式関連項

目が報告対象とされた）が行われてきた。
・こうしたことから、当方としても当時、当該規制の撤廃に
向けた環境が徐々に整ってきたものと理解していた。

【「根拠法令等」欄に続く】

保険業法第97条の2第1項
同法施行規則第48条

【要望理由の続き】
・しかしながら一方で、当時は、損保では株
枠規制の特認を申請している会社が一部に
あるため株式の持ち過ぎによる株式相場下
落への影響が懸念されることや、ソルベン
シー規制の改定やオフサイトモニタリングの
導入が行われたものの定着状況を見極める
には時期尚早であること等、の環境にあった

ようにも認識している。
・以上の経過において、当時から約5年が経
過しており、以下の状況を勘案すれば、今日
的に、保険会社の資産運用のリスク管理に
対する懸念は払拭されており、本規制を撤廃
する環境は整ったのではないかと考える。
①保険会社の資産運用リスク管理態勢は、
各社自身による態勢強化に加えて、当局に
よる検査やモニタリング等により格段と強化

されていること。
②各社とも健全化計画に沿って株式の削減
を進めた結果、昨年度末をもって、全社が株

枠をクリアしていること。
③ソルベンシーマージン規制及びオフサイト
モニタリングについて、それぞれ改定及び導
入から約5年が経過しており、十分に定着が
図られている（実効性が確保されている）こ

と。

5052A 5052002 z07065
金融
庁、

金融機
関の信
託業務
の兼営
等に関
する法
律

都銀本体、信託銀行子会社
及び信託契約代理店が不動
産関連業務を行うことは禁止

されている。

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金
者等の保護を確保する観点から、財務
及び業務の健全性を維持するため、
極めて厳格な業務範囲制限や子会社
の業務規制が課されているところ。こ
のような観点から、平成14年におい
て、都銀本体等に信託業務を解禁した
際も、信託業務に密接に関連するもの
に限って解禁することとしたところであ
り、今日においても金融機関の財務及
び業務の健全性を確保する必要性が
高いことから、参入の可否については

慎重な検討を要する。

海外では不動産関連業務が金融機関の付随
業務として認められ、我が国においては専業
信託銀行のみに不動産関連業務が認められ
ている。不動産売買や不動産開発について
は確かにリスクが高いかもしれないが、不動
産仲介や不動産管理については手数料ビジ
ネスであるからリスクはほとんどないと考えら
れる。また、銀行等は、顧客から不動産物件
の紹介を依頼されるなど、不動産取引の仲
介を無償の顧客サービスとして日常的に行っ
ているという事実があり、また、融資取引に
おいて担保不動産の調査や管理なども行っ
ていることから、不動産の仲介・管理に関す
る知識・経験を持っているため、金融機関の
本業との親和性は相当高い。不動産関連業
務を認めると、顧客との間で不公正な取引が
行われる恐れがあるというけれども、実際、メ
ガバンクはグループ内に信託銀行を擁してお
り、そこに不動産取引を希望する銀行顧客を
紹介するなどによりグループ一体となって不
動産ビジネスを展開している。既にそのよう
な状況になっているにもかかわらず、今さら
利益相反の可能性を気にしてみてもあまり意
味がない。
要望者の実務的なニーズを勘案し、改めて対
応を検討されたい。

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金
者等の保護を確保する観点から、財務
及び業務の健全性を維持するため、極
めて厳格な業務範囲制限や子会社の
業務規制が課されているところ。このよ
うな観点から、平成14年において、都
銀本体等に信託業務を解禁した際も、
信託業務に密接に関連するものに
限って解禁することとしたところであり、
今日においても金融機関の財務及び
業務の健全性を確保する必要性が高
いことから、参入の可否については慎
重な検討を行う必要があると考えてい
る｡

農林中央金
庫

2 A
信託業務にかかる規制の緩

和

農林中央金庫本体，信託銀行子
会社および信託代理店の信託業
務にかかる以下の業務の規制の

撤廃

①不動産関連の併営業務（媒介
業務，鑑定業務，投資助言業務）
②「処分型」不動産信託

系統組合員においては，個人の資産は農地を
はじめとする土地が主体であることから，既に土
地有効活用の相談が数多く寄せられている。し
かしながら，農林中央金庫本体，信託銀行子会
社および信託代理店においては，不動産の信託
以外の不動産関連業務（媒介業務，鑑定業務，
投資助言業務）を営むことができず，組合員の
ニーズに応えていくうえでの大きな制約となって

いる。

不動産の流動化については，市場ニーズが拡
大し，顧客や取引手法が多様化しているにも拘
わらず，「処分型」不動産信託にかかる制限が
設けられており，不動産の流動化への取組みの

制約となっている。

これらについて，専業信託および外銀信託とそ
れ以外の信託との間で業務範囲に差を設けるこ
とは法的根拠がなく合理性に欠けており，利用

者利便の観点から緩和を要望する。

金融機関の信託業務の兼営等
に関する法律第１条第１項
金融機関の信託業務の兼営等
に関する法律施行令第３条第

１項，３項
金融機関の信託業務の兼営等
に関する法律施行規則第３条
第１項，第３項，第４項
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5052A 5052003 z07066
金融
庁、

優先出
資法第
28条第
１項、会
社法第
155条、
156条

協同組織金融機関は
①優先出資の消却のために

する時、
②協同組織金融機関の権利
の実行に当たりその目的を
達するために必要なときその
他政令で定めるやむを得な

い事情があるとき
を除き、自己の優先出資を
取得し、または質権の目的と
し発行済優先出資の総口数
の20分の1を超える口数の
自己の優先出資を受けるこ

とはできない。

ｂ Ⅰ

農林中央金庫を含む協同組織金融機
関の優先出資の自己取得に係る規制
緩和については、経営の健全性の確
保の観点からニーズを十分に把握した

上で慎重に検討する。

－ -
農林中央金

庫
3 A

優先出資の自己取得の緩
和

協同組織金融機関の優先出資に
関する法律第28条第1項

商法第210条（会社法施行後は第
155条，156条第2項）

優先出資法第28条第1項は施行当時の商法第210条の
規定にならい，優先出資の自己取得の限度を発行済出
資口数の20分の1と定めたが，平成13年に改正された商
法第210条（会社法施行後は第155条，156条第2項，以
下同じ）では，株式会社では定時株主総会の決議によ
り，配当可能利益の範囲内で自由に取得できることと

なった。

優先出資法の施行当時は、協同組織金融機関の優先出
資自己取得による協同組織金融機関債権者の利益侵
害、ならびに優先出資の価額操作の防止等が目的とさ
れたが、現在では株式会社と同様に協同組織金融機関
の資本にかかる流通市場の活性化ならびに協同組織金
融機関の資本政策の機動化による経営の自由度向上が

必要な状況になっているものと考えられる。

また、商法210条では買い受け以外の自己株式の取得に
ついて「別段の定」により規定しており、合併・営業譲渡・
代物弁済取得・質受けなどは定時株主総会決議によら
ずに自己株式取得ができるものとされている。商法と同
様、これらの買い受け以外の自己取得が優先出資につ
いても自由にできることとなれば、経営の自由度が拡大

するものと考えられる。

優先出資法第２８条第１項
会社法第１５５条，１５６条第２

項

5052A 5052004 z07067
金融
庁、

証券取
引法第
32条第
5項・第
6項、証
券取引
法施行
令第15
条の4、
証券会
社に関
する内
閣府令
第15条
～第19
条

証券取引法における「親法
人等」「子法人等」の範囲
は、密接な関係を有する一
定の者と合算したときに議決
権を過半数保有しているか
どうか、又は役員を過半数占
めているかどうかにより決め
られるのに対し、財務諸表等
規則における「親会社」「子
会社」は、いわゆる支配力基
準により、財務及び営業又
は事業の方針を決定する機
関（意思決定機関）を支配し
ているかどうかによりその範

囲が決められる。

ｂ
Ⅰ、Ⅱ、
Ⅲ

金融商品取引法に基づく政令・内閣府
令を整備する中で検討を行う。

－ -
農林中央金

庫
4 A

証券取引法における「子法
人等」「親法人等」の定義の

改正

証券取引法上の「子法人等」「親
法人等」の定義を財務諸表等規
則における定義と同一にする。

証券取引法の規定により実質的に支配力・影響
力のない先であっても，「子法人等」「親法人等」
に定義される結果，同法に基づく届出事務負担
は過大なものとなっており，証券取引法上の「子
法人等」「親法人等」の定義を財務諸表における

定義と同一とすべきである。

証券取引法第32条第5項，第6
項

5054A 5054032 z07068
金融
庁、

証券取
引法第
166条、
第167
条
会社関
係者等
の特定
有価証
券等の
取引規
制に関
する内
閣府令
第６条、
第８条

　確定拠出年金制度におい
て、自社株のみを投資対象
とするファンドの売買等につ
いては、インサイダー取引規
制の適用除外とはなってい
ない。

ｂ Ⅰ、Ⅲ

見直しの検討に当たっては、部分的な
検討のみならず、証券市場の公正性と
投資家保護の観点から、全体的に整
合性をもった検討を行う必要があると
考えている。なお、インサイダー取引規
制の適用除外取引の中に、重要事実
を知る前に策定された計画の実行とし
て取引が行われる場合として、「一定
の計画」に従い、「個別の投資判断」に
基づかず、「継続的」に行われている
場合であって投資額が「少額なもの」と
して従業員持株会による売買等が規
定されているが、確定拠出年金制度に
ついて、個々の判断ではなく類型的に
みてこれらの特性、特に個別の投資判
断に基づかないなどの要素に該当す
るかについて慎重に検討する必要が

ある。

－ -
（社）日本経
済団体連合

会
32 A

企業型確定拠出年金におけ
る自社株ファンドのインサイ
ダー規制の適用除外

　確定拠出年金制度において、自
社株のみを投資対象とするファン
ドを運用商品として選択し、それ
が一定の計画に従い継続的に行
われる場合は、証券取引法第166
条6項8号及び同第167条5項8号
に該当するものとして、いわゆる
インサイダー規制の適用除外とす

べきである。

　確定拠出年金制度を採用している企業におい
ては、自社株ファンドを運用商品の選択肢に加
えたいという要望がある。しかし現行では、持ち
株会や株式累積投資においてインサイダー規制
の適用除外になっているものが、確定拠出年金
制度を利用すると適用除外の対象にならない。
インサイダー規制の適用除外が明確となれば、

証券市場の活性化にも資する。

証券取引法第166条、第167条
会社関係者等の特定有価証券
等の取引規制に関する内閣府

令第６条、第８条

　企業型確定拠出年金制度に
おいて自社株のみを投資対象
とするファンドを定期的に購入
する場合、インサイダー規制
の適用除外になっていない。

5054A 5054059 z07069
金融
庁、

保険業
法第98
条第1
項第1
号
同法施
行規則
第51条

保険会社は、付随業務として
他の保険会社等その他金融
業を行う者の業務代理等を
行うことができることとされて
おり、その具体的内容は保
険業法施行規則第51条に規

定されている。

ｂ Ⅲ

規制改革・民間開放推進３ヵ年計画
（再改定）に示されたスケジュールに従
い、本年度に結論を得べく検討を行っ

ている。

要望者から以下の再意見が寄せられており、
再検討をお願いします。

保険会社の業務である企業年金関連業務、
遺族保障関連業務等は信託業務と関連性・
親近性が強く、さらに生命保険会社において
は保険金信託業務が認められていることか
ら、保険会社は既に信託業務の代理代行が
認められている銀行等よりも強い関連性・親
近性を有していると考えられる。したがって、
保険会社が少なくとも銀行等と同範囲で信託
業務の代理代行を行うことについては問題が
ないと考えられる。また、平成16年末の信託
業法の改正により、銀行等の金融機関はもと
より、一般事業会社を含めた幅広い主体が
信託契約代理店となることができるとされた
中で、信託業務と上記のように関連性・親近
性を有する保険会社が信託契約代理店とな
ることができないことは合理性を欠くととも
に、競争上の公平性の観点からも問題があ
ると考える。
以上の点を踏まえ、速やかに検討の上、早
期の措置をお願いしたい。

a Ⅲ

保険会社が新たに信託代理業務を行
うにあたり十分な態勢を構築すること
が出来るかどうかを確認したうえ、19
年度中に措置することとする。

（社）日本経
済団体連合

会
59 A

保険会社本体による信託業
務の代理又は事務代行の

解禁

　保険会社の付随業務として、す
でに銀行等で行われている信託
会社または信託業務を営む金融
機関の信託契約の締結業務また
は金融機関の信託業務の兼営等
に関する法律第１条第１項各号に
掲げる業務を受託する契約の締
結業務の代理や事務の代行を行
うことを認めるべきである。

　保険会社が顧客に対して信託商品の提示を行
えることとなれば、顧客利便性の向上、保険会
社のエクセスキャパシティ活用の観点から極め

て有効である。
　生命保険会社では、他の金融機関と共同して
マスタートラスト業務等を行う信託銀行を設立し
ているケースがあるが、マスタートラスト業務等
の代理を保険会社に認めることにより、当該信
託銀行の顧客基盤拡充や経営効率化、保険会
社の経営資源の有効活用が促進される。

　なお、銀行等においては信託業務の代理が可
能とされており、かかる点との公平性を図る必要
がある。また、金融審議会「信託業のあり方に関
する中間報告書（H15.7.28）」では、信託契約の
取次ぎを行う者の範囲を幅広く認めることが適

切とされている。

保険業法施行規則第51条

　保険会社が行うことのできる
業務として、他の金融業を行う
者の業務の代理や事務の代
行が認められたが、その詳細
を定める施行規則では、信託
業務の代理や事務の代行は
認められていない。
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5054A 5054060 z07070
金融
庁、

保険業
法第98
条第1
項第1
号
同法施
行規則
第51条

保険会社は、付随業務として
他の保険会社等その他金融
業を行う者の業務代理等を
行うことができることとされて
おり、その具体的内容は保
険業法施行規則第51条に規

定されている。

ｂ Ⅲ
規制改革・民間開放推進３ヵ年計画
（再改定）に示されたスケジュールに従

い、本年度に検討を行う。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

生命保険会社の付随業務として、既に
投資顧問契約等につき事務代行の形
で顧客の紹介を行うことは認められて
いることから、生命保険会社が投資顧
問契約等の締結の勧誘を行うことは
十分な関連性・親近性を有しており、
本業務により生じ得る他業リスクも極
めて限定的なものと考えられる。以上
の点を踏まえ、早期実現に向け、検討
をお願いしたい。

ｂ Ⅲ
規制改革・民間開放推進３ヵ年計画
（再改定）に示されたスケジュールに従
い、本年度に検討を行っているところ。

（社）日本経
済団体連合

会
60 A

保険会社本体による投資顧
問契約等の締結の勧誘

　保険会社本体で、系列投資顧
問会社等に係る投資顧問契約等
の顧客の勧誘を行うことを認める

べきである。

①顧客ニーズ・保険会社の経営の効率性
　企業年金市場における保険会社の顧客を中心
として、投資顧問会社の商品に対する潜在的
ニーズがあり、保険会社が顧客に対して投資顧
問契約等の勧誘を行えることとなれば、顧客利
便性の向上、保険会社のエクセスキャパシティ

活用の観点から極めて有効である
②現在、保険会社は、投資顧問契約等について
顧客の紹介を行うことは可能であり、顧客の
ニーズにより能動的に対応する観点からその勧
誘を行える事としても、保険会社の業務範囲の
中に現在行える業務と異質のものが混入する訳

ではない。
また、信託銀行による投資助言業務・投資一任
業務の本体兼営が可能とされた中、信託銀行と
同様に企業年金受託機関として投資顧問業との
親近性を有する保険会社について、投資顧問契
約等の締結の勧誘を認めることは、規制の均衡
という観点からも妥当なものと考えられる。

有価証券に係る投資顧問業の
規制等に関する法律第2条等、
保険業法施行規則第51条

※金融商品取引法第33条3
項、第33条の2

　保険会社本体で、投資顧問
契約又は投資一任契約の締
結に関して、顧客の紹介を行う
ことは可能であるが、顧客の
勧誘（代理、媒介）を行うことは

できない。
　投資顧問契約等の締結の代
理・媒介は、金融商品取引法
において投資助言・代理業とし
て手当てされたが、保険業法
上の手当てが必要である。

5054A 5054061 z07071
金融
庁、

保険業
法第
106条
第１項
第12
号・第2
項第2
号、第
271条
の22第
１項第
12号
同法施
行規則
第56条
の2第2
項
保険会
社向け
の総合
的な監
督指針
Ⅲ－2
－3－
1(2)⑥

保険会社の子会社が行うこ
とのできる業務として、不動
産投資顧問業は認められて

いない。

ｃ －

これまで保険会社における不動産投
資はインカムゲインを得ることを目的と
したものが中心であり、不動産投資顧
問業を保険会社の子会社の業務とし
て認めることについては、保険業との
関連性・親近性につき慎重な検討が必

要。

要望者から以下の再意見が寄せられており、再検討を
お願いします。

保険会社は、従来の長期保有を前提とした収益性分
析に加え、追加投資の可否・コストや物件の流動性
等、総合的な判断に基づく不動産投資を行っており、こ
れらの判断において必要とされる不動産価値の分析能
力は、不動産投資顧問業登録規程に定められる「投資
判断」に必要な能力と同様であると考えられる。また、
保険会社の子会社に既に認められている不動産投資
信託に係る資産運用業務（不動産投資信託委託業務）
は、不動産投資顧問業務と機能的に近接しているとと
もに、投資家のために不動産運用業務を行うという点
において共通している。さらに、保険会社の子会社に
は有価証券に係る投資顧問業務も認められているが、
保険会社にとって、有価証券投資と不動産投資はいず
れも資産運用業務の一環であり、蓄積された運用ノウ
ハウとその活用という観点では、有価証券に係る投資
顧問業務と不動産に係る同業務の本業との親近性は
同等と考えられる。従って、不動産投資信託委託業務
及び有価証券に係る投資顧問業務と同様、不動産投
資顧問業務についても、子会社の業務範囲として認め
ることに十分合理性はあるものと考えられる。なお、わ
が国においても、不動産投資顧問業に対する年金基
金等を中心とする投資家のニーズが高まりつつある
が、特に年金基金においては、不動産投資を長期安定
的なコア投資としてポートフォリオ上位置付けたいとい
うニーズが高く（欧米における年金基金の実態は、イン
カムゲインを中心とした長期保有型の投資が中心）、不
動産投資に係るノウハウを有する保険会社が、子会社
において不動産投資顧問業を提供することへの期待
は高まっていると考えられる。従って、保険会社の子会
社が当該業務を行うことについて改めて検討していた
だくことをお願いしたい。

ｃ －

保険会社が行っている不動産投資は
インカムゲイン中心のものであり、不
動産投資顧問業を行うに当たって必要
な投資判断能力が必ずしも備わってい
るというものではないと考えられる。ま
た、不動産投資顧問業自体は金融に
関連した業務ではないことから、保険
会社の事業のあり方を踏まえれば、こ
れを子会社に行わせることには慎重で
ある必要がある。

（社）日本経
済団体連合

会
61 A

保険会社の子会社による不
動産投資顧問業務の解禁

　保険会社の子会社で行うことの
できる業務及び保険持株会社傘
下子会社で承認を受けずに行うこ
とのできる業務として不動産投資
顧問業務を認めるべきである。

 (*)
　また、最近では、近年の不動産市
場に鑑み、従来のように、長期にわ
たる保有を前提とした収益性の分析
に加え、追加投資の可否・コストや物
件の流動性等、総合的な判断に基づ
く不動産投資を行っている。これらの
判断において必要とされる不動産価
値の分析能力は、まさしく不動産投
資顧問業登録規程に定められる「投
資判断」に必要な能力と同様である

と考えられる。
　なお、有価証券に係る投資顧問業
務及び不動産投資信託委託業務は
既に子会社で行うことが認められて
いるが、子会社による不動産投資顧
問業務は、これらの業務と、蓄積され
た運用ノウハウの活用という点及び
投資家のために資産運用業務を行う
という点において共通しており、本業
との親近性は同等と考えられる。

　わが国においても、不動産投資顧問業務に対
する年金基金等を中心とする投資家のニーズが
高まりつつあるが、特に年金基金においては、
不動産投資を長期安定的なコア投資としてポー
トフォリオ上位置付けたいというニーズが高く（欧
米における年金基金の実態は、インカムゲイン
を中心とした長期保有型の投資が中心）、不動
産投資に係るノウハウを有する保険会社が、子
会社において不動産投資顧問業務を提供するこ

とへの期待は高まっている。
　保険会社が本来業務である資産運用の一環と
して行う不動産投資は、一般的にオフィスビル・
商業施設等の長期保有・賃貸によるインカムゲ
イン獲得を目的としたものであるが、予定利率を
カバーするための収益性を追求する必要がある
ことから、土地・物件の価格動向や将来的な収
支予測を勘案のうえ、投資判断を行っている。

(*)

保険業法施行規則第56条の
2、第210条の7、

保険会社向けの総合的な監督
指針Ⅲ－2－3－1(2)⑥

　保険会社の子会社で行うこと
のできる業務及び保険持株会
社傘下子会社で承認を受けず
に行うことのできる業務の中
に、不動産投資顧問業務が含

まれていない。

5054A 5054062 z07072
金融
庁、

保険業
法第
106条
第１項
第13
号、第
107条
第7項
同法施
行規則
第56条
第3項
～第5
項

保険会社の特定子会社が
10％を超える議決権を保有
することができる会社（新規
事業分野開拓会社）は保険
業法施行規則第56条第３
項・第４項に規定されてお

り、
①中小企業新事業活動促進
法第２条第１項に規定する
中小企業者であって、設立５
年以内かつ試験研究費等比
率が３％以上のもの

②同じく中小企業者であっ
て、設立１年以内かつ常勤
研究者２名以上で役職員の
10％以上を占めるもの

③中小企業新事業活動促進
法第11条第１項の「異分野
連携新事業分野開拓計画」

認定会社
④最後の議決権取得時に①
～③に該当していたもの

とされている。
なお、当該新規事業分野開
拓会社の議決権を10％を超

ｂ Ⅲ
規制改革・民間開放推進３ヵ年計画
（再改定）に示されたスケジュールに従

い、本年度に検討を行う。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

引き続き可能な限り早期の実現に向
けた検討をお願いしたい。

ｂ Ⅲ

保険会社の事業のあり方等に留意し
つつ、幅広い観点から慎重に検討を
行っていく必要があると考えているとこ
ろ。

（社）日本経
済団体連合

会
62 A

保険会社の特定子会社（ベ
ンチャーキャピタル子会社）
の保有比率10％超投資対
象企業の範囲等の拡大

　保険会社の特定子会社が10%を
超えて投資できる企業の範囲に
ついて、例えば設立間もない企業
など、幅広いベンチャー企業に拡
大すべきである。また、10％超の
投資を行った企業が、その後企
業成長により対象から外れた場
合についても、投資期間が10年
に満たない場合には、追加投資を

可能とすべきである。

 (*)
　保険業法107条では、保険会社の
業務範囲規制の潜脱等を防ぐ観点
から、保険会社の子会社が一般事業
会社の議決権を10％超保有すること
を禁止しているが、特定子会社につ
いては、一定の要件を満たすベン
チャー企業の議決権を10年間に限り
10％超保有することが認められてい
る。したがって、10年間の保有期間
制限を維持した上で、保険業法施行
規則56条に規定するベンチャー企業
の範囲を拡大することや追加投資を
可能とすることは、業務範囲規制等
の趣旨からも問題ないものと考えら

れる。
　なお、一般のベンチャーキャピタル
では、一定の出資割合をもってベン
チャー企業の経営状況を詳細に把握
することは、ベンチャー投資のリスク
管理に極めて有効な手段として認識
されており、左記要望が実現されれ
ば、保険会社の特定子会社のリスク
管理にも同様の効果が期待できる。

　昨今のベンチャー市場においては、従来から
あるベンチャー企業に加え、大企業からのスピ
ンオフや大学発など、多種多様な企業が設立さ
れている。これらの企業は、技術的・ビジネスモ
デル的に競争力を有しているが、資金・人材等
が不足している場合も多い。こうした状況におい
て、保険会社の特定子会社が10％を超えて投
資できる企業の範囲が拡大されれば、当該ベン
チャー企業の資金ニーズに応えることができる。
　また、投資した時点ではその対象であった企業
について、成長により事業規模等が拡大した場
合でも、追加投資を行うことが可能となれば、当
該企業からの支援継続等の依頼に応えることが

できる。  (*)

保険業法施行規則第56条

　保険会社の特定子会社が
10％を超えて投資を行うことが
可能な企業については、保険
業法施行規則で定められてい
るが、範囲が限定的であり、例
えば設立間もない企業など、
幅広いベンチャー企業への投
資を行うことができない。
　また、投資時点ではその対
象であって、10％超の投資を
行った企業についても、その
後の企業成長により対象から
外れた場合は、追加投資を行

うことができない。

5054A 5054063 z07073
金融
庁、

保険業
法第
106条
第1項
第12
号・第2
項第2
号
同法施
行規則
第56条
の2第2
項第8
号・第9
号

保険会社の子会社が行うこ
とのできる業務に、いわゆる
ロスコントロール・ロスプリベ
ンションに関する助言等を行
う業務または健康、福祉又
は医療に関する助言等を行
う業務に関連して、機器等の
企画設計および機器等の販
売、リース等の取次ぎを行う
ことは認められていない。

ｃ －

ご要望が現物に係るものであり、保険
会社の子会社として不適切なリスクを
負うこととなる可能性があることに鑑み
ると、ご要望に対応することは困難で

ある。

販売の取次ぎについては販売そのも
のに比べ必ずしもリスクが大きいとは
言えないほか、メーカーとの間の契約
において責任範囲を限定することや賠
償責任保険の付保によるリスクヘッジ
も考えられる。このようなリスク管理を
行うことを前提に、これらの業務拡大
を認めることも可能と考えるが、この点
についてご見解をお示し頂きたい。

ｃ －
ご要望が現物に係るものである限り、
保険会社の子会社として不適切なリス
クを負うこととなる可能性がある。

（社）日本経
済団体連合

会
63 A

損害保険会社の子会社対
象会社の業務範囲の拡大

　保険会社の子会社が行うリスク
コンサルティング業務や、身体障
害者等の福祉に関する役務の提
供を行う業務、あるいは、健康、
福祉又は医療に助言を行う業務
を行う上で利用者が必要となる用
品・機器等のレンタル、リース、販
売の取次ぎを利用者のために行
うことを認めるべきである。

　近時、従来以上に顧客のニーズが高まってき
ているリスク対策に関するコンサルティング（ロ
スコントロール・ロスプリベンション業務）や、健
康や医療等に関する助言を行う業務、あるいは
福祉に関する役務の提供等を保険会社の子会
社では行っているが、これらの業務・サービスを
顧客のニーズに適切に沿った形で実施する場合
に一定の関連機器、用品等の提供が必要となる
ことがある。こうしたサービスの提供や業務の実
施の一環として必要となる用品・機器等のレンタ
ル、リース、販売の取次ぎは、利用者利便の向
上・サービスの質の向上の観点から合理的であ

り、望ましいと考える。
　上記の事業は保険会社の子会社として不適切
なリスクを負うことになる可能性があるのではな
いかとの見解については、あくまでもリスクコン
サルティング業務や、身体障害者等の福祉に関
する役務の提供を行う業務、あるいは、健康、福
祉又は医療に助言を行う業務を行う上で利用者
が必要となる範囲に限定されること、利用者等
に対する賠償責任リスクについては保険手配な
どによるヘッジを行うことも可能なことから、リス
クをコントロールすることが可能であると考えら

れる。

保険業法第106条第2項第2号
保険業法施行規則第56条の2
第2項第8号および第9号

　いわゆるロスコントロール・ロ
スプリベンション業務（保険業
法施行規則第56条の2第2項
第8号）および健康、福祉また
は医療に助言を行う業務（同9
号）に関しては、これらの業務
実施に伴い必要となる機器等
の企画設計や他の事業者へ
の販売の取次ぎに係る業務が

認められていない。



様式２　全国規制改革及び民間開放要望書
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補助
番号
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プ化番
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管理
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所管省
庁等

該当法
令

制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 再検討要請
措置の
分類

措置の
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措置の概要（対応策） 要望主体

要
望
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項
番
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要
望
種
別
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制

要望事項
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具体的
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その他
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5054A 5054064 G07 z07074
金融
庁、

有価証
券に係
る投資
顧問業
の規制
等に関
する法
律第5
条、第8
条及び
第29条
第1項
第6号、
投資顧
問業法
施行規
則第4
条

投資顧問業を営もうとする者
又は申請した事項に変更が
あったときは、申請事項とし
て当該者の役員または重要
な使用人の氏名を住民票等
の確認書類とともに届出るこ

とが必要。

ｃ Ⅲ
運転免許証の写しの記載内容の真実
性は、住民票の抄本と同等とまではい

えないことから、措置困難。
－ -

（社）日本経
済団体連合

会
64 A

投資顧問業者の役員または
投資顧問業法施行令第3条
に規定する使用人の登録・
変更時の確認書類の柔軟

化
【新規】

　投資顧問業法施行規則第4条に
規定する「登録申請書の添付書
類」、特に当該役員及び使用人の
確認書類（住民票等）について、
金融商品取引法の政省令の検討
とあわせて見直しを行うべきであ

る。

　一般に信託銀行は、投資顧問業者に比して組
織規模が大きいことに加え、投資顧問業法施行
令等で規定される重要な使用人の範囲が広い
ため、投資顧問業者登録簿に記載を要する役員
や使用人の数が100名を超すケースもある。
　このような場合に、定期、不定期に発生する当
該者の異動に係る変更届を住民票等の確認書
類とともに提出する必要があるが、期限内に住
民票等の書類を整えて提出することは実務上極
めて負担が重い。これら管理負荷が業務運営に
支障がない範囲で軽減されれば、利用者に対す
るサービス向上に一層注力することができると

考えられる。
　監督上の観点から役員又は重要な使用人の
本人確認を行うという趣旨であれば、例えば、本
人確認法施行規則第4条に規定する本人確認
書類（※）を参考に対象書類を柔軟化するなど

の検討を行うべきである。

（※）運転免許証など官公庁から発行された書
類等当該者の氏名や住所、生年月日等の記載

があるもの等

有価証券に係る投資顧問業の
規制等に関する法律第5条、第

6条、第8条

 投資顧問業者登録簿には、
投資顧問業者の役員または投
資顧問業法施行令第3条に規
定する使用人（以下「重要な使
用人」という。）の氏名を住民
票等の確認書類とともに届出
ることとされている。

 また、投資顧問業者登録簿記
載事項である役員や重要な使
用人に変更があった場合に
は、その変更届出を投資顧問
業法施行規則第4条に規定さ
れる住民票等の確認書類とと
もに2週間以内に提出すること
が義務付けられている。

5055A 5055007 1 G07 z07074
金融
庁、

有価証
券に係
る投資
顧問業
の規制
等に関
する法
律第5
条、第8
条及び
第29条
第1項
第6号、
投資顧
問業法
施行規
則第4
条

①投資顧問業を営もうとする
者又は申請した事項に変更
があったときは、申請事項と
して当該者の役員または重
要な使用人の氏名を住民票
等の確認書類とともに届出

ることが必要。
②投資顧問業者の役員や重
要な使用人に変更が生じた
場合には、その変更届出を
投資顧問業法施行規則第４
条に規定される住民票等の
確認書類とともに２週間以内
に提出することが義務付け。

①②c
①Ⅲ
②Ⅰ

①運転免許証の写しの記載内容の真
実性は、住民票の抄本と同等とまでは
いえないことから、措置困難。

②登録簿は公衆縦覧されている情報
であり、投資者保護上、内容に変更が
あれば迅速に対応すべきものであり、
期限を延長することは適当ではないと

考える。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

・信託銀行等においては、１社あたり
100名を超える役員や使用人の登録を
行っており、異動等により変更が生じ
た場合に、２週間以内に住民票等の
確認書類を準備することが事実上困
難な場合も稀ではないと考える。
・当該変更届出は、実務上相当な負
担となっており、 実態を踏まえ、確認
書類及び届出期限の弾力化を図るこ
とを改めて要望する。

①②ｂ
①Ⅲ
②Ⅰ

登録事項である役員及び使用人の情
報については、その真実性を確保する
ために必要な確認書類を求め、内容
変更に際して迅速に対応できるよう届
出期限を設定する必要があるが、当該
変更届での実務上の負担軽減のため
どのような方策が考えられるかについ
て、金融商品取引法に基づく政令・内
閣府令を整備するなかで検討を行う。

社団法人信
託協会

7 A
投資顧問業の登録申請事
項に関する手続きの緩和に

ついて

・投資顧問業を営もうとするものは、登
録申請事項として当該者の役員または
投資顧問業法施行令第３条に規定する
使用人（以下「重要な使用人」という。）
の氏名を住民票等の確認書類とともに

届出ることとされている。
・また、投資顧問業者の役員や重要な
使用人に変更が生じた場合には、その
変更届出を投資顧問業法施行規則第４
条に規定される住民票等の確認書類と
ともに２週間以内に提出することが義務

付けられている。
・以上の点につき、次のとおり要望す

る。
①投資顧問業法施行規則第4条に規定
する「登録申請書の添付書類」、特に当
該役員及び使用人の確認書類につい
て、金融商品取引法の政省令の検討と

あわせて見直しを行うこと。
（*）他の法令：前払式証票の規制等に

関する法律第11条第1項等

投資顧問業法の改正により、信託銀行が投資
一任業務を営むことが可能となったが、一般に
信託銀行は投資顧問業者に比べて組織規模が
大きく、投資顧問業者登録簿に記載を要する役
員、使用人の数が100名を超すケースもある。
・このような場合に、定期、不定期に発生する当
該者の異動に係る変更届を住民票等の確認書
類とともに提出する必要があるが、期限内に住
民票等の書類を整えて提出することは実務上極
めて負担が重く、その住民票等を2週間のうちに
準備することが事実上困難な場合も稀ではない

と考える。
・監督上の観点から役員又は重要な使用人等
の本人確認を行うという趣旨であれば、例えば、
本人確認法施行規則第4条に規定する本人確
認書類を参考とするなど対応書類の柔軟化を検

討いただきたい。
・また、投資顧問業者登録簿を公衆縦覧する趣
旨が、投資顧問業者の選択に当たり投資者に必
要な情報を開示することにあることを踏まえれ
ば、投資顧問業者1社当たり100名超の使用人
の登録、当該使用人の登録内容変更時の2週間
以内の届出が、投資家保護上、真に必要なもの
といえるのか再考が必要であると考えられ、引き

続き検討を要望するもの。

①有価証券に係る投資顧問業
の規制等に関する法律第5条、

第6条、第8条

5054A 5054065 G06 z07075
金融
庁、

投資顧
問業法
第35
条、同
施行規
則第33
条、別
紙様式
第22号

投資顧問業者に対しては、
有価証券に係る投資顧問業
の規制等に関する法律第３
５条において、毎営業年度経
過後３ヶ月以内に営業報告
書の提出が義務付けられて
いる。

ｂ Ⅲ

営業報告書における「有価証券の引
受け等の状況」の記載事項について
は、利益相反防止のための監督上の
必要性を勘案しつつ、検討を行う。

－ -
（社）日本経
済団体連合

会
65 A

投資顧問業法第35条に基
づく営業報告書の記載事項

の簡素化

　内閣総理大臣の承認を受けて、
投資顧問業法第16条第1項に規
定する書面交付が不要とされた
投資顧問業者については、投資
顧問業法第35条に基づく営業報
告書においても、顧客に対して助
言を行った銘柄又は顧客のため
に投資を行った銘柄と同一の銘
柄の引受け等の記載を不要とす

べきである。

　信託銀行等は、公益又は投資者保護のために
支障を生ずることがないと認められるものとして
内閣総理大臣の承認を受けたときは、投資顧問
業法第16条第1項に規程する書面交付が不要と

されている。
　また、信託銀行等は、信託業法等により受益
者（投資家）保護の観点から、利益相反防止に
関する行為規制が課されており、厳格な運営・
管理態勢のもと業務を遂行しており、利益相反
の生ずる恐れは少ないと考えられる。

　本件については、2006年8月14日付金融庁再
回答にて「検討を行う」とされたが、金融庁は、以
上の趣旨を踏まえて、営業報告書についても、
16条1項の書面交付と同様の取扱いとすべきで
あり、引き続き2006年度中に行われる金融商品
取引法等の政省令の検討とあわせて具体的な

手当てを要望する。

有価証券に係る投資顧問業の
規制等に関する法律第35条
同施行規則第33条及び別紙様

式第22号

  投資顧問業者は、毎営業年度経
過後3ヵ月以内に営業報告書の提
出が義務付けられているが、本報
告書には、有価証券の引受け等の
状況として、顧客に対して助言を
行った銘柄又は顧客のために投資
を行った銘柄と同一の銘柄の引受
け等についての記載が義務付けら

れている。
  投資顧問業者が信託業務等を営
む場合において、当該投資顧問業
者が引受け等を行った有価証券に
ついて、投資顧問契約及び投資一
任契約を締結している顧客に対し
て、助言や一任された投資判断に
基づく投資を行ったときは、投資顧
問業法第16条第1項に規定する書
面でこれを明らかにしなければなら
ないが（投資顧問業法施行令第13
条第3項、第16条）、当該書面を顧
客に交付しなくても公益又は投資者
保護のために支障を生ずることがな
いと認められるものとして内閣総理
大臣の承認を受けたときは、書面交
付が不要とされている（投資顧問業
法第23条の2第1項、第23条の3第1

項）。  (*)

5055A 5055008 G06 z07075
金融
庁、

投資顧
問業法
第35
条、同
施行規
則第33
条、別
紙様式
第22号

投資顧問業者に対しては、
有価証券に係る投資顧問業
の規制等に関する法律第３
５条において、毎営業年度経
過後３ヶ月以内に営業報告
書の提出が義務付けられて
いる。

ｂ Ⅲ

営業報告書における「有価証券の引
受け等の状況」の記載事項について
は、利益相反防止のための監督上の
必要性を勘案しつつ、検討を行う。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

・信託銀行は、信託業法等により受益
者（投資家）保護の観点から、利益相
反防止に関する行為規制が課されて
おり、厳格な運営・管理態勢のもと業
務を遂行しており、利益相反の生ずる
恐れは少ないと考えられることから、
平成18年度中に行われる金融商品取
引法の政省令等の検討に併せて引き
続きの検討・具体的な措置を要望す
る。

b Ⅲ

営業報告書における「有価証券の引受
け等の状況」の記載事項については、
利益相反防止のための監督上の必要
性を勘案しつつ、金融商品取引法に基
づく政令・内閣府令を整備する中で、
簡素化に向けて検討を行う。

社団法人信
託協会

8 A
投資顧問業法第35条に基
づく営業報告書の記載事項

の簡素化

・投資顧問業者は、毎営業年度経過後3ヶ
月以内に営業報告書の提出が義務付けら
れているが、本報告書には、有価証券の引
受け等の状況として、顧客に対して助言を
行った銘柄又は顧客のために投資を行っ
た銘柄と同一の銘柄の引受け等について

の記載が義務付けられている。
・投資顧問業者が信託業務等を営む場合
において、当該投資顧問業者が引受け等
を行った有価証券について、投資顧問契約
及び投資一任契約を締結している顧客に
対して、助言や一任された投資判断に基づ
く投資を行ったときは、投資顧問業法第16
条第1項に規定する書面でこれを明らかに
しなければならないが（投資顧問業法施行
令第13条第3項、第16条）、当該書面を顧
客に交付しなくても公益又は投資者保護の
ために支障を生ずることがないと認められ
るものとして内閣総理大臣の承認を受けた
ときは、書面交付が不要とされている（投資
顧問業法第23条の2第1項、第23条の3第1

項）。
・内閣総理大臣の承認を受けて、投資顧問
業法第16条第1項に規定する書面交付が
不要とされた投資顧問業者については、投
資顧問業法第35条に基づく営業報告書に
おいても、顧客に対して助言を行った銘柄
又は顧客のために投資を行った銘柄と同
一の銘柄の引受け等の記載を不要とする

こと。

・信託銀行等は、公益又は投資者保護のために
支障を生ずることがないと認められるものとして
内閣総理大臣の承認を受けたときは、投資顧問
業法第16条第1項に規程する書面交付が不要と

されている。
・また、信託銀行等は、信託業法等により受益者
（投資家）保護の観点から、利益相反防止に関
する行為規制が課されており、厳格な運営・管
理態勢のもと業務を遂行しており、利益相反の

生ずる恐れは少ないと考えられる。
・以上を踏まえ、営業報告書についても、16条1
項の書面交付と同様の取扱いとすることを要望
するものであり、引き続き平成18年度中に行わ
れる金融商品取引法等の政省令の検討とあわ

せて具体的な手当てを要望する。

有価証券に係る投資顧問業の
規制等に関する法律第３５条
同施行規則第３３条及び別紙

様式第２２号



様式２　全国規制改革及び民間開放要望書

要望
管理
番号

要望事項
管理番号

分割
補助
番号

グルー
プ化番
号

管理
コード

所管省
庁等

該当法
令

制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 再検討要請
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） 要望主体

要
望
事
項
番
号

要
望
種
別
（規
制

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5054A 5054066 G08 z07076
金融
庁、

金融機
関等に
よる顧
客等の
本人確
認等及
び預金
口座等
の不正
な利用
の防止
に関す
る法律

信託の受益者については、
本人確認法政令第１条にお
いて「顧客に準ずる者」として
信託の取引の開始又は信託
の受益者の指定、変更の際
に本人確認することとされて
いる。

ｃ Ⅲ

・いわゆる「ライツ・プラン」について
は、任意の有価証券管理信託契約の
スキーム等の一つとして考案され、
様々な仕組みがあり得ると考えられる
ものであり、例えば法的に定められて
いるなど、制度的にマネーローンダリ
ング等に用いられる可能性がない、と
は言い切れず、受益者についての本
人確認を適用除外とすることは、本人
確認の実効性を確保する観点から困
難であると考えられる。

要望者からの下記の更なる意見を踏まえ、改め
て検討し、見解を示されたい。
・要望理由に掲げるとおり、マネーロンダリングに
用いられる蓋然性はないと考えられるが、「マ
ネーロンダリング等に用いられる」とした場合、具
体的にどのような事例が想定されるのか明確に
お示しいただきたい。
・本スキーム以外にも、本人確認法施行規則に
おいては、例えば、退職給付信託は「被用者の
給与等から控除される金銭を信託金とする信託
契約」と規定されており、必ずしも法的制度に基
づくものではない。つまり、マネロンに使われる可
能性がないと解される信託の受益者は、確認義
務の適用除外とされており、類型的にマネーロン
ダリングに用いられる恐れがないのであれば、法
律によって当該商品の内容が確定されている必
要はないはずである。
・信託型ライツ･プランにおける本人確認義務に
ついても、以上を踏まえたうえで、適切な措置を
要望する。

c Ⅲ

いわゆるライツ・プランにおいても、例
えば株主（受益者）と敵対的買収者の
関係如何によっては、受益者のコント
ロールが制度的に及ばないとまでは言
い切れず、マネーローンダリング、テロ
資金供与に利用される恐れがないとは
言えないと考えられることから、受益者
についての本人確認を適用除外とする
ことは、本人確認の実効性を確保する
観点から困難であると考えられる。
なお、金融当局から想定し得るマ
ネー・ローンダリングの手法を具体的
にお示しすることは、適切ではないとい
うことをご理解願いたい。

（社）日本経
済団体連合

会
66 A

信託型ライツ・プランに係る
受益者の本人確認義務の

緩和

  敵対的買収防衛目的で導入す
る有価証券管理信託や金外信託
等（いわゆる「信託型ライツ･プラ
ン」）について、その円滑かつ迅
速な信託事務の遂行を可能とす
るために、受益者に係る本人確
認手続きを免除すべきである。

(*)
　さらに、本人確認法施行規則にお
いては、例えば、退職給付信託、「被
用者の給与等から控除される金銭を
信託金とする信託契約」など、必ずし
も法的制度に基づくものではなくて
も、マネロンに使われる可能性がな
いと解される信託の受益者は、確認
義務の適用除外とされており、法律
によって当該商品の内容が確定され
ている必要はないはずである。
　以上を踏まえ、適切かつ早急な措
置を要望するものである。

　信託型ライツ･プランは、信託財産たる新株予
約権の発行会社に対する敵対的買収者が出現
した一定時点において、当該発行会社の株主で
ある者を受益者として特定し、当該受益者に対
し新株予約権を交付することを目的としている。
すなわち、信託型ライツ・プランにおいては、新
株予約権が上場会社の株主（受益者）に対して
その持株比率に応じて機械的に無償で交付され
ることが予め株主総会の特別決議を経て決定さ
れており、類型的に、新株予約権を交付する側
（委託者）や交付される側（受益者）における恣

意が一切働かない。
　また、マネーロンダリングは、特定の者が保有
する資金を特定の者に対して移転する必要があ
る。上記のとおり、新株予約権が株主（受益者）
に持株比率に応じて機械的に無償で割り当てら
れるだけの本スキームを利用して特定の者（受
益者）から特定の者（他の第三者）に対して資金
の移動を行うことは類型的に不可能であり、斯
かる仕組みを用いてマネーロンダリングが行わ

れる蓋然性は無いと考えられる。
　したがって、信託型ライツ･プランがマネロンへ
活用される恐れがないとは言えないとするその
具体的な事例を提示すべきである。  (*)

金融機関等による顧客等の本
人確認等及び預金口座等の不
正な利用の防止に関する法律
第3条、同施行令第1条、同施
行規則第1条、外国為替及び
外国貿易法第22条の2、外国
為替令第11条の4及び外国為
替に関する省令第12条の2 等

  本人確認法により適格退職
年金信託等一部の信託商品
に係る受益者については、同
法に基づく本人確認義務が免
除されているが、他方、本人確
認法施行後に開発された信託
商品については、同法に基づ
く本人確認義務が課されてい

る。
  信託型ライツ･プランにおける
受益者は、敵対的買収者が現
れた日以降の特定の日におけ
る当該企業の株主名簿上の
株主とすることが一般的であ
るが、受益者として確定した時
点で同法第3条等に基づく本
人確認手続きが必要とされて

いる。

5055A 5055009 G08 z07076
金融
庁、

金融機
関等に
よる顧
客等の
本人確
認等及
び預金
口座等
の不正
な利用
の防止
に関す
る法律

信託の受益者については、
本人確認法政令第１条にお
いて「顧客に準ずる者」として
信託の取引の開始又は信託
の受益者の指定、変更の際
に本人確認することとされて
いる。

ｃ Ⅲ

・いわゆる「ライツ・プラン」について
は、任意の有価証券管理信託契約の
スキーム等の一つとして考案され、
様々な仕組みがあり得ると考えられる
ものであり、例えば法的に定められて
いるなど、制度的にマネーローンダリ
ング等に用いられる可能性がない、と
は言い切れず、受益者についての本
人確認を適用除外とすることは、本人
確認の実効性を確保する観点から困
難であると考えられる。

要望者からの下記の更なる意見を踏まえ、改めて検討
し、見解を示されたい。
・信託型ライツ･プランは、信託財産である新株予約権
の発行会社に対する敵対的買収者が出現した際の一
定時点において、当該発行会社の株主である者を受
益者として特定し、当該受益者に対し信託財産たる新
株予約権をその持株比率に応じて機械的に無償で交
付することを目的としている。
・本スキームでは、予め株主総会の特別決議を経て株
主の総体的意思を確認し導入が決定されるとともに、
取締役会による恣意的発動の防止の観点から措置が
講じられている。したがって、類型的に、新株予約権を
交付する側（委託者）や交付される側（受益者）におけ
る恣意が一切働かない。したがって、信託型ライツ･プ
ランを利用して特定の者から特定の者に対して資金の
移動を行うことを目的とするマネーロンダリングを行うこ
とは類型的に不可能であり、斯かる仕組みがマネーロ
ンダリングに用いられる蓋然性は無い。
・また、本人確認法施行規則においては、例えば、退
職給付信託、「被用者の給与等から控除される金銭を
信託金とする信託契約」など、必ずしも法的制度に基
づくものではなくても、マネロンに使われる可能性がな
いと解される信託の受益者は、確認義務の適用除外と
されている。すなわち、類型的にマネーロンダリングに
用いられる恐れがないのであれば、法律によって当該
商品の内容が確定されている必要はないはずである。
・以上を踏まえ、信託型ライツ･プランにおける本人確
認義務についても、本人確認義務の制度趣旨に照らし
て適切な措置を要望する。

c Ⅲ

いわゆるライツ・プランにおいても、例
えば株主（受益者）と敵対的買収者の
関係如何によっては、受益者のコント
ロールが制度的に及ばないとまでは言
い切れず、マネーローンダリング、テロ
資金供与に利用される恐れがないとは
言えないと考えられることから、受益者
についての本人確認を適用除外とする
ことは、本人確認の実効性を確保する
観点から困難であると考えられる。

社団法人信
託協会

9 A
信託型ライツ・プランに係る
受益者の本人確認義務の

緩和

・金融機関等による顧客等の本
人確認等及び預金口座等の不正
な利用の防止に関する法律第３
条、同施行令第１条及び同施行
規則第１条等により、適格退職年
金信託等一部の信託商品に係る
受益者については、同法に基づく
本人確認義務が免除されている
が、他方、本人確認法施行後に
開発された信託商品については、
同法に基づく本人確認義務が課

されている。
・信託型ライツ･プランにおける受
益者は、敵対的買収者が現れた
日以降の特定の日における当該
企業の株主名簿上の株主とする
ことが一般的であるが、受益者と
して確定した時点で同法第三条
等に基づく本人確認手続きが必

要とされている。
・敵対的買収防衛目的で導入す
る有価証券管理信託や金外信託
等（いわゆる「信託型ライツ･プラ
ン」）について、その円滑かつ迅
速な信託事務の遂行を可能とす

・信託型ライツ･プランは、信託財産たる新株予約権の発行会
社に対する敵対的買収者が出現した際の一定時点におい
て、当該発行会社の株主である者を受益者として特定し、当
該受益者に対し信託財産たる新株予約権を交付することを目
的としている。すなわち、信託型ライツ・プランにおいては、新
株予約権が上場会社の株主（受益者）に対してその持株比率
に応じて機械的に無償で交付されることが予め株主総会の特
別決議を経て決定されており、類型的に、新株予約権を交付
する側（委託者）や交付される側（受益者）における恣意が一

切働かない。
・マネーロンダリングは、特定の者がその保有する資金を特
定の者に対して移転する必要がある。上記のとおり、発行会
社が発行した新株予約権が株主（受益者）に持株比率に応じ
て機械的に無償で割り当てられるだけの信託型ライツ･プラン
を利用して特定の者から特定の者に対して資金の移動を行う
ことは類型的に不可能であり、斯かる仕組みを用いてマネー

ロンダリングが行われる蓋然性は無い。
・また、本人確認法施行規則においては、例えば、退職給付
信託、「被用者の給与等から控除される金銭を信託金とする
信託契約」など、必ずしも法的制度に基づくものではなくても、
マネロンに使われる可能性がないと解される信託の受益者
は、確認義務の適用除外とされている。すなわち、類型的に
マネーロンダリングに用いられる恐れがないのであれば、法
律によって当該商品の内容が確定されている必要はないは
ずである。信託型ライツ･プランにおける本人確認義務につい
ても、本人確認義務の制度趣旨に照らして適切な措置を要望

する。

金融機関等による顧客等の本
人確認等及び預金口座等の不
正な利用の防止に関する法律
第三条、同施行令第1条、同施
行規則第1条、外国為替及び
外国貿易法第22条の２、外国
為替令第11条の４及び外国為
替に関する省令第12条の２ 等

5055A 5055001 z07077
金融
庁、

信託業
法

信託契約代理店制度におけ
る復代理は認められていな

い。
ｂ Ⅰ

　信託の複雑かつ多様な商品特性か
ら、適切な信託の引受けを行なわせる
には、所属信託会社による指導等が
不可欠であり、受益者保護の観点から
は、慎重な検討が必要であると考え

る。

要望者からの下記の更なる意見を踏
まえ、改めて検討し、見解を示された
い。
・代理店による「媒介」は、「代理店が
顧客のニーズに対応して、商品・サー
ビスを紹介し、顧客からの依頼に基づ
き、所属信託会社に対し案件の取次
ぎを行う」ものであり、顧客へのセール
ス・コンサルティング及び契約締結は、
所属信託会社が行うものであり、受益
者保護の観点から特段の問題はない
と考えられることからも、早急に手当て
を要望するものであり、検討スケ
ジュール（結論時期）につき、具体的に
明示していただきたい。

b Ⅰ

信託契約代理店における復代理のう
ち媒介についても、信託の複雑かつ多
様な商品特性から、適切な信託の引
受けを行なわせるには、所属信託会社
による指導等が不可欠であり、受益者
保護の観点から慎重な検討が必要で
あり、スケジュールの明示は困難であ
る。

社団法人信
託協会

1 A
信託契約代理店制度におけ

る復代理の許容

・「信託契約代理店」制度におい
て、「復代理」までは認められてい

ない。
・銀行法における銀行代理店制
度同様、所属信託会社の許諾が
ある場合には、信託契約代理店
が復代理を選任することを可能と

すること。
・少なくとも、復代理のうち媒介に
ついては、受益者保護の観点か
らも特段の支障はないと考えられ
ることから、早急な手当てを要望

する。

・例えば、ｉ）信託契約代理店たる親会社が、その
子会社を復代理として選任する、ⅱ）証券会社・
保険会社を信託契約代理店とし、当該者を所属
会社とする証券仲介業者・保険代理店を復代理
として選任する、等の喫緊かつ強いニーズが存

在する。
・平成15年7月28日金融審議会金融分科会第二
部会報告「信託業のあり方に関する中間報告
書」において、「信託業の担い手に対し信託契約
の取次ぎのみを行う者について、その範囲を広く
認めることは、信託サービスの提供チャネルを
拡大し、利用者のアクセスを向上させることに資

すると考えられる。」とされている。
・代理店による「媒介」は、「代理店が顧客の
ニーズに対応して、商品・サービスを紹介し、顧
客からの依頼に基づき、所属信託会社に対し案
件の取次ぎを行う」業務である。最終的に直接
の顧客へのセールス・コンサルティング及び契
約締結は、所属信託会社が行ったうえで執行事
務等を行うものであり、受益者保護の観点から

特段の問題はないと考えられる。
・以上を踏まえ、本要望は報告書の趣旨にも合
致するものであり、早急な措置を要望するもの。

信託業法第２条第８項及び第５
章関係

5055A 5055002 z07078
金融
庁、

銀行法
施行規
則第13
条第3
項

信託兼営金融機関等が、信
託専門関連業務子会社が営
む兼営法第１条第１項第４号
から第７号に掲げる業務の
代理業務を行うことができな

い。

ｂ Ⅲ

業務によっては銀行の他業禁止の趣
旨を損なうおそれがあるため、銀行の
付随業務の在り方として慎重に検討す

る必要がある。

要望者からの下記の更なる意見を踏
まえ、改めて検討し、見解を示された
い。
本要望では、「信託兼営金融機関が
本体で営み得る業務」を特に「当該信
託兼営金融機関が代理・媒介する」こ
とを要望させて頂いているものであり、
具体的には信託銀行が現に営んでい
る証券代行や相続関連業務を想定し
ているものであり、他業禁止の趣旨を
損なう恐れがないと考えられることか
ら、再検討を要望する。併せて検討の
スケジュール（結論時期）につき、具体
的に明示していただきたい。

ｂ Ⅲ

規制改革・民間開放推進会議第三次
答申を踏まえ､信託兼営金融機関等が
信託専門関連子会社が営む併営業務
（信託兼営金融機関が本体で営みうる
ものに限る）の代理業務を行うことを認
めるか否かについて検討し、平成１９
年度中に結論を出すこととする。

社団法人信
託協会

2 A

信託兼営金融機関等に対す
る、信託専門関連業務子会
社が営む業務（信託兼営金
融機関が本体で営みうるも
のに限る）の代理業務の解

禁

・信託兼営金融機関等は、信託
専門関連業務子会社が営む金融
機関ノ信託業務ノ兼営等ニ関ス
ル法律第１条第１項第４号～第７
号に掲げる業務（以下「併営業
務」という）の代理業務を行うこと

ができない。
・信託兼営金融機関等に、信託専
門関連業務子会社が営む併営業
務（信託兼営金融機関が本体で
営みうるものに限る）の代理業務

を解禁すること。
・特に、証券代行業務、相続関連
業務については、実務上強い
ニーズがあることから、早急な検
討・手当てを要望する。

・信託兼営金融機関は銀行を併営業務の代理
店とすることができるが、子会社（信託専門関連
業務子会社）を設立し併営業務を行わせた場
合、銀行を当該子会社の代理店とすることがで
きない（銀行法施行規則第13条第3号）。

・信託兼営金融機関が営むことができる併営業
務を信託専門関連業務子会社が営み、当該業
務について、親会社である信託兼営金融機関が
代理業務を行うことは銀行法の「他業」には該当

しないと考えられる。
・更に、本要望においては、親会社である信託兼
営金融機関が認可を受けて営むことができる業
務（特に証券代行業務、相続関連業務）で、信託
専門関連業務子会社が認可を受けて営んでい
る業務の代理を行うことを要望するものであり、
「他業禁止」の趣旨を損なう恐れは無いと考えら

れる。
・本要望が手当てされることにより、信託銀行に
おける業務の効率化等を目的とした組織再編成
の選択肢が広がり、ひいては顧客利便の向上が

期待できることになる。

銀行法施行規則第１３条第３号
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5055A 5055005 z07079
金融
庁、

投資信
託及び
投資法
人に関
する法
律施行
令第2
条

信託銀行は、主として有価証
券に対する投資として運用
する場合を除き、委託を受け
ることができる。

ｃ Ⅱ

「主として有価証券」で運用を行う証券
投資信託においては、幅広く一般投資
者から資金を集めるスキームであるこ
とから、委託者と受託者の抑制機能に
より投資者保護を図ってきたことに照
らせば、信託銀行が、自らが受託者と
なっている証券投資信託の運用の外
部委託を受けることを可能とすること

は困難。

要望者からの下記の更なる意見を踏
まえ、改めて検討し、見解を示された
い。
・ 信託銀行は、信託業法等の様々な
規律の適用を受けており、充分な運
営・管理態勢を整備・構築したうえで、
業務を行っており、当該規制が撤廃さ
れたとしても、受益者保護上の問題が
生じる蓋然性は少ないと考えられる。
・また、信託財産の運用対象が法令に
より規制をうけることは、信託銀行の
多様な商品設計の阻害要因となって
いる。当該規制の撤廃されることによ
り、信託銀行が有する有価証券運用
の知識・経験がより一層活用され、多
様な運用サービスの提供、投資商品
の組成が可能となると考えられる。
・これらを踏まえ、改めて検討を要望
する。

ｃ Ⅱ

「主として有価証券」で運用を行う証券
投資信託においては、幅広く一般投資
者から資金を集めるスキームであるこ
とから、委託者と受託者の抑制機能に
より投資者保護を図ってきたことに照
らせば、信託銀行が、自らが受託者と
なっている証券投資信託の運用の外
部委託を受けることを可能とすること
は困難。
なお、金融商品取引法制において、有
価証券定義を拡大する際に、信託銀
行が行える業務の範囲が過度に制限
されないよう、証券投資信託の定義に
ついて見直しを行っている。

社団法人信
託協会

5 A
信託銀行による投資信託の
効率的運用を阻害する規制

の撤廃（その１）

・投資一任業務の認可を受けた
信託銀行が、委託者指図型投資
信託あるいは投資法人より、投資
信託財産の運用に係る権限の委
託を受ける場合において、当該信
託銀行自らが受託者となっている
投資信託財産については、「主と
して有価証券」に運用することが

できない。
・投資一任業務の認可を受けた
信託銀行が、委託者指図型投資
信託あるいは投資法人より、投資
信託財産の運用に係る権限の委
託を受けた場合において、当該信
託銀行自らが受託者となっている
投資信託財産について、「主とし
て有価証券」に運用することを可

能とすること。

・投資一任業務の認可を受けた信託銀行は、有
価証券投資に係る専門的知識・経験を有してお
り、当該規制の撤廃は、運用機関間の競争を促
進し、商品選択肢の拡大等投資者利益に資す

る。
・また、信託銀行は、信託業法等の様々な規律
の適用を受けており、充分な運営・管理態勢を
整備・構築したうえで、業務を行っており、当該
要望が手当てされたとしても、受益者保護上の
問題が生じる蓋然性は少ないと考えられる。
・信託財産の運用対象が法令により規制をうけ
ることは、信託銀行の多様な商品設計の阻害要
因となっている。当該規制の撤廃されることによ
り、信託銀行が有する有価証券運用の知識・経
験がより一層活用され、多様な運用サービスの
提供、投資商品の組成が可能となると考えられ

る。

投資信託及び投資法人に関す
る法律施行令第2条

5055A 5055006 z07080
金融
庁、

投資信
託及び
投資法
人に関
する法
律第49
条の3

信託銀行が委託者非指図型
投資信託の信託財産を主と
して有価証券に対する投資
として運用することを目的と
する投資信託契約を締結す
ることを禁止している。

ｃ Ⅰ

「主として有価証券」で運用を行う証券
投資信託においては、幅広く一般投資
者から資金を集めるスキームであるこ
とから、委託者と受託者の抑制機能に
より投資者保護を図ってきたことに照
らせば、信託銀行が委託者非指図型
投資信託の信託財産を主として有価
証券に対する投資をすることは困難。

要望者からの下記の更なる意見を踏
まえ、改めて検討し、見解を示された
い。
・ 信託銀行は、信託業法等の様々な
規律の適用を受けており、充分な運
営・管理態勢を整備・構築したうえで、
業務を行っており、当該規制が撤廃さ
れたとしても、受益者保護上の問題が
生じる蓋然性は少ないと考えられる。
・また、信託財産の運用対象が法令に
より規制をうけることは、信託銀行の
多様な商品設計の阻害要因となって
いる。当該規制の撤廃されることによ
り、信託銀行が有する有価証券運用
の知識・経験がより一層活用され、多
様な運用サービスの提供、投資商品
の組成が可能となると考えられる。
・これらを踏まえ、改めて検討を要望
する。

ｃ Ⅰ

「主として有価証券」で運用を行う証券
投資信託においては、幅広く一般投資
者から資金を集めるスキームであるこ
とから、委託者と受託者の抑制機能に
より投資者保護を図ってきたことに照
らせば、信託銀行が委託者非指図型
投資信託の信託財産を主として有価
証券に対する投資をすることを可能と
することは困難。

社団法人信
託協会

6 A
信託銀行による投資信託の
効率的運用を阻害する規制

の撤廃（その２）

・委託者非指図型投資信託につ
いて、信託銀行が信託財産を「主
として有価証券」に運用すること

ができない。
・委託者非指図型投資信託につ
いて、信託銀行が信託財産を「主
として有価証券」に運用することを

可能とすること。

・信託銀行は、有価証券投資に係る専門的知
識・経験を有しており、当該規制の撤廃は、運用
機関間の競争を促進し、商品選択肢の拡大等

投資者利益に資する。
・また、信託銀行は、信託業法等の様々な規律
の適用を受けており、充分な運営・管理態勢を
整備・構築したうえで、業務を行っており、当該
要望が手当てされたとしても、受益者保護上の
問題が生じる蓋然性は少ないと考えられる。
・信託財産の運用対象が法令により規制をうけ
ることは、信託銀行の多様な商品設計の阻害要
因となっている。当該規制の撤廃されることによ
り、信託銀行が有する有価証券運用の知識・経
験がより一層活用され、多様な運用サービスの
提供、投資商品の組成が可能となるため、検討

を要望するもの。

投資信託及び投資法人に関す
る法律第49条の３

5055A 5055007 2 z07081
金融
庁、

有価証
券に係
る投資
顧問業
の規制
等に関
する法
律第5
条、第8
条及び
第29条
第1項
第6号、
投資顧
問業法
施行規
則第4
条

①投資顧問業を営もうとする
者又は申請した事項に変更
があったときは、申請事項と
して当該者の役員または重
要な使用人の氏名を住民票
等の確認書類とともに届出

ることが必要。
②投資顧問業者の役員や重
要な使用人に変更が生じた
場合には、その変更届出を
投資顧問業法施行規則第４
条に規定される住民票等の
確認書類とともに２週間以内
に提出することが義務付け。

①②c
①Ⅲ
②Ⅰ

①運転免許証の写しの記載内容の真
実性は、住民票の抄本と同等とまでは
いえないことから、措置困難。

②登録簿は公衆縦覧されている情報
であり、投資者保護上、内容に変更が
あれば迅速に対応すべきものであり、
期限を延長することは適当ではないと

考える。

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

・信託銀行等においては、１社あたり
100名を超える役員や使用人の登録を
行っており、異動等により変更が生じ
た場合に、２週間以内に住民票等の
確認書類を準備することが事実上困
難な場合も稀ではないと考える。
・当該変更届出は、実務上相当な負
担となっており、 実態を踏まえ、確認
書類及び届出期限の弾力化を図るこ
とを改めて要望する。

①②ｂ
①Ⅲ
②Ⅰ

登録事項である役員及び使用人の情
報については、その真実性を確保する
ために必要な確認書類を求め、内容
変更に際して迅速に対応できるよう届
出期限を設定する必要があるが、当該
変更届出の実務上の負担軽減のため
他にどのような方策が考えられるかに
ついて、金融商品取引法に基づく政
令・内閣府令を整備する中で検討を行
う。

社団法人信
託協会

7 A
投資顧問業の登録申請事
項に関する手続きの緩和に

ついて

・投資顧問業を営もうとするものは、登
録申請事項として当該者の役員または
投資顧問業法施行令第３条に規定する
使用人（以下「重要な使用人」という。）
の氏名を住民票等の確認書類とともに

届出ることとされている。
・また、投資顧問業者の役員や重要な
使用人に変更が生じた場合には、その
変更届出を投資顧問業法施行規則第４
条に規定される住民票等の確認書類と
ともに２週間以内に提出することが義務

付けられている。
・以上の点につき、次のとおり要望す

る。
②投資顧問業法第8条第1項および第
29条第1項第6号に基づく変更届出書の
提出期限を、例えば「1ヶ月」少なくとも
他の法令（*）に例があるように「遅滞な

く」と弾力化すること。
（*）他の法令：前払式証票の規制等に

関する法律第11条第1項等

・投資顧問業法の改正により、信託銀行が投資一任業務
を営むことが可能となったが、一般に信託銀行は投資顧
問業者に比べて組織規模が大きく、投資顧問業者登録
簿に記載を要する役員、使用人の数が100名を超すケー

スもある。
・このような場合に、定期、不定期に発生する当該者の
異動に係る変更届を住民票等の確認書類とともに提出
する必要があるが、期限内に住民票等の書類を整えて
提出することは実務上極めて負担が重く、その住民票等
を2週間のうちに準備することが事実上困難な場合も稀

ではないと考える。
・監督上の観点から役員又は重要な使用人等の本人確
認を行うという趣旨であれば、例えば、本人確認法施行
規則第4条に規定する本人確認書類を参考とするなど対

応書類の柔軟化を検討いただきたい。
・また、投資顧問業者登録簿を公衆縦覧する趣旨が、投
資顧問業者の選択に当たり投資者に必要な情報を開示
することにあることを踏まえれば、投資顧問業者1社当た
り100名超の使用人の登録、当該使用人の登録内容変
更時の2週間以内の届出が、投資家保護上、真に必要な
ものといえるのか再考が必要であると考えられ、引き続

き検討を要望するもの。

②有価証券に係る投資顧問業
の規制等に関する法律第8条
第1項及び第29条第1項第6号

5055A 5055010 z07082
金融
庁、

保険業
法第98
条第1
項第1
号
同法施
行規則
第51条

保険会社は、付随業務として
他の保険会社等その他金融
業を行う者の業務代理等を
行うことができることとされて
おり、その具体的内容は保
険業法施行規則第51条に規

定されている。

ｂ Ⅲ

規制改革・民間開放推進３ヵ年計画
（再改定）に示されたスケジュールに従
い、本年度に結論を得べく検討を行っ

ている。

要望者からの下記の更なる意見を踏
まえ、改めて検討し、見解を示された
い。
信託契約代理業及びいわゆる併営業
務代理業務については、既に一般事
業会社を含めて広く認められており、
様々な担い手が参入しているところ、
保険会社に当該業務が認められない
合理的な理由は無いと考えられること
から、本年度中の結論・措置を改めて
要望する。

a Ⅲ

保険会社が新たに信託代理業務を行
うにあたり十分な態勢を構築すること
が出来るかどうかを確認したうえ、19
年度中に措置することとする。

社団法人信
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10 A

保険会社による信託契約代
理業及びいわゆる併営業務
の契約代理業務の早期解

禁

・保険会社は、付随業務として他
の金融業を行う者の業務の代理
や事務の代行を行うことが認めら
れている（保険業法施行規則第

51条）
・しかし、信託契約代理業やいわ
ゆる併営業務（兼営法第1条第1
項第4号～7号に定める業務）の
契約締結の代理や事務の代行は
認められていないため、保険会社
に信託契約代理業やいわゆる併
営業務代理業務の契約代理業務
及び事務の代行を解禁していた

だきたい。

・平成１７年３月の規制改革推進３か年計画にお
いて、「保険会社の付随業務として「信託業務の
代理又は事務代行」を加えることについて、保険
会社の業務との関連性・親近性等を踏まえ、検
討する」とされているものの未だ具体的な検討内

容は提示されていない状況。
・保険会社の業務である企業年金関連業務、遺
族保障関連業務等は、信託業務やいわゆる併
営業務との関連性が高く、保険会社が既存のノ
ウハウを活用し、顧客に対し信託商品等の提示
を行えることとなれば、顧客利便性向上の観点

から有効である。
・また、今般の信託業法改正において金融機関
はもとより事業法人等にも信託契約代理店が認
められ、いわゆる併営業務代理店についても、
担い手の限定がなく広く認められている中、保険
会社に信託契約代理業やいわゆる併営業務代
理業務が認められないことは合理性を欠くもの

である。
・以上の点を踏まえ、平成18年度中に検討・結
論を得たうえで早急な措置を要望するもの。

保険業法第９８条第１項第１号
保険業法施行規則第５１条



様式２　全国規制改革及び民間開放要望書

要望
管理
番号

要望事項
管理番号

分割
補助
番号

グルー
プ化番
号

管理
コード

所管省
庁等

該当法
令

制度の現状
措置の
分類

措置の
内容
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5055A 5055011 z07083
金融
庁、

証券取
引法第
2条第3
項第1
号
証券取
引法2
条に規
定する
定義に
関する
内閣府
令第4
条第1
項

適格機関投資家の範囲は、
有価証券に対する投資に係
る専門的知識及び経験を有
する者として内閣府令におい
て列挙されており、金融機関
のほか、ベンチャーキャピタ
ルや有価証券報告書提出会
社のうち有価証券の保有額
等が100億円以上の事業会
社で金融庁長官に届出を
行った者等としている。

ｂ Ⅲ

適格機関投資家の範囲の決定に当
たっては、当該者が有価証券に対する
投資に係る専門的知識及び経験を有
する者として自ら投資に必要な情報を
入手し判断することができるかなど投
資者保護の観点から十分慎重に検討

する必要がある。

要望者からの下記の更なる意見を踏
まえ、改めて検討し、見解を示された
い。
要望内容及び要望理由に掲げるとお
り、引き続きの検討を要望するもので
あり、スケジュール（結論時期）につ
き、具体的に明示していただきたい。

ｂ Ⅲ

適格機関投資家の範囲の決定に当
たっては、当該者が有価証券に対する
投資に係る専門的知識及び経験を有
する者として自ら投資に必要な情報を
入手し判断することができるかなど投
資者保護の観点から十分慎重に検討
する必要があり、現時点で結論時期を
示すことは困難である。

社団法人信
託協会

11 A
信託会社の適格機関投資

家化について

・証券取引法及び証券取引法第2
条に規定する定義に関する内閣
府令（以下「定義府令」といいま
す。）において、信託業法上の信
託会社は、適格機関投資家として

規定されていない。
・信託業法第3条の免許を受けた
信託会社のうち、信託財産に含ま
れる有価証券が一定額以上であ
るなど、一定の要件を満たす信託
会社について適格機関投資家と
することを要望するもの。

・流動化取引において、特定社債等のプロ私募による発
行が行われているが、プロ私募に適用される転売制限の
結果、適格機関投資家でない信託会社は、プロ私募によ

り発行された特定社債等を受託できない。
・また、流動化取引では、特定目的会社の発行に係る特
定社債の特定社債権者が当該特定社債を信託し、その
信託受益権を投資家に売却する取引が行われている
が、上記の理由により、信託会社は係る信託を受託する

ことができない。
・証券取引法において、適格機関投資家とは「有価証券
に対する投資に係る専門的知識及び経験を有する者とし
て内閣府令で定める者」と定義されている（同法第2条第
3項第1号）が、信託会社は、業として、有価証券に係る
信託の引受けや有価証券の管理運用等を行うことが認
められている。よって、信託財産のうち、有価証券が一定
額以上であるなど、一定の要件を満たす信託会社は、有
価証券に対する投資に係る専門的知識及び経験を有し

ているものと思料される。
・また、信託業法上、信託会社には、適格機関投資家で
ある証券会社、投資信託委託業者等と同等あるいはそ
れ以上の資本金規制、参入規制等があり、さらに、所轄
官庁による監督等が行われているため、一定の要件を
満たす信託会社であれば、これを適格機関投資家と規
定したとしても、投資家保護上、支障が生じることはない

と考えられる。

証券取引法第２条第３項第１号
証券取引法第二条に規定する
定義に関する内閣府令第4条

第1項

5055A 5055012 z07084
金融
庁、

信託業
法

信託契約代理業の登録およ
び登録事項の変更の際は、
役員の兼職状況、営業所等
の所在地等の申請事項のほ
か、登記事項証明書等の書
面を提出することになってい
る。また、登録事項の変更届
出は、２週間以内に行うこと

となっている。

ｃ Ⅰ

信託契約代理店の変更手続の簡素化
（営業所等の所在地の変更届出、役
員の兼職変更の届出）、変更届出期
間の延長等について、顧客の保護及
び行政上の適正な監督等を担保する

観点から措置困難。

要望者からの下記の更なる意見を踏まえ、改め
て検討し、見解を示されたい。
・①営業所等の実質的な位置の変更が生じない
住居表示変更等については、銀行代理業におい
ては届出が不要とされている。信託契約代理業
について、届出が必要とされる具体的な理由が
不明確であり、銀行代理業との平仄をあわせた
措置を講じていただきたい。
・②銀行等が銀行代理業や証券仲介業を営む場
合には兼職届出が不要とされているのに対し、
信託契約代理店を営む場合のみ兼職状況の届
出が必要とされる具体的な理由が不明確であ
り、銀行代理業等と平仄を合わせた措置を講じ
て頂きたい。銀行等が銀行代理業等を営む場合
に兼職届出が不要とされているのは、銀行等の
兼職状況については銀行法等において認可制と
されており、直接当局の監督下にあるためであ
り、銀行等が信託契約代理店を営む場合も同様
であることから当該届出を求められることは不合
理であり、早急な手当てを要望する。
・③「営業所等の所在地の変更」「営業所の廃
止」に係る変更届出においても、登記事項証明
書の添付が義務付けられており、これらの変更
について登記事項証明書の添付が義務付けら
れていない銀行代理業者や証券仲介業者に比し
て、届出期限内に登記事項証明書を用意するこ
とが困難な事例が多く生じている。かかる実態を
踏まえて登記簿抄本の添付書類からの除外若し
くは届出期限緩和等の措置を講じていただきた
い。

ｃ Ⅰ

①営業所等の実質的な位置の変更の
有無にかかわらず所在地の変更登録
については、その情報を信託契約代理
店登録簿に記載し、公衆に縦覧させて
いるもので、顧客等の保護等の観点か
ら、変更の届出不要とすることは困難
である。
②役員の兼職状況は信託契約代理業
の登録申請における記載事項の一つ
であり、その変更については委託者等
を保護し、信託業の健全な発達に資す
る観点から内閣総理大臣が信託契約
代理店に対する監督を実効的なものと
するために変更の事実を把握しておく
必要があり、不合理ではないものと考
えている。
③登記事項証明書等の添付書類は変
更届出事項の確認に必要な書類であ
り、除外することは困難であると考え
る。また、顧客等の保護上、内容に変
更があれば迅速に行われるべきであ
る。

社団法人信
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12 A
信託契約代理店における財
務局宛届出の緩和

・信託契約代理店は、信託業法68条に規
定される事項を財務局宛に対し登録・変更

届出を行う必要がある。
・信託契約代理店における管理負荷を業
務運営に支障がない範囲で軽減し、信託
利用者へのサービス向上に一層注力でき
る体制を整えるために、以下の点につき改

善を要望する。
①営業所等の「所在地の変更」について、
市町村合併等による住居表示の変更等で
あって実質的な位置の変更がない場合に

は、変更届出を不要とすること。
②銀行等が信託契約代理業を営む場合
に、役員が常務に従事する他の会社の状
況（以下、兼職状況）について、届出不要と

すること。
③変更届出は発生日から２週間以内に行
う必要があるが、変更内容によっては登記
簿抄本の添付が必要である。登記手続き
には２週間前後要する実態を踏まえ、登記
簿抄本の添付書類からの除外若しくは届
出期限緩和等の措置をとること。

①営業所等の実質的な位置の変更が生じない
住居表示の変更等については、銀行代理業に
おいても届出を求められておらず、届出不要の
取扱いとし、監督指針等で明確化していただき

たい。
②役員の兼職状況については、銀行法施行規
則の改正案がパブリックコメント（平成18年7月
28日付）に付され、銀行等が銀行代理業を営む
際には兼職状況等の届出を不要とする方向とさ
れており、証券仲介業等でも届出が不要になっ
ている。以上を踏まえ、信託契約代理業におい
ても同様に届出不要の取扱いとしていただきた

い。
③添付書類として登記簿抄本の添付も求められ
ているが、届出事項発生後、法務局の登記変更
手続きには２週間前後要することがある。提出
期間についてかかる実態を考慮した見直しを

行っていただきたい。

① 信託業法第68条第1項第6
号、71条

② 信託業法施行規則第70条
第2号

③ 信託業法第71条第1号

5055A 5055013 z07085
金融
庁、

証券取
引法第
34条、
証券会
社に関
する内
閣府令
第25条

証券会社が、信託兼営金融
機関が営む相続関連業務の
媒介を行うには、内閣総理
大臣の承認が必要。

ｂ Ⅲ
金融商品取引法に基づく政令・内閣府
令を整備する中で検討を行う。

要望者からの下記の更なる意見を踏
まえ、改めて検討し、見解を示された
い。
・いわゆる併営業務の媒介業務は、証
券会社は顧客の了承を得たうえで信
託銀行に顧客の取次ぎのみを行って
いるものであり、顧客への直接のセー
ルス・コンサルティングや契約・事務等
は信託銀行が行っている。
・本媒介業務を行うことは、当該証券
会社の財務状況等に影響を及ぼすも
のではなく、証券会社のリスク管理及
び投資者保護の観点からも問題の生
ずる蓋然性はないと考えられることか
ら、金融商品取引法の内閣府令の整
備における手当てを改めて要望する。

ｂ Ⅲ
金融商品取引法に基づく政令・内閣府
令を整備する中で、前向きに検討を行
う。

社団法人信
託協会

13 A

証券会社が、信託兼営金融
機関が営む相続関連業務
の媒介を行う場合の手続規

制の緩和

・平成16年12月の信託業法及び金融機
関ノ信託業務ノ兼営等ニ関スル法律
（兼営法）改正により、信託契約代理業
及び併営業務（兼営法第1条第1項４～
７号に掲げる業務）の契約締結代理業
務を行うことが、法人・個人を問わず幅

広く認められた。
・証券会社では、信託契約代理業を金
融庁長官あての届出によって営むこと
が可能となったが（証券取引法第34条
第2項、第3項）、併営業務の契約締結
代理業務は金融庁長官の承認を受け
なければ営むことができない（但し、信
託兼営金融機関が営む証券代行業務
について、証券会社がその代理店とし
て顧客を取次ぐ業務（媒介業務）につい
ては、現行でも届出不要とされている。
（証券取引法第34条第1項第5号））。
・信託兼営金融機関が営む併営業務の
うち、特に相続関連業務について、証券
会社がその媒介業務を届出によって営

むことを可能とすること。

・信託兼営金融機関が営む併営業務は、信託業
務との関連性・親近性があるものとして信託業
務を兼営する金融機関に取扱いが認められてい
る業務であり、証券会社の営む業務とも関連性・

親近性を有しているものが多い。
・特に相続関連業務の媒介については、既に金
融庁長官の承認を得て信託兼営金融機関の契
約代理店として当該業務を取り扱っている社が

複数存在する。
・いわゆる併営業務の媒介業務は、信託銀行が
直接顧客へのセールス・コンサルティングを行っ
たうえで契約・事務等を行うものであり、本媒介
業務を行うことは、当該証券会社の財務状況等
に影響を及ぼすものではなく、信託契約代理業
務に比して証券会社のリスク管理及び投資者保
護の観点からも問題の生ずる蓋然性が高いとは

いえないと考えられる。
・以上を踏まえ、早急な措置を要望するもの。

証券取引法第34条、証券会社
に関する内閣府令第25条

5055A 5055014 z07086
金融
庁、

証券取
引法第
27条の
27

大量保有報告書若しくは
変更報告書又はこれらの
訂正報告書を提出した株
券等の保有者は、当該株
券等の発行者である会社
に対して、当該報告書提
出後、遅滞なく報告書の
写しを送付しなければな
らないとされている。

ｃ Ⅰ

発行会社に対する写しの送付は、株
券等の大量保有状況に関する情報開
示という大量保有報告制度の目的に
とって重要な役割を果たしていると考
えられることから、対応は困難である。

要望者からの下記の更なる意見を踏
まえ、改めて検討し、見解を示された
い。
・措置の概要欄にいう「重要な役割」に
ついて具体的に説明していただきた
い。そして、その現在果たしている役
割の一方で、IT化の促進という国家戦
略の重要性も考慮し、EDINETへの一
本化（紙の写し送付廃止）への適切な
移項期限を設けて周知しEDINET閲覧
環境の整備を促すことにより、利用者
たる発行会社による情報入手に支障
を生じることなく対応が可能と考えられ
ることから、改めて検討を要望する。

ｃ Ⅰ

発行会社に対する写しの送付は、発行
会社に対して確実に大量保有の状況
に関する情報を提供し、主要株主の異
動についての臨時報告書の提出や内
部者取引規制に関する主要株主の異
動の事実の公表等を行わせる観点か
ら重要なものであり、対応は困難であ
る。

社団法人信
託協会

14 A
大量保有報告書提出時の
発行会社への写し送付義務

の撤廃

大量保有報告書またはその変更
報告書、訂正報告書（以下、大量
保有報告等）を提出したときは、
株券等の保有者は、当該株券等
の発行者である会社に対して、報
告書の写しを送付しなければなら
ないとされている（証券取引法第

27条の27）。
これは先般の通常国会で成立し
た証券取引法等の一部を改正す
る法律（平成１８年法律第６５号）
による改正後の証券取引法（金
融商品取引法）第27条の27にお
いても同様であり、この写し送付
義務を早期に撤廃することを要望

する。

・全ての大量保有報告書（紙で提出されたものを
含む）はEDINET上で閲覧可能となっており、発
行会社はその必要に応じて自ら直ちに閲覧する

ことが可能となった。
・EDINETはインターネットへの接続環境があれ
ば、閲覧可能であることからも、大量保有報告書
等の「写し」の送付義務は、発送後発行会社に
到着するまでに時間を要し、かつ報告会社に多
大な事務負担を課するものであることから、実用

的意味に乏しいと考えられる。
・また、証取法の27条の27で規定されている発
行会社以外の写し送付先（証券業協会等）につ
いては、27条の30の6の規定によりEDINETへの
掲載を以って「写し」の送付が不要とされてい

る。
・以上を踏まえ、早急な措置を要望するもの。

証券取引法第27条の27
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5057A 5057001 z07087
金融
庁、

保険業
法第
275条
第1項
同法施
行規則
第212
条第2
項第1
号、第
212条
の2第2
項第１
号、第
212条
の4第2
項第1
号、第
212条
の5第2
項第1
号

銀行等が保険募集以外の業
務上取り扱う顧客に関する
非公開金融情報を保険募集
業務に利用し、または保険
募集の業務上取り扱う顧客
に関する非公開保険情報を
保険募集以外の業務に利用
するには、事前に顧客の書
面その他の適切な方法によ
る同意が求められている。

ｃ －

本件規制は、銀行等がその与信業務
や決済業務を通じ、預金者や債務者
に関する情報を継続的かつ総合的に
保有する立場にあり、安易な流用によ
る契約者保護上の問題を生じやすい
状況に鑑み、講じられているものであ
る。利用目的の事前の通知・公表の如
何にかかわらず、書面その他の適切
な方法による事前の同意を得なけれ
ば保険募集業務以外の業務と保険募
集業務との間でそれぞれの業務に係
る非公開情報を流用してはならないと
するなど、とくに銀行等による保険商
品の販売との関係において設けられて
いるものであり、ご要望に対応すること

は困難である。

本件規制は、個人情報保護法との二
重規制となっている等の指摘も踏ま
え、再検討をお願いします。

ｃ －

本件規制は、利用目的の事前の通知・
公表の如何にかかわらず、書面その
他の適切な方法による事前の同意を
得なければ保険募集業務以外の業務
と保険募集業務との間でそれぞれの
業務に係る非公開情報を流用しては
ならないとするなど、とくに銀行等によ
る保険商品の販売との関係において
設けられているものであり、ご要望に
対応することは困難である。

外国損害保
険協会
(FNLIA)

1 A
銀行等の保険募集に係る非
公開金融情報に関する取扱

いルールの撤廃

非公開金融情報ルールにより、
銀行等が知り得た顧客に関する
情報を有効活用した保険募集が
妨げられているので、これを撤廃

すべきである

銀行等による保険募集は、保険業法により適正
な募集と契約者保護が図られている上、銀行等
による保険の募集が当該銀行等との他の取引
に影響を及ぼさない様、いわゆる圧力募集等の

弊害防止措置が講じられている。
非公開金融情報の利用に関する規制は、保険
募集と他の金融商品販売で実務ルールが異な
り、また、「保険募集に係る業務」という不明確か
つ幅広い業務範囲を行う「事前に」一定の行為
を銀行が行うことを要請し、銀行による保険募集

を困難にしている。

保険業法施行規則第212条第2
項第1号、同条2第2項第1号、
同条4第2項第1号、同条5第2

項第1号

5057A 5057002 z07088
金融
庁、

保険業
法第
275条
第1項
同法施
行規則
第212
条第2
項第1
号、第
212条
の2第2
項第１
号、第
212条
の4第2
項第1
号、第
212条
の5第2
項第1
号

銀行等が保険募集以外の業
務上取り扱う顧客に関する
非公開金融情報を保険募集
業務に利用し、または保険
募集の業務上取り扱う顧客
に関する非公開保険情報を
保険募集以外の業務に利用
するには、事前に顧客の書
面その他の適切な方法によ
る同意が求められている。

ｃ －

本件規制は、銀行等がその与信業務
や決済業務を通じ、預金者や債務者
に関する情報を継続的かつ総合的に
保有する立場にあり、安易な流用によ
る保険契約者保護上の問題を生じや
すい状況に鑑み、講じられているもの
であり、対応は困難である。

本件規制は、個人情報保護法との二
重規制となっている等の指摘も踏ま
え、再検討をお願いします。

ｃ －

本件規制は、銀行等がその与信業務
や決済業務を通じ、預金者や債務者
に関する情報を継続的かつ総合的に
保有する立場にあり、安易な流用によ
る保険契約者保護上の問題を生じや
すい状況に鑑み、特に銀行等による保
険商品の販売との関係において設け
られているものであり、ご要望に対応
することは困難である。

外国損害保
険協会
(FNLIA)

2 A
非公開金融情報の定義の

緩和

中小企業と個人に対する融資情
報のみを非公開金融情報の対象

とすべきである。

非公開金融情報の利用に関する規制は、投資
信託など他の金融商品にはなく、銀行による保

険募集のみを不当に規制している。
銀行等による圧力募集は、例えば資金繰り不安
のある中小企業融資先と個人以外では起こり得
ないと考えられる。したがって中小企業と個人に
対する融資情報のみを非公開金融情報の対象
とすれば、弊害防止の目的は達せられる。

保険業法施行規則第212条第2
項第1号、同条2第2項第1号、
同条4第2項第1号、同条5第2

項第1号

5057A 5057003 z07089
金融
庁、

保険業
法第
275条
第1項
同法施
行規則
第212
条第2
項第1
号、第
212条
の2第2
項第１
号、第
212条
の4第2
項第1
号、第
212条
の5第2
項第1
号

銀行等が保険募集以外の業
務上取り扱う顧客に関する
非公開金融情報を保険募集
業務に利用し、または保険
募集の業務上取り扱う顧客
に関する非公開保険情報を
保険募集以外の業務に利用
するには、事前に顧客の書
面その他の適切な方法によ
る同意が求められている。

ｃ －

保険業法施行規則の当該規定につい
ては、既に保険会社向けの総合的監
督指針Ⅱ-3-3-9-2等において、多様
な募集形態にも配慮した解釈を、当該
規定の趣旨を踏まえて可能な範囲内
で、明らかにしているところ。

本件規制は、個人情報保護法との二
重規制となっている等の指摘も踏ま
え、再検討をお願いします。

ｃ －

保険業法施行規則の当該規定につい
ては、既に保険会社向けの総合的監
督指針Ⅱ-3-3-9-2等において、多様
な募集形態にも配慮した解釈を、当該
規定の趣旨を踏まえて可能な範囲内
で、明らかにしているところ。

外国損害保
険協会
(FNLIA)

3 A
非公開金融情報に関する顧
客同意の取得方法の緩和

保険業法施行規則において、銀
行が非公開金融情報を保険募集
に係る業務に利用する場合には
「事前に書面その他の適切な方
法により」顧客の同意を得ること
が要請されているが、遅くとも保
険の募集と同時に説明した書面
を交付し、契約申し込みまでに合
意を得る方法も、可とすべきであ

る。

非公開金融情報の利用に関する規制は不当か
つ過剰であるだけでなく、保険募集と他の金融
商品販売で実務ルールが異なり、また、「保険募
集に係る業務」という不明確かつ幅広い業務範
囲を行うに「事前に」一定の行為を銀行が行うこ
とを要請し、銀行による保険募集を困難にしてい

る。
当該ルールは、特に、銀行による非対面マーケ
ティングを実質的に不可能なものとしている。

保険業法施行規則第212条第2
項第1号、同条2第2項第1号、
同条4第2項第1号、同条5第2

項第1号

保険会社向けの総合的な監督
指針Ⅱ-3-3-9-2

5057A 5057004 z07090
金融
庁、

保険業
法第
275条
第１項
同法施
行規則
212条3
項1号、
212条
の2第3
項第1
号、212
条の4
第3項1
号、212
条の5
第3項1
号

銀行等が一定規模以下の小
規模事業者に対し、事業に
必要な資金の貸付けを行っ
ている場合における当該小
規模事業者が常時使用する
従業員及び当該法人の役員
（代表者を除く。）に対して手
数料その他の報酬を得て保
険募集を行うことが禁止され
ている。

ｃ －

本件規制は、小規模企業者の場合、
従業員が事業主等といわば運命共同
体のような密接な関係にあり、企業の
資金繰りを巡り銀行等の影響が当該
従業員に及ぶおそれが高いことから設
けられているものである。モニタリング
の結果必要な場合には、弊害防止措
置の見直しも検討することになる。

顧客利便、および、銀行等の事務負
担等の観点から、本規制の廃止また
は緩和の可否について検討できない
か、再度回答をお願いします。

ｃ －

保険の圧力募集が生じないために定
められた規制であり、対応は困難であ
る。なお、モニタリングの結果必要な場
合には、弊害防止措置の見直しも検討
することとなる。

外国損害保
険協会
(FNLIA)

4 A
銀行の保険募集に係る融資
先従業員規制の撤廃

従業員数50人以下の融資先の従
業員が保険契約者あるいは被保
険者となることが保険募集制限先
とされているが、銀行に実務上多
大な負担をかけると同時に、顧客
利便性を損なっており、撤廃すべ

きである。

勤務している中小企業が事業融資を受けている
という理由で、従業員が圧力募集を受ける懸念

はない。
また、このルールに基づき、銀行はその顧客お
よび被保険者に対し、銀行等募集制限先に該当
するかどうかを確認する業務に関する説明書面
の交付と顧客の確認を「保険募集に際して、あら
かじめ」行うことが銀行に要請され、また、データ
ベースに照合しなければならない。手続きに時
間がかかり、顧客利便性を損なっている。また、
勤務先が事業融資を受けている事実は、守秘義

務で銀行からは説明できない。

保険業法施行規則第212条第3
項第1号ハ、同条2第3項第1号
ハ、同条4第3項第1号ハ、同条

5第3項第1号ハ
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所管省
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該当法
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措置の
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措置の
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措置の概要（対応策） 要望主体

要
望
事
項
番
号

要
望
種
別
（規
制

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5057A 5057005 z07091
金融
庁、

保険業
法第
309条
第1項
第9号
同法施
行規則
第234
条第1
項第9
号
保険会
社向け
の総合
的な監
督指針
Ⅱ-3-
3-9-4

銀行等は、保険募集に際し、
あらかじめ、顧客に対し、銀
行等保険募集制限先等に該
当するかどうかを確認する業
務に関する説明を書面の交
付により行わなければならな
い。

ｃ －

融資先販売規制の円滑な実施のため
事前に顧客の十分な理解を得る必要
があることを踏まえて設けられた規制
であり、対応することは困難である。な
お、モニタリングの結果必要な場合に
は、弊害防止措置の見直しも検討する

こととなる。

－ -
外国損害保
険協会
(FNLIA)

5 A
保険募集の際に銀行が求
められる、募集制限先に関
する顧客確認方法の緩和

保険会社向けの総合的な監督指
針において、銀行はその顧客に
対し、銀行等募集制限先に該当
するかどうかを確認する業務に関
する説明書面の交付と顧客の確
認を「保険募集に際して、あらかじ
め」行うことが銀行に要請されて
いるが、保険募集の際に、遅くと
も保険の募集と同時に説明した
書面を交付し契約申し込みまでに
確認を得る方法も、可とすべきで

ある。

すべての契約者と被保険者が募集制限先に該
当するかどうかの確認を、「保険募集に際して、
あらかじめ」銀行が行うことを要請し、一般顧客
に対する銀行による保険募集を困難にしてい

る。
当該ルールは、特に、銀行による非対面マーケ
ティングを実質的に不可能なものとしている。

保険会社向けの総合的な監督
指針Ⅱ-3-3-9-4

5059A 5059001 z07092
金融
庁、

保険業
法第
300条
第1項
第9号
同法施
行規則
第234
条第1
項第2
号

平成10
年大蔵
省告示
第238
号
保険会
社向け
の総合
的な監
督指針
Ⅱ－3
－3－
2(7)①

企業が、生命保険会社と募
集代理店契約を締結して生
命保険商品の募集を行う場
合、従業員への圧力募集等
を防止する観点から、当該
企業及びその企業と密接な
関係を有する者（法人）の役
員・従業員に対する保険募
集が一部の保険商品を除き

禁止されている。

ｂ Ⅲ

生命保険契約の長期性、再加入困難
性等に鑑み設けられている規制であ
り、その趣旨を踏まえつつ、規制改革・
民間開放推進３ヵ年計画（再改定）に
示されたスケジュールに従い本年度に

検討を行う。

検討のスケジュール（結論時期）につ
き、具体的にお示し頂きたい。

ｂ Ⅲ

本規制については、生命保険契約の
長期性、再加入困難性に鑑み設けら
れている趣旨を踏まえ、幅広い観点か
ら検討を行う必要があることから、結論
時期を示すことは困難である。

東京海上日
動火災保険
株式会社

1 A
生命保険の構成員契約規

制の廃止

規制を撤廃する。

本項目は「規制改革・民間開放推
進３か年計画」に盛り込まれてい
るが、未だ結論が示されていな
い。早急に結論を出すように改め

て要望する。

法人代理店による構成員契約の取
扱を可能とする。

これにより、企業従業員の保険申込
みが容易になり、消費者利益の向上
につながる。また、代理店・保険会社
における構成員契約の混入を排除す
るための事務ロードを削減できる。

企業代理店は、生命保険を取り扱っている場合
も、親企業や関連企業の従業員など「構成員」
の生命保険については一律取扱禁止となってい
る。このため、「構成員」から照会や取扱を求め
られた場合であっても謝絶するしかなく、消費者
利便を阻害することとなっており、顧客対応とし

て問題がある。

保険業法300条第1項第9号
同施行規則234条第1項第2号

大蔵省告示第238号

5065A 5065001 z07093
金融
庁、

信金法
第17
条、（参
考条
文）会
社法第
607条

信用金庫法上、法定脱退事
由は、「会員たる資格の喪
失」、「死亡又は解散」、「破
産」、「除名」、「持分の全部
の喪失」が列挙されている。

ｂ Ⅰ

法定脱退は、法律で定められた一定
の事由が発生したことにより、会員の
意思にかかわりなく法律上当然に脱退
の効果が発生するものであり、その事
由の拡大については、会員の権利保
護等の観点も踏まえつつ慎重に検討

を行う必要がある。

株式においては、５年間剰余金の配当
を受領しなかった場合など、一定の事
由に基づき、株式の買取等が認めら
れている。協同組織金融機関におい
ても、協同組織性を阻害しない範囲で
「行方不明会員」を法定脱退させるこ
とは可能と考えられる。
規制改革・民間開放推進３か年計画
（再改定）を踏まえ、具体的な検討の
スケジュール（結論及び実施時期）を
示されたい。

ｂ Ⅰ

法定脱退は、法律で定められた一定
の事由が発生したことにより、会員の
意思にかかわりなく信用金庫法上当然
に脱退の効果が発生するものであり、
その事由の拡大については、会員の
権利保護等の観点も踏まえつつ十分
に検討を行う必要があることから、スケ
ジュールを示すことは困難である。

社団法人全
国信用金庫
協会・信金中
央金庫

1 A
会員の法定脱退事由の拡

大

（信用金庫法の規制の緩和）協同
組織の原点である「会員による自
治」を活かした枠組みとする。

会員の法定脱退事由に「定款に定め
る事由の発生」を追加する。

信用金庫は、会員による自治に基づいて運営さ
れている協同組織金融機関である。したがって、
総(代)会決議によって定められる定款に、例え
ば「行方不明会員」などを法定脱退事由として定
めることは、協同組織の本質と整合性がある。
また、規制改革・民間開放推進３か年計画（改
定）においても「信用金庫について、協同組織と
しての性格を踏まえつつ所在不明会員を法定脱
退させるための制度の創設が可能か、検討す
る」とされていることからも、前向きに検討いただ

きたい。

信金法第１７条、（参考条文）会
社法第６０７条

継続

5065A 5065002 z07094
金融
庁、

保険業
法第
300条
第1項
第9号
同法施
行規則
第234
条第1
項第2
号

平成10
年大蔵
省告示
第238
号
保険会
社向け
の総合
的な監
督指針
Ⅱ－3
－3－
2(7)①

企業が、生命保険会社と募
集代理店契約を締結して生
命保険商品の募集を行う場
合、従業員への圧力募集等
を防止する観点から、当該
企業及びその企業と密接な
関係を有する者（法人）の役
員・従業員に対する保険募
集が一部の保険商品を除き

禁止されている。

ｂ Ⅲ

信用金庫への適用を除外すべきとさ
れている理由が明らかでないが、いず
れにせよ、構成員契約規制は生命保
険契約の長期性、再加入困難性等に
鑑み設けられている規制であり、その
趣旨を踏まえつつ、規制改革・民間開
放推進３ヵ年計画（再改定）に示された
スケジュールに従い本年度に検討を行

う。

信用金庫・銀行等による保険募集に
おいては、通常の生命保険募集人と
異なり、優越的地位を利用した募集禁
止など、事前に様々な行為規制が保
険業法等で規定されており、業務上の
地位を不当に利用する等の圧力募集
を未然に防止する措置が既にとられて
いる。

結論時期を示されたい。

ｂ Ⅲ

本規制については、生命保険契約の
長期性、再加入困難性に鑑み設けら
れている趣旨を踏まえ、幅広い観点か
ら検討を行う必要があることから、結論
時期を示すことは困難である。

社団法人全
国信用金庫
協会・信金中
央金庫

2 A
生命保険の構成員契約規

制等の撤廃

（保険業法の規制の撤廃）生命保
険の構成員契約規制を撤廃す

る。

業務上の地位等を不当に利用するな
どの圧力募集を未然に防止する観点
で設けられている生命保険の構成員
契約規制については信用金庫への

適用を除外する。

信用金庫・銀行等による保険募集においては、
通常の生命保険募集人と異なり、優越的地位を
利用した募集禁止など、事前に様々な行為規制
が保険業法等で規定されており、業務上の地位
を不当に利用する等の圧力募集を未然に防止
する措置が既にとられている。そのうえ構成員
契約規制により、顧客本人の意思にかかわりな
く一律的に募集が禁止されており、実態にそぐわ

ない。
したがって、同規制を早期に撤廃していただきた

い。
なお、規制改革・民間開放推進３か年計画（改
定）では「行政改革委員会の意見を最大限尊重
し、金融審議会において構成員契約規制の在り
方について結論を得るべく、引き続き検討を行

う」とされている。

保険業法３００条１項９号、保険
業法施行規則２３４条１項２号

関係
継続
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5065A 5065003 z07095
金融
庁、

保険業
法第
275条
第１項
同法施
行規則
第212
条第3
項第3
号、第
212条
の2第3
項第3
号、第
212条
の4第3
項第3
号、第
212条
の5第3
項第3
号

銀行等は、事業性資金の貸
付けを担当する者が、保険
募集を行わないことを確保す
るための措置を講じなけれ
ばならない。
当該銀行等が特例地域金融
機関である場合にあっては、
当該措置に代わるものとして
金融庁長官が定める次のい
ずれかの措置を講じなけれ
ばならない。
①当該職員が直接の担当先
の関係者を対象とする保険
契約の締結の代理又は媒介
を行わないことを確保する措
置
②当該職員が直接の担当先
の関係者を対象とする保険
契約の締結の代理又は媒介
を行った場合に、それが法令
等に適合するものであったこ
とを個別に確認する業務を
行う者を本店等に配置する
措置

ｃ －

保険の圧力募集が生じないために定
められた規制であり、対応は困難であ
る。なお、モニタリングの結果必要な場
合には、弊害防止措置の見直しも検

討することとなる。

信用金庫・銀行等による保険窓販に
ついては、融資先等への販売制限を
はじめとする広範な規制が課されてお
り、事務的に煩雑な手続きが必要とな
ることから、顧客の利便性を損なうとと
もに、実務面でも顧客の理解が得られ
にくい状況にある。
保険窓販における販売規制について
は、顧客の利便性向上の視点から適
切な見直しが図られるべきである。
特例として制限先に募集できる場合で
も、商品によっては保険金額等に上限
が設けられており、顧客ニーズに十分
応えることができないため、とりわけ金
額制限については撤廃もしくは緩和す
べきである。

実務的ニーズを踏まえ、改めて見解を
示されたい。

ｃ －

保険の圧力募集が生じないために定
められた規制であり、対応は困難であ
る。なお、モニタリングの結果必要な場
合には、弊害防止措置の見直しも検討
することとなる。

社団法人全
国信用金庫
協会・信金中
央金庫

3 A
保険窓販における販売規制

の撤廃
（保険窓販における販売規制の

撤廃）右記同様

保険窓販の第三次解禁において課さ
れている販売規制（融資先等に対す
る販売規制、特例を採用した場合の
通算保険金額上限規制、担当者分
離規制、タイミング規制等）の撤廃

信用金庫・銀行等による保険窓販は、顧客利便
の向上という規制緩和の方向性に沿って拡充さ
れてきたものであるが、他方、実態面においては
融資先等への販売制限をはじめとする広範な規
制が課されているがために、顧客の側からすれ
ば商品選択の機会は拡がらず、必ずしも利便性
が向上したとは言えない状況にある。また、特例
として制限先に募集できる場合でも、商品によっ
ては保険金額等に上限が設けられているため、
顧客ニーズに十分応えることができず、とりわけ
金額制限については早急な見直しが必要であ

る。
このほか、事業性融資の担当者が保険募集を
行えないことや、融資申込み期間中における保
険募集が禁止されていることなどから、顧客の
利便性が損ねられるとともに煩雑な手続きを強

いる結果にもなっている。
顧客保護に関しては他の様々な規制により対応
が図られていることなどを勘案すれば、上記のよ

うな販売規制は撤廃すべきである。

保険業法２７５条、保険業法施
行規則第２１２条、第２１２条の

２関係
継続

5065A 5065005 z07096
金融
庁、法
務省、

特定融
資枠契
約に関
する法
律第2
条

コミットメントライン契約（特定
融資枠契約）に係る手数料
が利息制限法及び出資法上
の「みなし利息」の適用除外
となるのは､借主が、①会社
法 （平成17年法律第86号）
第２条第６号に規定する大
会社、②資本金が３億円を
超える株式会社、③特定目
的会社（資産の流動化に関
する法律第２条第３項）等で
ある場合に限定される。

ｂ Ⅰ

　プロジェクト・ファイナンスに関するコ
ミットメントライン契約の利用について
は、そのニーズを十分把握するととも
に、その実態も含め慎重に検討する必
要があり、利息制限法及び出資法の
適用除外とすることについては慎重に

検討する必要がある。

一般的にプロジェクトファイナンスにお
いては、当該規定の適用除外対象先
である大会社又は資本金３億円を超
える株式会社が、自らのバランスシー
トから対象プロジェクトを区分するため
に便宜的に特別目的会社を設立し、
借入人としている場合が多いことか
ら、要望者のニーズの把握を急いで頂
くとともに、具体的な検討のスケジュー
ル（結論及び実施時期）を示された
い。

ｂ Ⅰ

プロジェクト・ファイナンスに関するコ
ミットメントライン契約の利用について
は、そのニーズを十分把握するととも
に、その実態も含め慎重に検討する必
要があり、利息制限法及び出資法の
適用除外とすることについては慎重に
検討する必要があるため、現時点で検
討のスケジュールを具体的に示すこと
は困難である。

社団法人全
国信用金庫
協会・信金中
央金庫

5 A
プロジェクトファイナンスに関

する規制緩和
右記同様

プロジェクト・ファイナンスによる資金
の貸付けを特定融資枠契約に関す

る法律の対象に加える。

プロジェクト・ファイナンスにおいては、プロジェク
トの建設完了等一定の条件が満たされた場合に
借入れを受けられることを予め確保するため、
借入人である特別目的会社に対してコミットメン
トラインの設定が求められる場合が多い。かか
る特別目的会社は特定融資枠契約の対象であ
る大会社が便宜的に設立した子会社である場合
が多く、その場合当事者は保護を要しない高度
な金融知識を有する親会社の社員である。よっ
て、かかる大会社が議決権の過半数を有する特
別目的会社については、その親会社同様に特
定融資枠契約の対象としていただきたい。

特定融資枠契約に関する法律
第２条

継続

5065A 5065006 z07097
金融
庁、

信金法
第53条
第２項、
信金法
施行令
第８条

員外貸出先として認められて
いる者は、次のとおりであ
る。（信金法施行令第8条）

・預金担保貸付
・卒業生金融
・小口貸付
・独立行政法人
・PFI事業者

・地方公共団体への貸付け
・雇用・能力開発機構等への

貸付け
・地方住宅供給公社等への

貸付け
・金融機関への貸付け

ｂ Ⅱ

国立大学法人および大学共同利用機
関法人を員外貸付先に加えることにつ
いては、ニーズや実態を踏まえ、慎重

に検討を行う必要がある。

国の独立行政法人に対する融資が可
能であるのに、国立大学法人への融
資を不可とする理由何か。
見解を示すとともに、早期に結論を得
ることを前提に、具体的な検討のスケ
ジュール（結論及び実施時期）を示さ
れたい。

b Ⅱ

員外貸出先の拡大については、員外
貸出を制限している趣旨や実態を踏ま
え検討を行う必要があることから、スケ
ジュールを示すことは困難である。

社団法人全
国信用金庫
協会・信金中
央金庫

6 A
員外貸出先の拡充

（信用金庫法の規制の緩和）国立
大学法人法に基づく国立大学法
人および大学共同利用機関法人
に対する貸出を員外貸出として認

める。

国立大学法人法に基づく国立大学法
人および大学共同利用機関法人を
信金法施行令第８条による員外貸出

先のひとつに加える。

特殊法人改革に合わせて、８９の国立大学法人
と４の大学共同利用機関法人が平成１６年４月１
日に法人化された。また、国立大学法人と大学
共同利用機関法人の借入れについては、国立
大学法人法施行令第８条が平成１７年１２月２８
日に改正され、産学連携の研究施設を建設する
資金等を民間金融機関から借り入れることが可
能となった。これを受けて、これらの法人は平成
１７年３月に民間金融機関からシンジケートロー
ンまたは競争入札による借入れを実施したが、
これらに対する貸付けは信用金庫法上認められ

ていない。
地方独立行政法人法に基づく公立大学法人に
ついては、信用金庫の独立行政法人等に対す
る貸付けが認められたことにより貸付けが可能
となったところであり、国立大学法人と大学共同
利用機関法人についても同様に、規制緩和して

いただきたい。

信金法第５３条第２項、信金法
施行令第８条

継続

5065A 5065009 z07098

金融
庁、厚
生労働
省、

確定拠
出年金
運営管
理機関
に関す
る命令
第10条
第1号

営業職員による運用関連業
務（運用の方法に係る情報
提供）と運用商品の販売等
の事務の兼務は認められて

いない。

ｃ Ⅲ

営業職員による運用関連業務と運用
商品の販売等の事務の兼務について
は、運営管理業務の中立性確保の必
要性の観点から、認めることはできな

い。

　営業職員による運営管理業務の
兼務が禁止されているのは、加入
者に対する中立性を維持できない
との考え方を前提にした措置であ
ると考えられる。その恐れがある
のは理解できるが、例えば、運営
管理機関が扱っている確定拠出年
金の運用方法が確定拠出年金専用
の運用方法のみである場合には、
営業職員でも、預金、投資信託等
の通常の金融商品の販売、勧誘等
とは切り分けて、確定拠出年金の
運用方法の提示等ができることか
ら、中立性の維持に支障がないと
考えられる。中立性の維持のため
に禁止すべき実務上の具体的行為
を明確化したうえで、それ以外の
場合については兼務を容認するよ
う検討していただきたい。

c Ⅲ

営業職員に禁止・容認される行為を網
羅的に定めることは困難であり、対象
となる運用商品が確定拠出年金専用
のものであっても、営業職員による運
営管理業務の兼務は、加入者にとって
特定商品の推奨を受けているとの誤
解を与えるものとなるため、営業職員
による運用関連業務と運用商品の販
売等の事務の兼務を認めることは困
難である。

社団法人全
国信用金庫
協会・信金中
央金庫

9 A
確定拠出年金運営管理業
務にかかる金融商品営業担
当者による兼務禁止の緩和

（確定拠出年金法の規制の緩和）
右記同様

金融機関の金融商品営業担当者に
ついて、確定拠出年金運営管理業務
のうちの運用関連業務の兼務禁止を
緩和する。兼務禁止の緩和に際して
は、営業担当者が加入者に対して中
立的な立場で運用関連業務を行うこ

とを前提とする。

確定拠出年金業務を取り扱う金融機関の体制
整備において、本兼務禁止措置の緩和は、確定
拠出年金の普及に資するものと考えられる。

確定拠出年金運営管理機関に
関する命令第１０条第１号

継続
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5065A 5065012 z07099
金融
庁、

金融機
関の信
託業務
の兼営
等に関
する法
律

都銀本体、信託銀行子会社
及び信託契約代理店が不動
産関連業務を行うことは禁止

されている。

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金
者等の保護を確保する観点から、財務
及び業務の健全性を維持するため、
極めて厳格な業務範囲制限や子会社
の業務規制が課されているところ。こ
のような観点から、平成14年におい
て、都銀本体等に信託業務を解禁した
際も、信託業務に密接に関連するもの
に限って解禁することとしたところであ
り、今日においても金融機関の財務及
び業務の健全性を確保する必要性が
高いことから、参入の可否については

慎重な検討を要する。

海外では不動産関連業務が金融機関の付随
業務として認められ、我が国においては専業
信託銀行のみに不動産関連業務が認められ
ている。不動産売買や不動産開発について
は確かにリスクが高いかもしれないが、不動
産仲介や不動産管理については手数料ビジ
ネスであるからリスクはほとんどないと考えら
れる。また、銀行等は、顧客から不動産物件
の紹介を依頼されるなど、不動産取引の仲
介を無償の顧客サービスとして日常的に行っ
ているという事実があり、また、融資取引に
おいて担保不動産の調査や管理なども行っ
ていることから、不動産の仲介・管理に関す
る知識・経験を持っているため、金融機関の
本業との親和性は相当高い。不動産関連業
務を認めると、顧客との間で不公正な取引が
行われる恐れがあるというけれども、実際、メ
ガバンクはグループ内に信託銀行を擁してお
り、そこに不動産取引を希望する銀行顧客を
紹介するなどによりグループ一体となって不
動産ビジネスを展開している。既にそのよう
な状況になっているにもかかわらず、今さら
利益相反の可能性を気にしてみてもあまり意
味がない。
要望者の実務的なニーズを勘案し、改めて対
応を検討されたい。

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金
者等の保護を確保する観点から、財務
及び業務の健全性を維持するため、極
めて厳格な業務範囲制限や子会社の
業務規制が課されているところ。このよ
うな観点から、平成14年において、都
銀本体等に信託業務を解禁した際も、
信託業務に密接に関連するものに
限って解禁することとしたところであり、
今日においても金融機関の財務及び
業務の健全性を確保する必要性が高
いことから、参入の可否については慎
重な検討を行う必要があると考えてい
る｡

社団法人全
国信用金庫
協会・信金中
央金庫

12 A 信託業務の拡大

（信託兼営法による規制の撤廃）
信託代理店（信金本体の場合も
同様。以下同じ。）の取扱い業務
として、不動産関連業務を解禁す

る。

信託業務の取り扱い拡大により、会
員・顧客のライフプランに応じた最適
なバランスシートづくりが可能となる。

信用金庫では、金融商品の多様化を受け、顧客
起点のビジネスとして、会員・顧客のライフス
テージにあった最適なバランスシートづくりを基
本としている。信託代理店の取扱い業務として
不動産関連業務の取扱いが可能とならなけれ
ば、こうしたサービス提供が信用金庫だけでは
完結せず、顧客利便の観点からも問題である。

金融機関の信託業務の兼営等
に関する法律第1条第1項、同
法施行令第2条の2、同法施行

規則第2条の2第1項

継続

5065A 5065013 z07100
金融
庁、

信用金
庫法第
87条の
４

公告方法は、金庫の事務所
の店頭に掲示する方法に加
え、次の方法のいずれかを
定款で定めなければならな

い。
・日刊新聞紙
・電子公告

ｂ Ⅰ

全国を地区とする信用金庫連合会の
公告方法のあり方については、実態を
十分に把握したうえで検討を行う必要

がある。

取引先が来店して取引を行う機会は
ほとんどない店頭における公告は、公
示の機能としては効果が望めない。
要望者のニーズの把握を急いで頂くと
ともに、具体的な検討のスケジュール
（結論及び実施時期）を示されたい。

ｂ Ⅰ

全国を地区とする信用金庫連合会の
公告方法のあり方については、実態や
ニーズを十分に把握したうえで検討を
行う必要があることから、スケジュール
を示すことは困難である。

社団法人全
国信用金庫
協会・信金中
央金庫

13 A
信用金庫連合会の公告方
法からの店頭掲示の除外

（信用金庫法の規制の緩和）右記
同様

信用金庫連合会については、事務所
の店頭における掲示を公告方法とし
て定めることを強制しないこととす

る。

信用金庫連合会の取引先は、信用金庫のほ
か、機関投資家や大規模事業法人が大宗を占
めており、その店舗にこれらの取引先が来店し
て取引を行う機会はほとんどない状況である。こ
のため、店頭における掲示を持ってなす公告
は、会員等に対する公示の機能としては効果が

望めないと考えられる。

信用金庫法第８７条の４ 継続

5067A 5067001 z07101
金融
庁、

公認会
計士法
第44条
第2項、
第46条
の13
特別の
法律に
より設
立され
る民間
法人の
指導監
督基準

公認会計士法により、日本
公認会計士協会の総会決議
が法令又は会則に違反して
いる場合等には、内閣総理
大臣はその取消を命じること
ができること、及び同協会の
会則の変更は内閣総理大臣
の認可を受けなければ効力
が生じないこととされている。
また、平成14年４月14日に
閣議決定された「特別の法
律により設立される民間法
人の指導監督基準」では、該
当する法人の役員の任期は
原則２年とすることが定めら

れている。

ｃ Ⅰ

日本公認会計士協会は、すべての公
認会計士を対象とし、指導・監督や登
録事務等を行う公的な機能を有する団
体であり、総会の決議や会則は、公益
や投資者保護に欠くことがないよう担
保されている必要がある。このため、
総会決議の取消や会則の認可に関す
る規定の廃止を行うことは適当ではな

いものと考えられる。
役員の任期については、平成14年の
閣議決定において、法人の健全かつ
適正な管理運営を確保するとの観点
から、当該制限が設けられたものであ
り、その見直しについては十分慎重に

検討する必要がある。

要望者より下記の再意見が寄せられ
ておりますので、再検討をお願い致し
ます。
「　協会の基本的な行動指針は総会
決議による会則に反映されており、会
則の認可に関する規定に限定するべ
きであり、総会決議の取り消しに関す
る規定は不要と考える。
　総会決議の取り消しに関する規定
は、自治機能を必要以上に制限し、不
必要にプロフェッションを萎縮させるも
のである。
　役員の任期について、原則２年でな
ければならない役員の範囲について、
会務運営の必要上、当該役員の分掌
する職務に応じて柔軟に判断できるよ
う、慎重な対応を求める。」

ｃ Ⅰ

日本公認会計士協会は、全ての公認
会計士を対象とし、指導･監督や登録
事務等を行う公的な機能を有する団体
として公認会計士法に基づき設立され
たものであり、総会の決議や会則は、
公益や投資家保護に欠くことがないよ
う担保されている必要がある。
このため、総会決議の取消しに関する
規定の廃止を行うことは適当ではない
ものと考えられる。

役員の任期については、平成14年の
閣議決定において、法人の健全かつ
適正な管理運営を確保するとの観点
から、当該制限が設けられたものであ
り、その見直しについては慎重に検討
する必要がある。

日本公認会
計士協会

1 A
日本公認会計士協会の自
治機能の強化について

日本公認会計士協会の総会にお
ける決議の取り消しに関する規定
（公認会計士法第46条の13）、会
則改正の認可に関する規定（公
認会計士法第44条2項）について
廃止されるべきである。

さらに、自主規制機関と行政によ
る監視・監督の方向性について、
自主規制機関による強化を基本
として、行政との役割分担を検討

すべきと考える。
　また、「特別の法律により設立さ
れる民間法人の運営に関する指
導監督基準」により、「役員の任
期については、原則２年を基準と
して設定されていること」とされて
いるが、選挙や民主的なガバナン
スにより選出される限りにおい
て、任期の制限は不必要で、協会
の会員に対する指導連絡監督等
の事務運営の実体に即した役員
任期の設定が可能であるべきで

ある。

自主規制機関による自己規律強化を通じて社会
にとって効率的な制度を構築し、自主規制で足
りない部分を行政が補完することを基本とすべ
きで、資格者団体にあっては、個々の資格者が
実施する独占業務と、独占業務の品質に影響を
与えるその他の業務について、可能な限り自主

規制の強化を図るべきと考える。
平成15年公認会計士法改正では、内閣総理大
臣による役員解任の命令権能が廃止された。し
かしながら、総会決議の取消権や会則変更の認
可制は今だ維持されている。また公益保護の観
点からは、報告の聴取や立入検査権、事務の改
善を命令する権限も確保されており、会員の総
会における決議取消しや会則変更の認可を必
要とすることは、自治機能を必要以上に制限す
るもので、こうした規定は廃止されるべきと考え

る。
さらに、役員の任期を制限していることは、欧米
諸外国に比して雇用の流動性が乏しい日本にお
いては、優秀な人材を登用することを必要以上
に制限する可能性がある。選挙や民主的なガバ
ナンスにより選出される限りにおいて、任期の制
限は不必要で、協会の会員に対する指導連絡
監督等の事務運営の実体に即した役員任期の

設定が可能であるべきである。

公認会計士法

5070A 5070001 z07102
金融
庁、

協同組
合によ
る金融
事業に
関する
法律第
六条第
一項に
おいて
準用す
る銀行
法第十
四条の
二の規
定に基
づき信
用協同
組合及
び信用
協同組
合連合
会がそ
の保有
する資
産等に

補完的項目のうち、一般貸
倒引当金については、連結
自己資本比率の場合は第１
条(単体自己資本比率の場
合は第８条)の算式の分母の
0.625パーセントを限度として
算入することができるものと
する。

c -

自己資本比率の最低水準は、国際統
一基準行で8%以上、国内基準行で4%
以上とされており、貸倒引当金の分子
への繰入限度についても同様に、国内
基準行は国際統一基準行の1/2の
0.625パーセントとされているものであ
る。自己資本の充実は、量的な側面だ
けでなく質的な側面も重要であるが、
国内基準行に1.25%の繰入限度を認め
ることは、貸倒引当金の自己資本全体
に占める割合が著しく高くなり、相対的
な自己資本の質の低下を招くことにつ
ながる。金融機関の健全性確保の重
要性に鑑みれば、貸倒引当金の分子
への繰入限度額のみを国際統一基準
行並みに引き上げることは困難。

要望者より、「特定されていない損失
の可能性に対し積み立てられる一般
貸倒引当金は、自己資本（補完的項
目、ｔｉｅｒ２）に含めるべき適格性を有す
るものである」との指摘がある。
信用組合の融資先は、財務体質が脆
弱な零細事業者である。これら零細事
業者に対する資金供給をより一層円
滑に行うためにも、改めて対応を検討
されたい。

c -

国内基準行については、国内金融の
円滑化の観点もあって、自己資本比率
の最低水準を４％としているところ。ご
指摘の通り、一般貸倒引当金は自己
資本の補完的項目（Tier2）に含めるべ
き適格性を有するが、国内基準行につ
いても、自己資本の質の確保は重要で
あり、算入限度の引上げにより、一般
貸倒引当金への過度な依存を認める
ことは困難。

社団法人全
国信用組合
中央協会

1 Ａ
自己資本比率算出の際の
貸倒引当金の繰入限度額を

引上げること

貸倒引当金について、自己資本
算出上の分子（自己資本額）算入
割合を国際統一基準行と同レベ
ル（１.２５％）まで緩和すること。

貸倒引当金の計上は国内基準、国際統一基準
にかかわらず企業会計に基づき計上することと
され、また金融検査マニュアルの償却・引当基
準が厳格化されたことにより、貸倒引当金が従

来より増加している。
現行および新ＢＩＳ規制における自己資本比率
は、国際統一基準行並びに国内基準行も算出
する際の分母については同一の基準であり、一
方、分子は一般貸倒引当金の算入限度を含め
双方が異なるダブルスタンダード基準である。新
ＢＩＳ規制の第２の柱は、金融機関が適切な自己
資本を認識するために自己のリスクプロファイル
を通じて自己資本戦略を構築することが規定さ
れており、一般貸倒引当金の算入限度は、この
対応に少なからず影響を及ぼすものと認識して

いる。
一般貸倒引当金の自己資本への算入主旨を考
えれば、算入限度を国際統一基準行の１／２に
限定することはなく、引上げることに弊害もない。
貸倒引当金について、自己資本算出上の分子
（自己資本額）算入割合を国際統一基準行と同

レベル（１.２５％）まで緩和すること。

大蔵省告示第１９２号（平
9.7.31）



様式２　全国規制改革及び民間開放要望書
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管理
番号

要望事項
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その他

（特記事項）

5070A 5070002 z07103
金融
庁、

中小企
業等協
同組合
法第61
条

信用組合は、組合員の持分
を取得し、又は質権の目的と
してこれを受けることができ

ない。

ｂ Ⅰ

信用組合については、任意脱退に伴う
持分の払い戻しが認められている。一
方、信用金庫には任意脱退による持
分の払い戻しは認められておらず、持
分の譲り渡しによって脱退することとさ
れており、出資の一時取得制度は、譲
受人が見つけられなければ脱退でき
ない制約があることを踏まえ特別に措
置された制度である。これは、信用金
庫の員外預金の取扱いに制限を設け
ていないことなど、協同組織としての性
格の相違によるものであり、信用金庫
と同様の扱いとすることについては慎

重な検討が必要である

現行の法制度では、組合員（脱退者）
の持分は、脱退した事業年度の終に
おける組合財産が確定された後、総
代会の承認をもって払戻しすることと
なる（中小企業等協同組合法第２０
条）。したがって、この間、当該組合員
からの出資持分の払戻要求に応える
ことができず、長期にわたり不利益な
状況を生じさせている。出資持分を組
合が取得できるようになれば、組合員
の利益を阻害しているこのような状態
を回避することができる。
要望者の実務的なニーズを勘案し、具
体的な検討のスケジュール（結論及び
実施時期）を示されたい。

ｂ Ⅰ

信用金庫法では、任意脱退による持
分の払い戻しは認められず、持分の譲
り渡しによって脱退することとされてお
り、出資の一時取得制度は、譲受人が
見つけられなければ脱退できない制約
があることを踏まえ特別に措置された
制度である。
一方、信用組合については、中小企業
等協同組合法上、任意脱退に伴う持
分の払い戻しが認められていることか
ら、出資の一時取得制度の導入につ
いては、慎重な検討が必要であること
から、スケジュールを示すことは困難
である。

社団法人全
国信用組合
中央協会

2 Ａ
脱退組合員の出資持分を一
時取得できるようにすること

信用組合においても、組合員の
脱退（自由脱退）に際し、当該組
合員の出資金を譲り受ける者が
いない場合、信用金庫と同様に、
一時的にその出資金を譲り受け
ることができるようにすること。

組合員の出資金を信用組合が取得することは、
脱退者の一時取得を含め、中小企業等協同組

合法第６１条により禁止されている。
信用組合においても、組合員の脱退（自由脱退）
に際し、当該組合員の出資金を譲り受ける者が
いない場合、信用金庫と同様に、一時的にその
出資金を譲り受けることができるようにすること。
信用金庫が員外預金の取扱いに制限を設けて
いないことなどもって信用組合に制限を設けるこ
とは、同じ協同組織である組合員の利益（利便
性）を阻害するものであり、協同組織としての性

格の相違によるものではない。
信用組合では、日常的に出資加入・脱退が発生
しており、その金額も組合財産と比べると極めて
僅少であることから、随時脱退を実施しても法の
目的とする組合事業の遂行への影響はなく、ま
た、脱退組合員の希望する払戻しの早期化とと
もに、信用組合にとっても処理の迅速化・合理化

に繋がるものである。
特に職域信用組合では、退職者への出資相当
額の返却が退職時から１年を超える場合もあ
り、極めて強い要請があり、実務的な対応が迫

られているものである。

中小企業等協同組合法第６１
条

5070A 5070003 z07104
金融
庁、

中小企
業等協
同組合
法施行
令第７
条第１
項第２
号、昭
和63年
大蔵省
告示第
13号

信用協同組合の組合員以外
の者で組合員たる資格を有
するものに対する資金の貸
付け及び手形の割引は、一
人当たりの資金の貸付け及
び手形の割引の額の合計額
が500万円の範囲内におい
て行うことができる。

ｂ Ⅱ

組合は、組合を構成する組合員たる中
小企業者等の相互扶助を目的とする
ものであることから、組合員以外の者
に対する小口資金の貸付けについて、
「組合員たる資格を有するもの」の制
限を削除することや貸付金額の範囲を
拡大することは、ニーズや実態等を踏
まえ、慎重に検討する必要がある。

現行の法制度では、地区外の者が地
区内に自宅を新築する場合の住宅
ローンの借入申込に対し、その時点で
は地区外に住所があるため組合員資
格がなく、これに応じることができな
い。本制度により、組合員になること
が確実視されている顧客に対して、不
利益を生じさせることになっているとと
もに、組合員への相互扶助を目的とす
る信用組合の使命、役割が果たすこと
ができない状態になっている。
要望者のニーズの把握を急いで頂くと
ともに、具体的な検討のスケジュール
（結論及び実施時期）を示されたい。

ｂ Ⅱ

員外取引制限など協同組織金融機関
の業務及び組織の在り方については、
規制改革・民間開放の推進に関する
第３次答申を踏まえ、総合的な視点か
ら見直しを検討する必要があり、スケ
ジュールを示すことは困難である。

社団法人全
国信用組合
中央協会

3 Ａ

「組合員以外の者に対する
小口の貸付」から「組合員た
る資格を有するもの」の制限
を削除すること、及び貸付金

額を引上げること

顧客の利便性向上の観点から、
「組合員以外の者に対する小口
の貸付」から「組合員たる資格を
有するもの」の制限を削除するこ
と、及び貸付金額を引上げるこ

と。

地区外の者が地区内に自宅を新築する場合の
住宅ローンの借入申込に対し、その時点では地
区外に住所があるため組合員資格がなく、これ
に応じることができまない。この理由は、「借入
申込」と「組合員資格の取得」にタイムラグが生

じているからである。
顧客の利便性向上の観点から、「組合員以外の
者に対する小口の貸付」から「組合員たる資格
を有するもの」の制限を削除すること、及び貸付

金額を引上げること。

中小企業等協同組合法施行令
第７条第１項第２号

大蔵省告示第１３号(昭63.1.30)

5070A 5070004 z07105
金融
庁、

中小企
業等協
同組合
法施行
令第７
条第１
項第１
号及び
第５号、
第２項

信用協同組合の組合員以外
の者に対する資金の貸付け
は、貸付け等の総額の100
分の20の範囲内で、組合員
以外の者に対する預金又は
定期積金を担保とする資金
の貸付けや地方公共団体に
対する資金の貸付け等を行

うことができる。

ｂ Ⅱ

組合は、組合を構成する組合員たる中
小企業者等の相互扶助を目的とする
ものであることから、組合員以外の者
に対する資金の貸付けの限度額の拡
大につながる措置については、ニーズ
や実態等を踏まえ、慎重に検討する必

要がある。

本要望の対象となっている地元の地
公体（組合員）は、信用組合の営業地
域に在している。地公体の使命も、協
同組織金融機関、地域金融機関であ
る信用組合の使命も、地域社会の生
活の向上、地域経済の活性化等にあ
り、特に信用組合は、地元地域からの
預金をその地域に還元し、地域社会
の一員として地域の活性化に日々取
組んでいる。信用組合が地方公共団
体と共に地域を支えていくためにも、
地方公共団体に対する貸付を員外貸
出規制の適用除外とすることについて
検討すべきである。
要望者のニーズの把握を急いで頂くと
ともに、具体的な検討のスケジュール
（結論及び実施時期）を示されたい。

ｂ Ⅱ

員外取引制限など協同組織金融機関
の業務及び組織の在り方については、
規制改革・民間開放の推進に関する
第３次答申を踏まえ、総合的な視点か
ら見直しを検討する必要があり、スケ
ジュールを示すことは困難である。

社団法人全
国信用組合
中央協会

4 Ａ

組合員以外の者に対する預
金担保貸付、地方公共団体
に対する貸付を員外貸出規
制（総貸出に対し２０％の範
囲内）の適用除外とすること

組合員以外の者に対する預金担
保貸付、地方公共団体に対する
貸付を員外貸出規制（総貸出に
対し２０％の範囲内）の適用除外

とすること。

地元の地公体からの借入申込に対して２０％と
いう員外者への事業分量制限のため、対応でき

ない状況に置かれている。
　また、預金者の権利とも言うべき「預金者への
預金担保貸付」についても、同様の規制が課せ

られている。
　組合員以外の者に対する預金担保貸付、地方
公共団体に対する貸付を員外貸出規制（総貸出
に対し２０％の範囲内）の適用除外とすること。

中小企業等協同組合法施行令
第７条第１項第１号、第５号
中小企業等協同組合法施行令

第７条第２項

5070A 5070005 z07106
金融
庁、

中小企
業等協
同組合
法施行
令第７
条

組合員以外の者（個人）に対
する貸付けについては、預
金又は定期積金を担保とす
る資金の貸付け及び組合員
たる資格を有するものに対
する貸付け以外に行うことは

できない。

ｂ Ⅱ

組合員の地区外転居による法定脱退
事由が生じた場合の既存の貸付けに
ついては、一括弁済を求めていない
が、制度上の手当てが必要かどうか検

討する必要がある。

地区外転居による法定脱退事由が生
じた組合員に対する一括弁済は求め
られていないが、検査においては早期
回収に努めるよう指摘を受けている。
本法律の制度事由による指摘は、当
該者の生活設計を脅かすものである。
当該者の不利益にならないよう期限の
定めのある貸付けについては、その期
限満了まで、期限の定めのないものに
ついては、当該者の生活設計に支障
をきたさない程度において回収の取扱
いが可能となるよう制度上の措置が必
要である。
要望者のニーズの把握を急いで頂くと
ともに、具体的な検討のスケジュール
（結論及び実施時期）を示されたい。

ｂ Ⅱ

組合員の地区外転居による法定脱退
事由が生じた場合の既存の貸付けの
回収に係る制度上の措置は、実態や
ニーズを十分に把握したうえで検討を
行う必要があることから、スケジュール
を示すことは困難である。

社団法人全
国信用組合
中央協会

5 Ａ

地区外転居による法定脱退
事由が生じた場合の既存の
貸付（組合員以外の者に対
する貸付に該当することとな
る）について、引続き継続し
た取扱いができるようにする

こと

地区外転居による法定脱退事由
が生じた場合の既存の貸付（組
合員以外の者に対する貸付に該
当することとなる）について、期限
の定めのあるものはその期限満
了まで、期限の定めのないものに
ついては１年以内の取扱いが可
能となるよう制度上の措置を行う

こと。

地区外転居による法定脱退事由が生じた場合
の既存の貸付（組合員以外の者に対する貸付
に該当することとなる）について、期限の定めの
あるものはその期限満了まで、期限の定めのな
いものについては１年以内の取扱いが可能とな

るよう制度上の措置を行うこと。
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5070A 5070007 z07107
金融
庁、

中小企
業等協
同組合
法第９
条の９、
中小企
業等協
同組合
法施行
令第８
条

全国信用協同組合連合会に
おける会員以外の者に対す
る貸付限度は、中小企業等
協同組合法施行令において
規定されているが、他の協
同組織金融機関の連合会で
ある信金中央金庫及び全国
労働金庫連合会は、それぞ
れの根拠法令である信用金
庫法施行令及び労働金庫法
施行令では規定されておら
ず、「業務方法書」の「業務
の方法」にそれぞれの経営
実態等に照らし合わせて定

めている。

ｂ Ⅰ

信用協同組合連合会は、中小企業等
協同組合法上、信用協同組合である
かを問わず、組合の連合会が事業とし
て信用事業を行っているものをいう。こ
れに対し、信用金庫連合会は、信用金
庫法上、信用金庫を会員として組織す
る連合会であり、金庫の余剰資金の運
用や業務を補完する役割を担ってい
る。各連合会の員外貸付限度額の変
更については、こうした性格の相違を
踏まえた慎重な検討を行う必要があ

る。

信金中央金庫による会員以外の者に
対する貸出限度は、「業務方法書」の
「業務の方法」において、経営実態等
に照らし合わせ定められている。全国
信用協同組合連合会は、信用組合を
会員として組織する連合会であり、組
合の余剰資金の運用や業務を補完す
る役割を担っており、実態は信金中央
金庫と同様である。
全国信用協同組合連合会の実態面を
踏まえ、具体的な検討のスケジュール
（結論及び実施時期）を示されたい。

ｂ Ⅰ

信用協同組合連合会は、中小企業等
協同組合法上、信用協同組合である
かを問わず、組合の連合会が事業とし
て信用事業を行っているものをいう。こ
れに対し、信用金庫連合会は、信用金
庫法上、信用金庫を会員として組織す
る連合会であり、金庫の余剰資金の運
用や業務を補完する役割を担ってい
る。各連合会の員外貸付限度額の変
更については、こうした性格の相違を
踏まえた慎重な検討を行う必要があ
り、スケジュールを示すことは困難であ
る。

社団法人全
国信用組合
中央協会

7 Ａ

全国信用協同組合連合会
の会員以外の者に対する貸
付限度に係る規定を変更す

ること

全国信用協同組合連合会の会員
以外の者に対する貸付限度の定
めを根拠法である中小企業等協
同組合法の規定から削除するこ

と。

全国信用協同組合連合会における会員以外の
者に対する貸出限度は、根拠法である中小企業
等協同組合法において規定されているものの、
他の系統中央金融機関である信金中央金庫お
よび労働金庫連合会は、それぞれの根拠法であ
る信用金庫法、労働金庫法に規定されておら
ず、「業務方法書」の「業務の方法」にそれぞれ
の経営実態等に照らし合わせ定められている。
全国信用協同組合連合会の会員以外の者に対
する貸付限度の定めを根拠法である中小企業
等協同組合法の規定から削除すること。

中小企業等協同組合法第９条
の９、中小企業等協同組合法

施行令第８条

5070A 5070008 z07108
金融
庁、

中小企
業等協
同組合
法第９
条の９、
中小企
業等協
同組合
法によ
る信用
協同組
合及び
信用協
同組合
連合会
の事業
に関す
る内閣
府令１
条の２

全国信用協同組合連合会の
会員のために行う債務の保
証は認められているが、会
員以外の者に行う債務の保
証は認められていない。

ｂ Ⅲ

信用協同組合連合会は、中小企業等
協同組合法上、信用協同組合である
かを問わず、組合の連合会が事業とし
て信用事業を行っているものをいう。こ
れに対し、信用金庫連合会は、信用金
庫法上、信用金庫を会員として組織す
る連合会であり、金庫の余剰資金の運
用や業務を補完する役割を担ってい
る。各連合会の員外に対する債務保
証等の取扱いについては、こうした性
格の相違を踏まえた慎重な検討を行う

必要がある。

信金中央金庫では、会員以外の者に
対する貸付として認可されている先に
対しても債務保証等が可能となってい
る。全国信用協同組合連合会は、信
用組合を会員として組織する連合会で
あり、組合の余剰資金の運用や業務
を補完する役割を担っており、実態は
信金中央金庫と同様である。全国信
用協同組合連合会の実態面を踏ま
え、具体的な検討のスケジュール（結
論及び実施時期）を示されたい。

ｂ Ⅲ

信用協同組合連合会は、中小企業等
協同組合法上、信用協同組合である
かを問わず、組合の連合会が事業とし
て信用事業を行っているものをいう。こ
れに対し、信用金庫連合会は、信用金
庫法上、信用金庫を会員として組織す
る連合会であり、金庫の余剰資金の運
用や業務を補完する役割を担ってい
る。各連合会の員外に対する債務保
証等の取扱いについては、こうした性
格の相違を踏まえた慎重な検討を行う
必要があり、スケジュールを示すことは
困難である。

社団法人全
国信用組合
中央協会

8 Ａ

全国信用協同組合連合会
の会員以外の者に対する債
務保証又は手形の引受けを
できるようにすること

全国信用協同組合連合会の会員
以外の者に対する債務保証又は
手形の引受けの定めを「中小企
業等協同組合法による信用協同
組合及び信用協同組合連合会の
事業に関する内閣府令」の規定

に追加すること

①中小企業等協同組合法において、全国信用
協同組合連合会の会員以外の者に対する資金
の貸付、手形の割引については、会員に対する
資金の貸付等を妨げない限度において行わなけ
ればならなく、また、これを行う場合、当局の認
可が必要であり、全国信用協同組合連合会の
会員以外の者に対する貸付先は、国、公共法
人、公益法人、証券取引所に上場されている株
式会社などが認可されている。②債務の保証、
手形の引受けは、会員のためやその他内閣府
令（国民生活金融公庫等の業務の代理として行
う債務の保証、外国為替取引に伴って行う債務
の保証又は手形の引受け、子会社に対する債
務の保証又は手形の引受け、会員である信用
協同組合の組合員のためにする債務の保証又
は手形の引受け）で定められているものの、会
員以外の者に対する貸付として認可されている
先への債務の保証又は手形の引受けは認めら

れていない。
これに対して、他の系統中央機関である信金中
央金庫においては、会員以外の者に対する貸付
として認可されている先に対しても債務保証等

が可能となっている。

中小企業等協同組合法第９条
の９、中小企業等協同組合法
による信用協同組合及び信用
協同組合連合会の事業に関す

る内閣府令１条の２

5070A 5070012 z07109
金融
庁、

保険業
法第
300条
第1項
第9号
同法施
行規則
第234
条第1
項第2
号

平成10
年大蔵
省告示
第238
号
保険会
社向け
の総合
的な監
督指針
Ⅱ－3
－3－
2(7)①

企業が、生命保険会社と募
集代理店契約を締結して生
命保険商品の募集を行う場
合、従業員への圧力募集等
を防止する観点から、当該
企業及びその企業と密接な
関係を有する者（法人）の役
員・従業員に対する保険募
集が一部の保険商品を除き

禁止されている。

ｂ Ⅲ

生命保険契約の長期性、再加入困難
性等に鑑み設けられている規制であ
り、その趣旨を踏まえつつ、規制改革・
民間開放推進３ヵ年計画（再改定）に
示されたスケジュールに従い本年度に

検討を行う。

信用金庫・銀行等による保険募集に
おいては、通常の生命保険募集人と
異なり、優越的地位を利用した募集禁
止など、事前に様々な行為規制が保
険業法等で規定されており、業務上の
地位を不当に利用する等の圧力募集
を未然に防止する措置が既にとられて
いる。

結論時期を示されたい。

ｂ Ⅲ

本規制については、生命保険契約の
長期性、再加入困難性に鑑み設けら
れている趣旨を踏まえ、幅広い観点か
ら検討を行う必要があることから、結論
時期を示すことは困難である。

社団法人全
国信用組合
中央協会

12 Ａ
生命保険の構成員契約規
制を廃止すること

生命保険の募集において、法人
募集代理店の役員・従業員又は
当該法人募集代理店と密接な関
係を有する法人の役員若しくは使
用人に対する募集禁止の規制
（構成員契約規制）を廃止しする

こと。

法人募集代理店として生命保険の募集を行う際
の障害となっているため、生命保険の募集にお
いては、法人募集代理店の役員・従業員又は当
該法人募集代理店と密接な関係を有する法人
の役員若しくは使用人に対する募集禁止の規制

（構成員契約規制）を廃止すること。
本規制が廃止されることにより、組合員の利便
性向上や組合の収益機会の拡大等を図ること

ができる。

保険業法第３００条第１項第９
号、保険業法施行規則第２３４

条第１項第２号

5070A 5070013 z07110

金融
庁、厚
生労働
省、

確定拠
出年金
運営管
理機関
に関す
る命令
第10条
第1号

営業職員による運用関連業
務（運用の方法に係る情報
提供）と運用商品の販売等
の事務の兼務は認められて

いない。

ｃ Ⅲ

営業職員による運用関連業務と運用
商品の販売等の事務の兼務について
は、運営管理業務の中立性確保の必
要性の観点から、認めることはできな

い。

要望者からの下記の更なる意見を
踏まえ、改めて検討し、見解を示
されたい。「実務面において運用
担当者と販売担当者を分離せずと
も、運営管理業務に係る不正等の
防止は組織の牽制機能、内部監査
による確保されている。会員信用
組合からの強い要望もあり引続き
検討して頂きたい。」

c Ⅲ

営業職員による運用関連業務と運用
商品の販売等の事務の分離は、運営
管理業務の中立性確保の観点から必
要であり、内部監査等の体制がとられ
ていたとしても、実務面において分離
が図られていなければ、その中立性を
確保することは困難であることから認
められない。

社団法人全
国信用組合
中央協会

13 Ａ

確定拠出年金制度における
営業職員による運用関連業
務の兼務禁止を撤廃するこ

と

営業職員による運用管理業務
（運用の方法に係る情報提供）と
運用商品の販売等の事務の兼務

禁止を撤廃すること。

営業職員による運用管理業務（運用の方法に係
る情報提供）と運用商品の販売等の事務の兼務

禁止を撤廃すること。
　実務面において運用担当者と販売担当者を分
離せずとも、運営管理業務に係る不正等の防止
は組織の牽制機能、内部監査により確保されて

いる。
本規制が撤廃されることにより、確定拠出年金
制度の概要や各運用商品に関する説明から販
売事務まで一担当者が一貫して行うことが可能
となり、利便性の向上に資することとなる。また、
人的余力に乏しい信用組合においては、規模・
特性に応じた組織運営、業務展開が可能とな
り、収益機会の拡大等を図ることができる。

確定拠出年金法第１００条第７
号、確定拠出年金運営管理機
関に関する命令第１０条第１号
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5070A 5070014 z07111
金融
庁、

協同組合
による金
融事業に
関する法
律第６条
で準用す
る銀行法
第２１
条、協同
組合によ
る金融事
業に関す
る法律施
行規則第
１２条の
２～第１
２条の
４、金融
再生法第
６条、第
７条、金
融再生委
員会規則
第２条～
第６条

リスク管理債権（貸出金の
み）と、金融再生法に基づく
資産査定の対象債権（総与
信）の両者を当局宛報告・開
示している。

c -

　リスク管理債権は米国ＳＥＣ基準と同
様の基準に従って分類され、時系列で
も比較的長い期間把握可能となるもの
である。
　他方、金融再生法開示債権は金融
再生法に直接基づくものであり、また、
「金融再生プログラム」における主要
行の不良債権比率の半減（１４年３月
末の８．４％からの半減）目標の基準と
なっていたものである（当該比率は１７
年３月末に２．９％と低下し、半減目標
は達成）。
　両者の差異は縮小しており、不良債
権について２種類の開示を求めること
は事務上煩雑であるとの指摘があるこ
とは承知しているが、その一方で、リス
ク管理債権については米国基準との
同等性や時系列での比較可能性と
いった観点があり、また、金融再生法
開示債権については、今後も不良債
権に関する最も重要な指標であると考
えられることから、開示を一本化するこ
とについては、現時点での措置は困
難。

リスク管理債権及び金融再生法開示
債権の両指標が重要な指標であるこ
とは十分承知している。消費者サイド
から見ると、結局何を見ればよいのか
分からず十分な理解が得られていな
い状況であることから、明確で分かり
やすくするためにも両指標を一本化す
ることについて、会員や利用者の声も
踏まえ、改めて見解を示されたい。

c ‐

金融再生法開示債権は、リスク管理債
権のみでは開示が不十分であるという
ことで導入された経緯があるが、一方
で、リスク管理債権は、米国のSEC基
準を踏まえて規定されており国際比較
上意義があることを踏まえると、現段
階では両者を一本化することは適当で
ないと考えられる。

社団法人全
国信用組合
中央協会

14 Ａ

協金法に基づくリスク管理
債権の開示と金融再生法に
基づく資産査定の開示を一

本化すること

協同組合による金融事業に関す
る法律に基づくリスク管理債権の
開示と金融再生法に基づく資産
査定の開示を一本化すること。

協同組合による金融事業に関する法律に基づく
リスク管理債権の開示と金融再生法に基づく資

産査定の開示を一本化すること。
協同組合による金融事業に関する法律に基づく
リスク管理債権と、金融再生法に基づく資産査
定とでは、開示の対象となる債権とその開示基
準が異なっており、事務上煩雑であるとともに、

わかりにくい開示内容となっている。
また、利用者（組合員）からすれば、この２つの
基準については、結局何を見ればよいのか分か
らず十分な理解が得られていない状況にある。
新ＢＩＳ規制においても、顧客に理解しやすい開
示が求められていることから、実務対応並びに
開示主旨に即し、開示を一本化すること。

協同組合による金融事業に関
する法律第６条で準用する銀
行法第２１条、協同組合による
金融事業に関する法律施行規
則第１２条の２～第１２条の４、
金融再生法第６条、第７条、金
融再生委員会規則第２条～第

６条

5071A 5071002 z07112
金融
庁、

貸金業
の規制
等に関
する法
律

貸金業規制法は、全ての貸
金業者に対し、資金需要者
等の属性や規模の如何に関
わらず、一律に適用される。

ｃ Ⅰ

　10月31日に国会に提出した「貸金業
の規制等に関する法律等の一部を改
正する法律案」は、近年深刻さを増し
ている多重債務問題の解決のため
に、一般消費者向けと事業者向けに
関係なく抜本的かつ総合的な対策を
講じるものであり、一般消費者向けと
事業者向けを峻別した規制とすること

は困難。

－ -
社団法人リー
ス事業協会

2 A 貸金業規制法について

貸金業規制法は、借入人を消費
者・相応の規模を有する事業者
向けを峻別することなく、一律、い
わゆる17条書面の交付や交渉内
容の記録（法第19条、施行規則
第16条1項6号）その他の手続が
規定されている。相応の規模の事
業者（法人）に対する貸金を一般
消費者（および個人事業主）向け
貸金と峻別し、かかる事業者との
取引における手続については、銀
行法の規定に準じた規制とする。
これにより、取引実態にも即した
規制となり、適切な取引の推進に
も資するものと思料する。

ノンバンクは、相応の規模の事業者に対しても
貸金を行っており、シンジケートローンに参加す
るケースもある。特にシンジケートローンでは、
エージェント以外の参加金融機関による借入人
への直接の接触は制限されており、また、取引
内容（適用金利変動型取引など）からも17条書
面の交付が事実上難しいケースも生じている。
情報・交渉能力格差のある個人やそれに準ずる
者と、相応の規模の事業者相手の取引を同一
の基準で規制する必要性は乏しく、相応の規模
の事業者については銀行法と同様のレベルの
規制とすることで取引実態に即した規制となり、
適切な取引の推進にも繋がるものと思料する。

貸金業規制法

5071A 5071005 z07113
金融
庁、

金融庁
告示第
34号

従属業務を営む会社は、当
該銀行及びその子会社から
の収入の額の合計額の総収
入の額に占める割合が百分
の五十を下回らないこととさ

れている。

ｃ Ⅲ

従属業務子会社は、分社化を通じた
経営の効率化の観点から、親銀行と
の一体性を確保することを前提とし
て、特例で認められており、銀行から
の収入を全く受けないことについては、
銀行の他業禁止に係る子会社の業務
範囲の趣旨を逸脱するものであり、措

置することは困難である。

例えば従属業務の範囲見直し等によ
り本件要望の検討が可能であるかを
含め、再度見解等について回答をお
願いします。

ｃ Ⅲ

従属業務子会社は、分社化を通じた経
営の効率化の観点から、親銀行との
一体性を確保することを前提として、特
例で認められているものであり、銀行
からの収入を全く受けないことについ
ては、銀行の他業禁止を踏まえた子会
社の業務範囲の趣旨を逸脱するもの
であることから、従属業務の範囲の見
直しを含め措置することは困難であ
る。

社団法人リー
ス事業協会

5 A
従属業務を営む子会社の収
入依存度規制の撤廃

銀行持株会社又はその子会社等
の従属業務を営む会社は、各事
業年度においてその営む各々の
従属業務につき、当該銀行持株
会社の子銀行からの収入がある
ことが定められている。銀行から
の収入条項を廃止して業務の自
由度を高め、本体の業務を子会
社にアウトソーシングすることによ
り、業務の効率化が図れる。又、
同種業務を他社から受託すること
により事業拡大が見込まれ、雇用
拡大等に寄与する。＜効果＞銀
行持株会社の子会社等の事務受

託業務、福利厚生業務

銀行持株会社の子会社等にとっても、子会社を
活用した業務効率化及び経営効率化が求めら
れている。金融関連業務等、銀行法上認められ
た業務を分担するにもかかわらず、銀行持株会
社の子銀行からの収入を義務付けられているこ
とから、経営効率化が阻害されている。子会社と
して認められている業務に付、グループとして積
極的に展開することを検討している。ついては、
検討期間、結論時期等を明確にした上で、検討

を行うことを強く希望する。

金融庁告示第34号

5071A 5071006 z07114
金融
庁、

銀行法
16条の
2第1項
各号、
銀行法
施行規
則第１７
条の３
第２項、
主要行
等向け
の総合
的な監
督指針
Ⅴ-3-
3-1

現行制度上の銀行子会社の
業務範囲について限定列挙

されている。
ｃ Ⅰ

「使用期間満了後の使用物品等の所
有権等の権利が相手方に移転する旨
の定めがないこと」との要件を撤廃す
ることは、実質的に中古販売業務を主
たる業務として行うことを認めることと
なり、銀行業務との関連性、その必要
性等の観点から、中古販売業務を銀
行子会社の業務範囲に追加すること
については、適切ではない。

－ -
社団法人リー
ス事業協会

6 A
銀行法施行規則第17条の３
第2項第11号の要件撤廃等

銀行持株会社のリース子会社が
行うリース業務は、「使用期間が
満了した後、リース物品等の所有
権その他の権利が相手方に移転
する定めがないこと」が要件として
定められている。例えば、当社
リース物件とユーザー所有物件を
合わせて売却することが効率的と
判断出来る場合でも、対応できな
い。銀行法施行規則第17条の３
第2項第11号の要件撤廃、銀行
持株会社のリース子会社等への
中古物品販売業務の認容＜効果
＞・良質なリース期間満了物件等
中古物件の流通・リユース・リサ
イクル促進・販売ノウハウの吸収
による、オペレーティング・リース
の活性化・廃棄物削減

銀行持株会社のリース子会社は良質且つ大量
のリース・レンタル期間満了の中古物件を保有
しており、当該要件の撤廃・緩和により中古物件
の売買を専門に行う子会社を設立するなどし
て、効率的且つ迅速に処理することが可能とな

る。

銀行法、銀行法施行規則第17
条の3第2項第11号
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5072A 5072001 z07115
金融
庁、

保険業
法第
291条
第2項・
3項、第
292条、
同施行
令第41
条、第
42条第
2号

保険仲立人は開業時は保証
金4000万円、その後は過去
３年間に受領した手数料、報
酬等の合計額（最低4000万
円、最高当該金額が８億円）
を最寄の供託所に供託しな
ければならない。
 また、保険仲立人は保険仲
立人賠償責任保険契約を締
結し、内閣総理大臣の承認
を受けた場合は、保証金の
一部を供託しないことができ
る（金融機関を相手方とした
保証委託契約を締結した場
合は全部又は一部を供託し
ないことができる）。なお、当
該契約内容は、金融庁長官
の承認を受けた場合を除き、
契約を解除し、又は契約の
内容を変更することができな
いものであること等の要件に
適合するものでなければなら
ない。

ｃ －

供託金と賠償責任保険契約との賠償
資力確保手段としての機能の差異を
踏まえると、前者について、保険契約
者等の保護の観点から相当と認めら
れる水準が確保されている必要があ
り、ご要望に対応することは困難であ

る。

要望者からの下記の更なる意見を踏
まえ、改めて検討し、見解を示された
い。
諸外国の例を見ても、そもそも、保険
ブローカーにこのような保証金の供託
義務を課している例はないように思わ
れる。賠償資力確保策としては、諸外
国も賠償責任保険で対応しており、か
つそれで十分と考えられる。
仮に、日本独自の方策として保証金が
必要であるとしても、他業態とのバラン
ス上４０００万円は明らかに高過ぎ、保
証金の額は、３００～５００万円程度に
抑え、保険仲立人を目指す者が、より
容易に挑戦できる機会を与えるべきで
ある。

ｃ －

わが国の保険仲立人制度は諸外国の
制度と必ずしも同じではなく、保証金の
額は、保険契約者等の保護の観点か
ら相当と認められる水準を確保するた
めに、統計上の保険事故１回につき支
払われる保険金の額や海外の例等を
参考に定められたものでもあり、ご要
望に対応することは困難である。

日本保険仲
立人協会

1 B 保険仲立人の賠償資力確
保措置の要件緩和について

　保険仲立人に、その財産的裏
付けとして供託を義務付けられて
いる保証金の額が高すぎ、新規
参入に際しての大きな障壁の一
つとなっている。新たに保険仲立
人をはじめようとする者、特に個
人にとって、４０００万円の最低保
証金（有価証券で充当することは
可）を用意し、しかも事業期間中、
その額を寝かせ続けることの負担
は大きく、参入に二の足を踏む原

因ともなっている。
　諸外国の保険ブローカーの例を
見ても、そもそも、こうした保証金
の供託を義務付けている国はな
いようであり、その廃止ないし緩

和を要望したい。

保険仲立人になるためには、現状、最低
４０００万円から、過去３年間の収入に応じ
最高８億円までの保証金の供託が義務づ
けられている。契約者保護の観点から、何
らかの形で保険仲立人が賠償資力を有す
ることを担保する措置が必要であることを否
定するものではないが、そうした措置は、必
ずしも保証金供託の形式に限定せず、仲立
人賠償責任保険でも代替し得ることにすべ
きである（現状でも、仲立人賠償責任保険
で代替し得ることになっている部分はある
が、それは４０００万円を上回る分について

のみである）。
　従来の措置との連続性に関連して、仮
に、何らかの保証金供託制度を維持すべき
という場合にも、保証金の額を３００～５００
万円程度まで大幅に引き下げ、残りの額に
ついては、賠償責任保険等で代替できるよ

うにすることを要望したい。
　※この供託すべき保証金のうち、４０００
万円までの分については、その全部または
一部を金融機関等の保証で代えることがで
きることになっているが、令４２条で定める

要件
　（金融庁長官の承認を受けた場合を除き、
契約を解除し、又は契約の内容を変更する
ことができないものであること）に従えば、銀
行はこの種の保証状を発行することはでき
ず 事実上 画に描いた餅になってしまって

添付資料１のとおり 保険業法　　　　第２８３条 添付資料１：要望理由

5072A 5072002 z07116
金融
庁、

保険業
法第２９
５条
同施行
規則第
２２９条
保険会
社向け
の総合
的な監
督指針
Ⅱ－３
－３－６
（１）

損害保険代理店は、その主
たる目的として、自己又は自
己を雇用している者を保険
契約者又は被保険者とする
保険契約（自己契約）の保険
募集を行うことが禁止されて
いる。
また、その主たる目的とし
て、自らと人的又は資本的に
密接な関係を有する者を保
険契約者又は被保険者とす
る保険契約（特定契約）の保
険募集を行うことは、上記自
己契約の禁止の趣旨に照ら
し問題があるため、損害保
険会社に対し、所属代理店
について、状況把握や管理、
指導を行うことを求めてい
る。

c -

自己契約・特定契約に係る現状の制
度は、募集手数料を支払う名目で、実
質的に特定の保険契約者に対して保
険料の割引と特別の利益提供による
不公平な保険募集等が行われること
を防止する趣旨から必要かつ十分な
内容で定められており、特定契約の範
囲の拡大等、要望内容のような見直し
を行うことは困難である。

要望者からの下記の更なる意見を踏
まえ、改めて検討し、見解を示された
い。
自己契約・特定契約規制は、不公正
な保険募集等を防止する趣旨として必
要条件として働いている。しかしなが
ら、損害保険への運用において生命
保険と異なった基準があること、またこ
の条文をクリアーするために、保険種
目の制限、保険契約者の除外等が隠
された圧力募集の温床になっている現
状があり必ずしも十分な法律趣旨を満
たしていない。

c -

自己契約・特定契約に係る現状の制
度は、保険業法２９５条の趣旨である
実質的な保険料の割引や割戻し等の
不公平な保険募集等が行われることを
防止するために、必要かつ十分な内容
で定められており、特定契約の範囲の
拡大等、要望内容のような規制の強化
等を行うことは困難である。

日本保険仲
立人協会

2 B
自由で公平な競争を拒んで
いる保険募集市場の一段の

開放

わが国保険募集市場の現状を見
るに、保険仲立人と代理店とは、
保険市場の活性化を促し契約者
の利便の一層の向上を目指すう
えで、等しく公平・公正な条件の
下に競争を行う形になっていな
い。ついては、特に、専ら自らの
グループのためだけに業務を行っ
ていて自立の度合の低い企業代
理店は早期の撤退を促すべく、次
の項目を要望することとしたい。
①自己契約及び特定契約の規制
の厳格な運営②所属するグルー
プ会社の契約及び従業員の契約
は、企業代理店の特定契約の中
に含めて考えることにすべきこと

添付資料２のとおり 保険業法　　　　　　第２９５条 添付資料２：要望理由

5073A 5073001 z07117

金融
庁、農
林水産
省、

農業協
同組合
法第１０
条第１９
項、農
業協同
組合及
び農業
協同組
合連合
会の信
用事業
に関す
る命令
第６条
第１項

国・政府関係機関との取引
上の担保として行う債務の
保証等は認められている
が、原則として組合員・会員
以外の者のために行う債務
の保証は認められていない。

ｂ Ⅲ

農協の行う事業は、組合員のために
行うことが原則とされていることから、
組合員以外の者のために行う債務保
証の範囲を拡大することについては、
そのニーズ・実態面や員外利用等の
制度面からの検証が必要であり、慎重

な検討を行う必要がある。

多角的農業経営者や農業生産法人の
資金調達ニーズを踏まえ、要望者の
ニーズの把握を急いで頂くとともに、具
体的な検討のスケジュール（結論及び
実施時期）を示されたい。

ｂ Ⅲ

要望者に対してニーズの照会を行った
ところ、中小企業特定社債保証制度の
活用を農業生産法人等が農協に対し
て求めた事例は認められず、また、そ
の他の法人に拡大しても相談を受けた
事例は１社のみであるとのことであっ
た。
　本規制緩和要望については、これま
でのところ具体的なニーズが認められ
なかったほか、農協が行う事業は原則
として組合員のために行われるもので
あること、中小企業特定社債保証制度
による債務保証が農協の経営に与え
る影響を踏まえた慎重な検討が必要
であることから、現時点において措置
することは考えておらず、今後の具体
的なスケジュールを示すことも困難で
ある。

全国農協中
央会・農林中
央金庫

1 A
債務保証に係る利用者範囲

の拡大

組合員(会員)以外の者のために
行う債務の保証の範囲を拡大す

る。

○農協法において、組合員以外の者に対する貸
出が認められているにもかかわらず、債務保証
については、①業務代理業務に　付随して行うも
の、②国・政府関係機関との取引上の担保とし
て行うもの、③外国為替取引に伴って行うもの、
④貯金等を担保とするもの等に限定されてい

る。

○　組合員（会員）となっていない貸出先である
中小企業においても、資金調達手段において近
時は資金借入の「間接金融」から社債発行等に
よる「直接金融」へとシフトが進んできている。特
に、中小企業社債保証制度における中小企業
の私募債総額引受けにおいては、私募債の引
受金融機関としてＪＡ・信連が指定されているも
のの、ＪＡ・信連が共同保証人となることができ
ないため社債権者になれないこととなっている。
こうした先に対する社債権者への債務保証がで
きるような制度改正が望まれるところであり、こ
れにより農業生産法人等への資金ニーズに応

えることができる。

○農業協同組合法第10条第19
項

○農業協同組合及び農業協同
組合連合会の信用事業に関す

る命令第６条第１項

5073A 5073002 z07118

金融
庁、農
林水産
省、

農業協
同組合
法施行
規程第
２８条、
平成１０
年金融
監督
庁・大
蔵省・
農林水
産省告
示第１４
号、系
統金融
機関向
けの総
合的な
監督指
針Ⅲ－
４－８－
１

組合の子会社は、債務保証
業務のうち、事業者に対する
事業の用に供する資金に関
するものについては、営むこ
とが認められていない。

ａ Ⅲ

組合の子会社である信用保証会社に
係る事業制限（事業性ローンの取扱い
禁止）については、平成１８年度までに

撤廃することとする。
その際、組合の経営の健全性や、子
会社を含めた組合全体のリスク管理
の適切性を踏まえ、また、債務保証に
ついては、他の制度との関連について
検証しながら慎重に検討することとす

る。

－ -
全国農協中
央会・農林中
央金庫

2 A
信用保証業務を営む子会社
の業務範囲の拡大

信用保証業務を営む組合の子会
社が事業性ローンに係る信用保
証を行うことができるようにする。

○　組合の子会社は、債務保証業務のうち、事
業者に対する事業の用に供する資金に関するも
のについては、営むことが認められていない。

○　現在、金融機関は個人事業者や農業生産
法人等の中小企業事業者の資金ニーズに応え
るべく貸出商品の多様化に努めている。事業性
ローンに係る信用保証が追加されれば、担保・
個人保証に依存しない事業性ローンが可能とな
り、地域の中小零細企業に対し柔軟性のある保

証サービスが可能となる。

○金融監督庁・大蔵省・農水省
告示第14号第１条

○系統金融機関向けの総合的
な監督指針　Ⅲ－４－８－１
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5073A 5073003 z07119
金融
庁、

金融機
関の信
託業務
の兼営
等に関
する法
律

都銀本体、信託銀行子会社
及び信託契約代理店が不動
産関連業務を行うことは禁止

されている。

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金
者等の保護を確保する観点から、財務
及び業務の健全性を維持するため、
極めて厳格な業務範囲制限や子会社
の業務規制が課されているところ。こ
のような観点から、平成14年におい
て、都銀本体等に信託業務を解禁した
際も、信託業務に密接に関連するもの
に限って解禁することとしたところであ
り、今日においても金融機関の財務及
び業務の健全性を確保する必要性が
高いことから、参入の可否については

慎重な検討を要する。

海外では不動産関連業務が金融機関の付随
業務として認められ、我が国においては専業
信託銀行のみに不動産関連業務が認められ
ている。不動産売買や不動産開発について
は確かにリスクが高いかもしれないが、不動
産仲介や不動産管理については手数料ビジ
ネスであるからリスクはほとんどないと考えら
れる。また、銀行等は、顧客から不動産物件
の紹介を依頼されるなど、不動産取引の仲
介を無償の顧客サービスとして日常的に行っ
ているという事実があり、また、融資取引に
おいて担保不動産の調査や管理なども行っ
ていることから、不動産の仲介・管理に関す
る知識・経験を持っているため、金融機関の
本業との親和性は相当高い。不動産関連業
務を認めると、顧客との間で不公正な取引が
行われる恐れがあるというけれども、実際、メ
ガバンクはグループ内に信託銀行を擁してお
り、そこに不動産取引を希望する銀行顧客を
紹介するなどによりグループ一体となって不
動産ビジネスを展開している。既にそのよう
な状況になっているにもかかわらず、今さら
利益相反の可能性を気にしてみてもあまり意
味がない。
要望者の実務的なニーズを勘案し、改めて対
応を検討されたい。

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金
者等の保護を確保する観点から、財務
及び業務の健全性を維持するため、極
めて厳格な業務範囲制限や子会社の
業務規制が課されているところ。このよ
うな観点から、平成14年において、都
銀本体等に信託業務を解禁した際も、
信託業務に密接に関連するものに
限って解禁することとしたところであり、
今日においても金融機関の財務及び
業務の健全性を確保する必要性が高
いことから、参入の可否については慎
重な検討を行う必要があると考えてい
る｡

全国農協中
央会・農林中
央金庫

3 A
信託代理店における不動産
関連業務の取扱い解禁

信託代理店の取扱業務に不動産
関連業務（信託併営業務）の取扱

いを認める。

○兼営法改正（平成14年2月1日施行）により、
普通銀行等本体での信託業務の取扱いが認め
られた際に、信託代理店の取扱業務についても
拡大され、その後、遺言関連業務が解禁された
が不動産関連業務が認められていない。

○組合においては、金融商品の多様化を受け、
組合員の資産相談に総合的に対応する必要が
あり、「処分型」不動産関連業務（信託併営業
務）について制限を設けることは適当ではない。
信託代理店において不動産の売買・賃貸の媒
介・代理等の不動産関連業務（遺言関連に関係
する不動産業務も含む）を取扱うことができれ
ば、組合員の不動産を含めた資産に関する総合
的な資産管理サービスを発揮できることにつな

がる。

○金融機関の信託業務の兼営
等に関する法律第１条第１項

○同施行令第３条
○同施行規則第３条

5073A 5073004 z07120

金融
庁、厚
生労働
省、

確定拠
出年金
法第89
条第1
項
確定拠
出年金
運営管
理機関
に関す
る命令
第2条

運営管理機関の登録を受け
ようとするときは、役員の氏
名・住所を記載した登録申請
書を厚生労働大臣および内
閣総理大臣（金融庁長官）に
提出しなければならない。

ｃ Ⅰ、Ⅲ

役員に係る事項は、事業主が運営管
理業務を委託する運営管理機関を選
任するにあたり、適切に業務を実施で
きると考えられる法人を慎重かつ十分
な注意を払って総合的に検討する際に
必要なものであるため、簡素化は困難

である。

－ -
全国農協中
央会・農林中
央金庫

4 A
確定拠出年金運営管理機
関の登役員に係る登録事項

の簡素化

確定拠出年金運営管理機関にお
いて登録を受ける役員を、金融機
関にあってはすべての役員でなく

担当役員のみとする。

○　確定拠出年金運営管理機関においては、常
勤・非常勤に関わらず、全ての役員の登録を受
ける必要がある。また、当該役員の兼業状況に

ついても登録を受ける必要がある。

○　証券業においては担当役員のみ登録を受け
ればようこととされているが、運営管理機関は全
ての役員の登録を受けることとされている。当該
役員変更の発生により変更の届出手続きが煩

雑化している。

○確定拠出年金法第89条、第
92条第１項

○確定拠出年金運営管理機関
に関する命令第２条、第３条

5076A 5076003 z07121
金融
庁、

保険業
法第8
条第1
項

保険会社の取締役、執行
役、監査役等は、保険業法
第８条第１項の特定関係者
に該当する金融機関等の役
員等を兼ねてはならないこと

とされている。

ｃ －

保険業法第８条第１項は、子会社方
式・持株会社方式による保険と銀行等
の他業態との間の相互参入に伴う弊
害を防止するために設けられている規
定であり、ご要望に対応することは困

難である。

当該規定は、子会社方式・持株会社
方式による保険と銀行等の他業態と
の間の相互参入に伴う弊害を防止す
るために設けられている規定とのこと
であるが、取締役は忠実義務（会社法
355条）・競業および利益相反取引の
制限（会社法356条）があり、また、銀
行法（13条の2）・保険業法（100条の
3）にはアームズレングスルールがあ
る。これらの法令だけでは、相互参入
の弊害が防止できない理由をお示し
頂くとともに、当該規制を緩和すること
ができないか改めてご検討頂きたい。

ｃ －

子会社方式・持株会社方式による保険
と銀行等の他業態との間の相互参入
に伴う弊害を防止するためには、アー
ムズ・レングス・ルール等では十分とい
えず、本件規制も必要と考えられると
ころであり、ご要望に対応することは困
難である。

ソニー株式会
社

3 A
保険会社における取締役等
の兼職制限の緩和

保険会社と銀行の双方を傘下に
持つ金融持株会社グループにお
いて、保険会社と銀行双方の取
締役等の兼務が可能となるよう規

定の緩和を要望する。

保険会社と銀行の双方を傘下に持つ金融持株
会社グループにおいては、保険会社と銀行の役
員兼職を可能とすることが、グループの内部統
制の強化及び傘下子会社の経営管理の効率化

に資すると考えられる。
また、銀行・保険会社間の取締役の兼職を可能
とし、コングロマリットの経営を効率化すること
は、結果として、預金者、契約者の利益に資する

と考える。
なお、取締役は忠実義務（会社法355条）、競業
および利益相反取引の制限（会社法356条）が
あり、また、銀行法（13条の2）・保険業法（100条
の3）にはいわゆるアームズレングスルールがあ
り、これらの法令により、相互参入の弊害は防

止できると考える。

保険業法第8条第1項

現行の保険業法では、保険会
社の取締役、執行役及び監査
役は、特定関係者（当該保険
会社の子会社、当該保険会社
を子会社とする保険持株会社
の子会社［当該保険会社を除
く］等）に該当する銀行の取締
役、執行役若しくは監査役（理
事、監事その他これらに準ず
る者を含む。）又は使用人を兼
ねてはならない、とされてい

る。

5080A 5080001 z07122
金融
庁、

証券取
引法第
44条第
3号、第
66条の
13第1
号ホ

証券会社又は証券仲介業者
が金銭を貸し付けることを条
件として勧誘することは不
可。また、親法人等又は子
法人等がその顧客に対して
信用を供与していることを知
りながら、当該顧客との間で
証券業行為に関する契約を
締結するためには、公益又
は投資者保護のため支障を
生ずることがないと認められ
るものとして承認を受けるこ
とが必要とされている。

ｂ Ⅰ、Ⅲ

金融商品取引法に基づく政令・内閣府
令を整備する中で、「投資者の保護に
欠けるおそれの少ないと認められるも
の」としてどのようなおのが考えられる

かにつき、検討を行う。

具体的な検討時期の明示をお願いし
ます。

ｂ Ⅰ、Ⅲ
平成１９年夏頃施行予定の金融商品
取引法に基づく政令・内閣府令を整備
する中で、前向きに検討を行う。

株式会社
ジェーシー
ビー

1 A
有価証券購入時のクレジッ
トカードによる決済

前回６月期の同内容の要望に関
しまして以下の回答をいただいて

おります。
『金融商品取引法に基づく政令・
内閣府令を整備する中で、「投資
者の保護に欠けるおそれが少な
いと認められるもの」としてどのよ
うなものが考えられるかにつき、

検討する』
このご回答を踏まえまして、引き
続き以下要望いたします。

①その後の検討につき進捗状況
をお伺いしたい

②『投資家の保護に欠けるおそれ
が少ない』という点を十分に踏ま
えてある程度条件付きでも、カー
ド決済の導入を認めていただきた

い

顧客が証券を購入する際の窓口（対
面販売、ネット販売、仲介業者経由で
の販売など）において、決済手段とし
てクレジットカードを導入する。

以下の効果が見込まれ、消費者ニーズも高まっ
ている為、クレジットカードによる決済を早急に

実現したいと考える。
・クレジットカードによる決済を可能とすることで、
消費者としては決済手段の選択肢が広がり利便

性が向上すること。
・クレジットカード会社が持つ販売チャネルの活
用やクレジットカード特有のポイントサービス等
を付随することにより、証券拡販の一助になるこ

と。

金融商品取引法、他


